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緩和ケア診療部 
 

部長 

住谷昌彦 （准教授）
 

副部長 

阿部博昭  （講師）
 

 

ホームページ https://www.h.u-tokyo.ac.jp/patient/depts/kanwa/ 

 

 

沿革と組織の概要 

2008 年度における日本のがんによる死亡者数

は 34 万人を超えており、死因の第 1 位を占めて

います。このような背景により、わが国では 1984

年度から「対がん 10 カ年総合戦略」、1994 年度

には「がん克服新 10 カ年戦略」、2004 年度には

「第 3 次対がん 10 カ年総合戦略」が策定され、

実施されてきました。さらに、2006年 6月に「が

ん対策基本法」が成立、日本のがん対策の基本方

針を定める法律が策定されております。 

これらのがん対策のなかで、緩和ケアは重要な

位置を占めており、がん対策基本法では「自宅や

施設においても、適切な医療や緩和ケアを受ける

ことができる体制の整備を進めること」と、がん

医療における緩和ケアが重要視されていることが

示されています。さらに 2012 年にはがん対策推

進基本計画が見直され、「がんと診断された時から

の緩和ケアの推進」を重点課題とし、癌治療の中

での緩和ケアの位置づけはますます重要なものと

なっております。 

東大病院緩和ケア診療部では、緩和ケアチーム

を中心として、単に身体症状のコントロールだけ

でなく、こころのケアや社会的なサポートも同時

に行い、患者さんのQOL（Quality of life）を総

合的に高めることを目的として活動を行っていま

す。また、医学部生などの教育や緩和医療学研究

の拠点ともなっています。 

2003 年に中央診療部門の一部として発足した

緩和ケア診療部は、2013年度に 10周年を迎えま

した。院内外のがん緩和ケアへのニーズの高まり

に応じて、当診療部の人員も医師、看護師、臨床

心理士ともに順次増員されて参りました。2014

年度からは疼痛医学を専門とする専任の准教授が

部長に就任し、診療、教育、研究すべてにおいて

益々実績を積み上げています。 

 

診 療 

東大病院では、日本緩和医療学会認定指導医を

含む専従医師 2名、専任医師 2名、がん認定看護

師および緩和ケア認定看護師、臨床心理士を中心

に多分野の専門家で構成される緩和ケアチームが

病棟および外来へ赴き、がん治療医のチーム、病

棟および外来の看護師、精神科リエゾンチーム、

リハビリテーション部、地域医療連携部などと連

携して、がん治療を受けている患者さんに緩和ケ

アを提供しています。依頼される内容としては、

疼痛コントロールなど身体症状に関するものが多

い結果となっておりますが、精神症状や臨床心理

の専門家を擁したコンサルテーション・チームと

なっているため、患者さんとご家族に対する全人

的な側面からのサポートを行うことが可能となっ

ております。 
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これまで、緩和ケアチームではのべ 6,000件以

上の新規依頼を受けており、2016年度には新規依

頼数 900 件以上を達成後、2019 年度にもその件

数を増やし、年間 1000 件を超えました。緩和ケ

ア外来加算が算定可能となった 2012 年度からは

緩和ケア外来も開かれており、2013年度には「が

ん治療期の痛み外来」と「がん性疼痛セカンドオ

ピニオン外来」も新たに開設し診療しています。

「がん治療期の痛み外来」ではがん化学療法によ

る神経障害性疼痛患者とがん術後遷延性疼痛の受

診が多く、院内外から患者さんを受入れています。 

さらに、がん患者の身体的苦痛や気持ちのつら

さにがん診療医や看護師が対応した場合に算定可

能な「がん患者指導管理料 2」とがん薬物療法を

文書を用いて説明した場合に算定可能な「がん患

者指導管理料 3」の院内体制整備を担当し、院内

全体での緩和ケア診療と充実したインフォームド

コンセントの普及に貢献しています。 

 

教 育 

緩和ケア診療部における医師に対する初期研

修は、第 1年次、第 2年次に選択科目として、１

ヶ月、2ヶ月、4ヶ月、8ヶ月間行うことができ、

緩和ケアチームに同行し平日に毎日行われる緩和

ケアのカンファレンスに参加することで緩和ケア

の基礎知識を学ぶことができます。 

１）緩和ケア研修プログラム 

（１か月＊）２ヶ月（選択）研修コース 

・ 全ての研修医を対象とした、緩和ケアの基礎

知識および基礎技術の習得を目的としたプロ

グラム。＊「内科総合」選択の中でのみ 

４ヶ月、８ヶ月（選択）研修コース 

・ 臨床腫瘍医ないしは緩和ケア医を目指す医師

のための基礎知識および基礎技術とコミュニ

ケーション・スキルを身につけるためのプロ

グラム 

2008年度より、緩和医療学会により“認定研修施

設”に認定され、都内または地域の施設から緩和

ケアの研修生を受けいれており、がん拠点病院の

指定要件にもなる「緩和ケア講習会」の開催も年

2 回行っております。また、がんプロフェッショ

ナル基盤養成プランからも緩和ケアの研修を受け

入れております。 

２）教育課程 

研修医配置及び研修内容 

・ 研修医は全て緩和ケアチームに配属されます。

緩和ケアチームの病棟および外来診療にチー

ムの一員として参加し、基本的な緩和ケアの

理論および実践について習得します。 

・ ４ヶ月および８ヶ月コースでは、担当患者の

緩和ケアの診療計画を立て、病棟主治医、病

棟スタッフらと担当患者の緩和ケアについて

議論し、診療計画を実施して行きます。 

・ 週に一度の Research meeting を行い、緩和

ケアにおける介入試験、質問紙調査などを推

進しております。 

研修内容と到達目標 

・ 病棟診療（コンサルテーションでの診療患者

は 1 日約 40-50 名）：消化器がんなどわが国

で頻度の高い疾患について、一般病棟で提供

できる身体症状のコントロール、精神症状の

コントロールの概要を習得。全人的ケア、家

族ケアおよび地域連携についての概要も習得

します。 

・ 症例データベース登録：東大病院において緩

和ケアチームが診療する患者は終末期である

ことが多く、日々状態が変わっていくことも

珍しくありません。このように身体的に精神

的に変化する患者さんに対して、提供された

緩和ケアの内容は、簡潔かつ明瞭にデータベ

ースに入力されなければなりません。 臨床研

究とも直結する緩和ケアのデータ管理の概要

を習得します。 

・ コミュニケーション・スキル：臨床医は患者
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を診るすべての過程で頻回に「悪い知らせ」

を伝えなければなりません。がんの診断、進

行、予後についての正確な情報を患者に伝え

ることは、臨床医にとって非常に困難でスト

レスの多い仕事といえます。臨床医は、「悪い

知らせ」と「患者の希望や期待」とのバラン

スを取らなければならない一方で、治療が上

手く行かなかったときに、患者の喪失感や悲

嘆に対処する必要があります。緩和ケア診療

部では、コミュニケーション・スキルによっ

て患者さんとご家族の心理的援助を行うべく、

サイコオンコロジー学会によって推奨される

コミュニケーション・プロトコールを積極的

に実践しています。 

教育に関する行事 

・ 初期研修医に対する集中講義、以下の講義が

スタッフにより行われます。 

 疼痛コントロール 

 せん妄コントロール 

 ガイドラインの紹介と使用方法 

 緩和ケア薬物療法の基本 

 日本人のスピリチュアル・ケア 

 がん患者の心理社会的サポート 

 キャンサーサバイバーシップ 

臨床研修スケジュール 

・ カンファレンス：月〜金（毎日）9:00-10:00 

・ 病棟診療：月〜金（毎日）カンファレンス終

了後〜依頼患者の診療終了まで。 

指導体制 

・ 病棟診療：指導医 3名（准教授 1名、助教 2

名、診療登録医 1名）、緩和ケア認定看護師 1

名、がん性疼痛認定看護師 1名、薬剤師 2名、

研修医 1-2名、臨床心理士 1名からなる診療

チーム（緩和ケアチーム）を構成し、緩和ケ

アチームで 1日約 50例〜60例の入院患者の

診療に当たります。 

・ カンファレンス：毎日のカンファレンスには

病棟をラウンドする緩和ケアチームのメンバ

ー以外に麻酔科医、精神科医、心療内科医、

麻薬専門薬剤師、リサーチレジデント、東大

大学院医学系研究科の教員が参加し、緩和ケ

アチームの提供する緩和ケアが集学的に議論

され、専門的な見地からの指導が行われます。 

 

研 究 

緩和ケア診療から集積された内容は、簡潔かつ

明瞭にデータ・ベース化され、臨床研究の成果と

して、国内外の専門誌に発表されています。 

以下の研究領域は、緩和ケア診療部で実施され

てきたものです。 

1) 専門緩和ケアチームの評価と質保証 

2) キャンサーサバイバーシップ 

3) 痛みによる脳認知機能の修飾 

4) がん治療による神経系合併症の機序解明 

5) 痛みによる睡眠障害の誘発機序 

6) 神経障害性疼痛の評価 

7) 在宅ケアと地域連携 

8) がん患者を支える診療プランの確立 

9) 緩和ケアにおける臨床研究と質問紙調査 

 

出版物等 

 

1. Kibi Y, Mikoshiba N, Igarashi A, Sumitani 

M, Yamamoto-Mitani N. Development of a 

stylebook for women with cancer-related 

lymphedema troubled about clothing. 

Lymphoedema Res Prac 2020; 8: 27-39 

2. Ninagawa J, Sumitani M, Nishizawa D, 

Nagashima M, Mietani K, Abe H, Inoue R, 

Hozumi J, Tsuchida R, Ikeda K, Yamada Y. 

Adiponectin receptor 1 gene is potentially 

associated with severity of postoperative 

pain but not cancer pain. Medicine 

(Baltimore) 2020; 99: e18924 

3. Tsuchida R, Sumitani M, Azuma K, Abe H, 

Hozumi J, Inoue R, Oshima Y, Katano S, 
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Yamada Y. A novel technique using 

magnetic resonance imaging in the supine 

and prone positions for diagnosing lumbar 

adhesive arachnoiditis: a preliminary study. 

Pain Prac 2020; 20: 34-43 

4. Osumi M, Sano Y, Ichinose A, Wake N, Yozu 

A, Kumagaya S, Kuniyoshi Y, Morioka S, 

Sumitani M. Direct evidence of EEG 

coherence in alleviating phantom limb pain 

by virtual referred sensation: Case report. 

Neurocase 2020; 26: 55-9 

5. Abe H, Sumitani M, Matsui H, Aso S, Inoue 

R, Fushimi K, Uchida K, Yasunaga H, 

Yamada Y. Comparing postoperative 

outcomes of lower-extremity amputation 

performed using peripheral nerve block 

versus general anesthesia: a nation 

exploratory retrospective cohort study in 

Japan. Regional Anesthesia and Pain 

Medicine 2020; 45: 399-404 

6. Osumi M, Sumitani M, Otake Y, Imai R, 

Morioka S. Fear of movement disturbs 

inter-limb coupling in complex regional 

pain syndrome. Ann Phys Rehab Med 2020; 

63: 258-61 

7. Tsuchida R, Sumitani M, Abe H, Ando M, 

Saita K, Hattori K, Mietani K, Inoue R, 

Uchida K. Clopidorel, an ADP-P2Y12 

receptor antagonist, can prevent severe 

postoperative pain: a retrospective chart 

review. Life 2020; 10: 92 

8. Abe H, Inoue R, Tsuchida R, Azuma K, Ino 

K, Konishi M, Hozumi J, Sumitani M. Use 

of three-dimensional printing of a lumbar 

skeletal model for intrathecal 

administration of nusinersen: Brief 

Technical Report. Regional Anaesthesia 

and Pain Medicine 2020; 45: 757-60 

9. Azuma K, Abe H, Hozumi J, Inoue R, 

Konishi M, Tsuchida R, Ando M, Saita K, 

Sumitani M. Prefectural adequacy of opioid 

availability for cancer pain and its 

determinants in Japan: a preliminary study. 

JMA Journal 2020; 3: 340-6 

10. Sumitani Mz, Osumi M, Abe H, Azuma K, 

Tsuchida R, Sumitani M. A robot has a 

mind of its own, because we intuitively 

share it. Applied Sciences 2020; 10: 6531 

（And, 17 Japanese articles） 
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災害医療マネジメント部 
 

教授 

森村 尚登
 

講師 

問田 千晶
 

助教 

福島 一剛
 

 

ホームページ http://www.h.u-tokyo.ac.jp/patient/depts/dmm/index.html 

 

 

沿革と組織の概要 

平成 23 年の東日本大震災を受けて、東京大学

医学部附属病院は大災害時に医療を提供できるだ

けでなく、災害医療全般を鳥瞰できる学問領域が

必要であるという観点から「災害医療マネジメン

ト学」の確立を目指すこととなった。平成 24年 3

月、パブリックコメントにて、「災害医療マネジメ

ント部」の創設を発表した。 

平成 24 年 7 月、中尾博之准教授が災害医療マ

ネジメント部に初代部長として着任し、院内災害

対策委員会委員長を任ぜられた。その後、平成 27

年 1月に危機管理担当副病院長の岩中督教授が第

2代部長として着任。平成 27年 4月、危機管理担

当副院長の南学正臣教授が第 3代部長として着任。

平成 29年 4月に森村尚登教授が第 4代部長とし

て着任した。 

当部は中央診療部門に属し、当院内、学内外を

活動範囲としている。 

災害医療マネジメント学を確立するために、①

災害医療計画を立て、災害医療従事者を教育指導

できるリーダーの育成、②東大病院として災害医

療をリードできる体制としての関係機関とのパイ

プづくり、③災害時の組織づくりのもととなる体

制の開発を目指している。 

診療 

平成 24 年より東大病院総合防災訓練を災害対

策委員会として計画・立案し、定期開催行ってい

る。平成 27 年度には防火防災会議を設置し、外

来棟と研究棟の火災初動訓練、緊急地震速報発動

非常放送訓練、病院災害対策本部立ち上げ訓練、

院内被災情報入力報告訓練、トリアージエリア設

営訓練、救護エリア設営訓練、自主登院訓練を開

催した。また、東京消防庁と東京大学本部と合同

の東京大学構内多数傷病者トリアージ救護訓練を

初開催、平成 27 年度より政府総合防災訓練・大

規模地震時医療活動訓練に毎年参加している。 

 

教育 

学内外の教育活動として、英国 ALSG 

（ Advanced Life Support Group）公認の

MIMMS（Major Incident Medical Management 

and Support）コースを定期開催し、災害時にも

機能できる医療人のリーダーシップ育成に寄与し

ている。その他、日本集団災害医学会MCLSコー

ス、日本救急医学会 JATEC コース等の開催協力

を行っている。 
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研究 

諸関係機関との日常的な連携が災害時にも活用

できるという立場から、諸関係機関との連携会議

を通じて機関間の連携方法を模索している。これ

は、異職種間の災害時における組織形成に役立て

られるものと考えている。 

そのほかにも外部研究グループを主催し、災害

時の救急医療体制の確立に関して協力を行ってい

る。 

 

出版物等 

 

1. Toida C, Muguruma T, Gakumazawa M, 

Shinohara M, Abe T, Takeuchi I, Morimura 

N. Validation of age-specific survival 

prediction in pediatric patients with blunt 

trauma using trauma and injury severity 

score methodology: a ten-year Nationwide 

observational study. BMC Emerg Med. 

2020 Nov 18;20(1):91. 

2. Toida C, Muguruma T, Gakumazawa M, 

Shinohara M, Abe T, Takeuchi I, Morimura 

N. Ten-Year in-Hospital Mortality Trends 

among Paediatric Injured Patients in Japan: 

A Nationwide Observational Study. J Clin 

Med. 2020 Oct 12;9(10):3273. 
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国際診療部 
 

部長・准教授 

田村純人
 

 

ホームページ http://www.h.u-tokyo.ac.jp/patient/depts/imc/index.html 

 http://www.h.u-tokyo.ac.jp/english/ 

 

 

沿革と組織の概要 

東京大学のグローバル化の一環として東大病院

が国際的な拠点病院として発展を遂げるため、国

際診療部は設置されています。現在、中央診療部

門の一部として、部長（専任・准教授）と、副部

長（専任・講師）、病院経営戦略課特任専門職員２

名の計４名で活動しています。 

 

今後の課題と活動 

東大病院では、多くの高度な手術や先端的な治

療を実施しています。これらの医療技術を海外の

患者に積極的に提供する体制を整えることが国際

診療部の重要な役割の一つです。国際診療部を介

して、多言語への対応・医療文書の翻訳や経済面

での課題に対応し、診療科が海外からの渡航受診

者に対して高度医療の提供に専念できる環境を整

えています。 

また、患者の受け入れのみならず、臨床教育面

での国際交流を実現することも重要です。海外か

らの医師や医療修練を目的として訪れる医療者ら

が当院にて手術・インターベンションの施行に立

ち合い、あるいは、技術の習得を本邦の医療者ら

と共にできる体制を整備し、併せて当院で活躍す

る若手医療者や参加型臨床実習を行っている本学

学生医師らと交流する環境を提供しています。病

院の制度である受託実習制度、国の制度である外

国医師等が行う臨床修練等に係る医師法第十七条

等の特例等に関する法律による外国医師等臨床修

練制度等の積極的な活用を行っています。 

医師のみならず、看護師、技師、事務職を含む

幅広いメディカルスタッフと病院職員の国際的な

対応能力を向上させていくことも求められます。

様々なレベルでの国際交流の実践を通じて人材養

成を図り、当院が国際的に認められるさらなる発

展を遂げることができるよう、令和元年より国際

生涯教育研修制度を整備しました。多くの国と地

域から、幅広い研修生を病院の様々な部門で受け

入れて頂いています。  
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沿革と組織の概要 

1922 年院内にて外来売店や病棟販売店にて牛

乳、パン、サイダー及びアイスクリームを販売し

ていた。1925年より病院と財団「好仁会」の請負

契約による患者給食が開始された。1936年には、

全国に先駆けて「特別治療食」（乳幼児、糖尿病、

腎臓病）の対応（個別に医師が食品構成を指示）

を実施。1950年国立病院の完全給食制度が発表さ

れ給与栄養量が統一され、当時の患者食の栄養量

は、2400kcal/日であった。1952 年財団へ入院患

者給食の外部委託を正式に実施した。 

1957 年患者食の質向上を目指すことを目的に

第 1回全国国立大学病院栄養士主任会議が東京大

学にて開催された。 

1958 年完全給食が廃止され基準給食の実施と

ともに栄養士の配置が必要条件となり、給食掛に

併任掛長と栄養士 1 名が配置された。1962 年東

京大学が中心となって活動をおこなった全国国立

大学病院栄養士主任会議からの要望が実現し、栄

養士法の一部改正による管理栄養士制度が創設さ

れた。1972年加算承認を目指し入院および外来患

者への栄養指導が積極的に実施され、1978年医療

食加算、栄養食事指導加算が新設された。1988

年病院食の「早い、冷たい、まずい」を拂拭する

ための温冷配膳車による適時配膳が開始された。 

1991 年かねてより全国国立大学病院管理栄養

士職員からの念願であった給食掛から栄養管理室

へと名称変更が実現。同時に本院と分院の栄養部

門を統合し組織が一本化され、掛長ポストに管理

栄養士の栄養管理室長が就任し、本院管理栄養士

5名、分院管理栄養士 3名体制となった。 

1994年制度変更に伴い、入院栄養食事指導料の

算定が開始された。 

1998 年東京都糖尿病協会が開催する糖尿病週

間の行事の一環として、栄養管理室主催の第 1回

食事療法展が実施された。初年度は、来場者数

3,527名/週であった。 

2001 年分院の本院への統合に伴い管理栄養士

8名の体制となった。2004年栄養管理室が医療サ

ービス課より分離。2005年食費自己負担制の導入
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により病院食の患者負担が発生。同年、管理栄養

士（有期雇用）が 1名増員された。 

2006年栄養管理実施加算が新設され、全患者の

栄養管理を実施するということとなった。業務増

加に伴い管理栄養士が1名(有期雇用)増員。同年、

チーム医療の導入として全科型 NST とした院内

活動を開始。病棟ごとに医師、管理栄養士、看護

師の NST 担当を配置し必要に応じて他職種（薬

剤師、検査技師、理学療法士等）も加わり週 1回

病棟ミーティングを実施。2010年栄養サポートチ

ーム加算新設により栄養サポートチーム委員会が

新設された。それまでの NST ディレクターが委

員となり院内の NST 活動の中心的立場として活

躍。栄養サポートチーム加算算定のための専従者

として管理栄養士（常勤）1 名の増員が認められ

た。2011年検診部にて人間ドック受診者を対象と

した栄養指導サービス開始にともない管理栄養士

（有期雇用）1名増員。2012年栄養管理実施加算

が廃止となり入院基本料に包括化され医師、管理

栄養士、看護師による栄養管理体制の整備がおこ

なわれた。 

2013 年組織が改変され栄養管理室から病態栄

養治療部となった。医師（中央診療運営部長 教

授）が兼任の部長として就任、栄養管理室長は、

副病態栄養治療部長となり、給食管理や NST 活

動の整備と機能強化について請け負うこととなっ

た。2014 年専任の部長（准教授）と講師と 2 名

の医師を迎え、NST 活動とともに栄養管理・教

育・研究体制が整備され、戦略的人員配置によっ

て 5名の管理栄養士（常勤）が新たに配属となっ

た。また、P1 ユニット開設に伴う治験食提供業務

の増大に対し 2015年 3 月に管理栄養士 1名(特定

有期)が増員となった。 

2016年 10 月ニュークックチルシステム導入に

向けた準備を開始。2017 年 6 月厨房機能を入院

棟 A1 階（主厨房）・地下 3 階（洗浄、調乳）へ移

転し、患者食提供を開始。仮設厨房の制約に合わ

せた専用献立に変更し運用。2018 年 1 月新厨房

へ移転し 2 月よりニュークックチルシステムを開

始し、献立も変更した。小児医療センターの拡張

のため 2018 年 4 月入院棟 A1 階に新調乳室が開

設された。同年 4 月より患者給食の自己負担額が

360 円から 460 円に変更。6 月より入院患者を対

象に「給食新聞」を開始、10 月より特別メニュー

（選択食）を再開した。2019 年 3 月には特別病

室を対象とした「グラン食」を新設した。 

2019年、東京都の食品衛生管理認証を取得し、

文京区食品衛生優良施設区長賞を受賞した。 

2020年、組織が改変され病態栄養治療センター

となり、手術部長（教授）・材料管理部長がセンタ

ー長を兼任し、病態栄養治療部の部長（准教授）・

副部長（管理栄養士）、食事療養部の部長（講師）・

副部長（管理栄養士）が置かれ、病態栄養治療部

が病態栄養治療および予防医療における栄養指導、

食事療養部が給食業務および入院患者の栄養管理

を行うこととなった。主任以下の管理栄養士はセ

ンター所属として両部の業務を行うこととなった。 

 

診療 

糖尿病・慢性腎臓病・脂質異常症・肥満症など

の代謝疾患や胃癌術後食・肝胆膵疾患食・心臓疾

患食など周術期の栄養指導を積極的に実施してい

る。2020年度は、新型コロナウイルス感染拡大の

ため、入院・外来診療とも例年より縮小した経過

となったが、下半期には 2019 年度と同等の件数

に増加し、年間では入院栄養指導 2,686件/年、外

来栄養指導 4,865件/年を実施。がん・悪性腫瘍の

栄養指導は入院外来併せ 424件/年であった。周術

期外来の栄養指導は 70件/年実施した。 

2012 年度診療報酬改定により糖尿病透析予防

指導管理料が新設された。東大病院では、2012

年 7 月より医師・管理栄養士・看護師による透析

予防チームを結成し、外来で糖尿病透析予防指導

管理料の算定を開始。2020 年度は、145 件/年で
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あった。 

2014年 4 月よりNST加算算定を開始し、初年

度の算定件数は 1261件を算定。2016年度より歯

科医師連携加算算定も開始した。2018 年、NST

加算の専従要件緩和に伴い管理栄養士を専従から

専任とし、週 2 回回診を行う体制に変更した。

2020年度はコロナ禍の対応として、回診対象患者

を絞り、回診メンバーを二手に分けて非加算での

回診を行った時期もあり、84 件/年の算定にとど

まった。 

2014年 11 月、栄養管理手順書を改訂し多職種

による二段階の栄養スクリーニングを導入、院内

の統一基準にて栄養障害高リスク群患者を抽出し

多職種による病棟 NST カンファを行う体制を構

築。2015 年 4 月より 1 次スクリーニングに「小

児用」「妊婦用」を追加した。2019年度までに、

ほぼすべてのフロアで病棟 NST カンファが稼働

するようになり、多職種による栄養管理への全院

の意識向上が得られた。2020年度からは、全病棟

統一の 2 次スクリーニングではなく、病棟の特色

に即して病棟 NST カンファの対象患者を抽出す

る方式に変更し効率化を図っている。 

2018年度より高度肥満症の外科治療（スリーブ

状胃切除術）の導入に伴い、術後食として「スリ

ーブ食」を新設した。2019 年 1 月てんかんセン

ターとの協議により「ケトン食」を新設した。 

2019年度、衛生管理につき上述の都認証・文京

区の表彰に加え、東大病院の病院機能評価におい

ても安心安全な患者給食について S 評価（最高評

価）を受けた。 

 

教育 

管理栄養士の臨地実習生の受け入れを実施。養

成校 8大学より 2019年度は 45名/年の受け入れ

を行った。 

受け入れ大学：お茶の水女子大学、東京家政大

学、大妻女子大学、女子栄養大学、実践女子大学、

日本女子大学、和洋女子大学 

2011 年度より NST 研修生の受け入れを開始。

年間で 3~5 期（5 日/週/期）実施。参加者は、管

理栄養士、薬剤師、看護師、検査技師、理学療法

士などで学会認定資格取得や栄養サポートチーム

加算の専従または専任の資格を取得することを目

的とした研修生を対象に実施している。2019年度

は、18名が研修を行った。（2020年度はコロナ禍

のため、これら外部からの研修は休止とした。） 

2017 年度より東京大学医学部医学科の実習カ

リキュラムに病態栄養治療学実習が加えられ、ク

リニカルクラークシップ M4 医学生実習を開始。

2日間の実習に 2020年度は 116名が参加した。 

院内にNST活動を普及するため、NST 研修医

セミナー（2018年度より栄養療法ベーシックシリ

ーズと改称）、病態栄養セミナーを開催している。

また、症例検討の場として NST カンファ、チー

ム医療合同カンファを開催し、病棟NST、多職種

チームとの連携を図ってきた。2020年度は、コロ

ナ禍のため、セミナーおよびチーム医療合同カン

ファは全てオンラインで開催し、NST カンファは

休止とした。2015年度より栄養管理手順の基本的

事項の学習を目的に「栄養管理 e-ラーニング」を

開始している。 

2015年「病態栄養治療部マニュアル 2015-2016

年度版」を発刊し、以後、2016年「病態栄養治療

部ポケットマニュアル 2016-2017年度版」、2018

年度「病態栄養治療部マニュアル 2017-2019年度

版」、「厨房改修記録集」、2019年度「病態栄養治

療部ポケットマニュアル 2018-2021年度版」、「栄

養指導媒体集 2018-2022年」、「ニュークックチル

マニュアル 2018-2020年」を発刊した。 

 

研究 

・研究課題「ICGR15の肝硬変合併肝癌患者および

肝移植レシピエントにおける分岐鎖アミノ酸製

剤の周術期投与の単独試験による周術期栄養状
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態改善の検討」（肝胆膵外科との共同研究） 

・研究課題「膵頭十二指腸切除術患者における在

宅経腸栄養導入による退院後合併症率改善を検

討する探索研究」（肝胆膵外科との共同研究） 

・研究課題「膵癌化学療法患者における栄養状態

の動向についての実態調査」 

・研究課題「栄養指導における診療録等のデータ

ベースを利用した後ろ向き研究」 

・研究課題「肥満症に対する効果的な治療戦略と

健康障害の改善に資する減量数値目標を見出す

ための介入研究」（SLIM-TARGET 研究）（千葉

大学を主研究施設とする多施設共同研究） 

・研究課題「運動・栄養介入による胃癌周術期の

サルコペニア予防効果に関するランダム化比較

試験」（胃食道外科との共同研究） 

・研究課題「内臓脂肪測定装置を用いた体組成の

変化の検討」 

・研究課題「生活習慣病における腸内細菌の役割

について」（多施設共同研究） 

・研究課題「糖尿病患者の栄養代謝状態および合

併疾患と血漿中アミノ酸濃度の関係に関する探

索的研究」 

・研究課題「血液および各種体液に含まれる糖尿

病バイオマーカーの探索的研究」 

・研究課題「定期的なグリコアルブミン値測定の

糖尿病患者に与える影響の研究」 

・研究課題「定期的な涙液中糖尿病関連バイオマ

ーカー測定の糖尿病患者に与える影響の研究」 

 

出版物等：令和 2 年度実績 
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Ishii S, Yagi H, Suzuki T, Harada M, Toko 

H, Kanaya T, Ijichi H, Moses HL, Takimoto 

E, Morita H, Akazawa H, Komuro I. 

Inhibition of transforming growth factor-β 

signaling in myeloid cells ameliorates 

aortic aneurysmal formation in Marfan 

syndrome. PLoS One. 15:e0239908, 2020. 

10. Yamazaki T, Inada S, Sawada M, Sekine R, 

Kubota N, Fukatsu K, Yoshiuchi K. Diets 

with high carbohydrate contents were 

associated with refeeding 

hypophosphatemia: A retrospective study 

in Japanese inpatients with anorexia 

nervosa. Int J Eat Disord. Epub 2020 Nov 

24. 

11. Kato H, Tateishi K, Fujiwara H, Ijichi H, 

Yamamoto K, Nakatsuka T, Kakiuchi M, 

Sano M, Kudo Y, Hayakawa Y, Nakagawa 

H, Tanaka Y, Otsuka M, Hirata Y, 

Tachibana M, Shinkai Y, Koike K. Deletion 

of Histone Methyltransferase G9a 

Suppresses Mutant Kras-driven Pancreatic 

Carcinogenesis. Cancer Genomics 

Proteomics. 17:695-705, 2020. 

12. Takahashi R, Ijichi H, Sano M, 

Miyabayashi K, Mohri D, Kim J, Kimura G, 

Nakatsuka T, Fujiwara H, Yamamoto K, 

Kudo Y, Tanaka Y, Tateishi K, Nakai Y, 

Morishita Y, Soma K, Takeda N, Moses HL, 

Isayama H, Koike K. Soluble VCAM-1 

promotes gemcitabine resistance via 

macrophage infiltration and predicts 

therapeutic response in pancreatic cancer. 

Sci Rep. 10:21194, 2020. 

13. Kajiwara I, Sano M, Ichimaru Y, Oshima Y, 

Kitajima O, Hao H, Masamune A, Kim J, 

Ishii Y, Ijichi H, Suzuki T. Duloxetine 

improves cancer-associated pain in a mouse 

model of pancreatic cancer through 

stimulation of noradrenaline pathway and 

its antitumor effects. Pain. 161:2909-2919, 

2020. 

14. 窪田 直人, 下田 誠也, 本田 佳子, 丸山 千

寿子, 石田 均, 井上 達秀, 絵本 正憲, 田中 

武兵, 中塔 辰明, 山口 宏, 横山 宏樹, 荒木 

栄一, 宇都宮 一典, 綿田 裕孝：「「食品交換

表」編集委員会報告 アンケート調査からみ

た「食品交換表」の現状と課題」糖尿病 63

巻 6号 Page405-420, 2020. 

 

≪学会発表等≫ 

1. 澤田 実佳, 中村 衣里, 関根 里恵, 窪田 直

人：「心不全患者の栄養管理 ～高齢者にお
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ける問題点～」第23回日本病態栄養学会年次

学術集会, 2020.1 

2. 中村 衣里, 澤田 実佳, 伊地知 秀明, 関根 

里恵, 窪田 直人：「十分な蛋白投与が血清ア

ルブミン値の維持に有効であった心不全を伴

った蛋白漏出性胃腸症の一例」第23回日本病

態栄養学会年次学術集会,2020.1 

3. 友添 あかね, 長谷川 陽子, 伊地知 秀明, 関

根 里恵, 窪田 直人：「子宮頸癌再発を認め

た過食症を合併する高度肥満症患者への栄養

指導の一症例」第 23回日本病態栄養学会年次

学術集会,2020.1 

4. 山下 瑠璃子, 澤田 実佳, 伊地知 秀明, 関根 

里恵, 窪田 直人：「周術期の栄養サポートに

より放射化学療法を完遂できた耳下腺癌患者

の一例」第 23回日本病態栄養学会年次学術集

会, 2020.1 

5. 相原允一、窪田直人、窪田哲也、林高則、桜

井賛孝、岩本真彦、山内敏正、門脇孝：「骨

格筋における IRS-2 の役割の解明」第 34回

糖尿病・肥満動物学会,2020.1 

6. 岩本真彦、窪田哲也、桜井賛孝、和田亘弘、

塩田清二、山内敏正、門脇孝、窪田直人：

「SGLT2 阻害薬Tofogliflozin の動脈硬化抑

制メカニズムの解明」第 34回糖尿病・肥満動

物学会, 2020.1 

7. Chittaphone Vanhnollat、窪田哲也、林高則、

和田亘弘、相原允一、山内敏正，門脇孝、窪

田直人：「The role of FoxO6 in hepatic 

lipogenesis」第 34 回糖尿病・肥満動物学会, 

2020.1 

8. 笹子敬洋、窪田直人、門脇孝、植木浩二郎：

「摂食時の肝臓における小胞体ストレス応答

と糖脂質代謝調節」第 34回糖尿病・肥満動物

学会, 2020.1 

9. 根本信乃、窪田哲也、窪田直人：「肥満に影

響を与える食餌組成と腸内細菌との関連」第

34回糖尿病・肥満動物学会, 2020.1 

10. 澤田 実佳, 長谷川 陽子, 金子 徹治, 飯室 

聡, 関根 里恵, 山内 敏正, 窪田 直人：「入

院糖尿病患者の食事摂取状況と食生活背景の

関連における性差」第 57回日本糖尿病学会関

東甲信越地方会, 2020.1 

11. 藤原 舞, 長谷川 陽子, 関根 里恵, 伊地知 

秀明, 窪田 直人：「糖尿病腎症第 2期患者に

食事体重記録を用いた栄養指導を行い腎機能

悪化を抑制した 1 例」第 57 回日本糖尿病学

会関東甲信越地方会, 2020.1 

12. 深柄 和彦：「静脈栄養の新展開 周術期にお

ける静脈栄養の役割」第35回日本臨床栄養代

謝学会学術集会,2020.2 

13. 高見 真, 長谷川 陽子, 関根 里恵, 伊地知 

秀明, 窪田 直人：「低体重、ADL 低下を認

める肺移植後患者において管理栄養士による

長期的な栄養指導が有用であった一例」第 35

回日本臨床栄養代謝学会学術集会,2020.2 

14. 窪田 哲也, 窪田 直人, 林 高則, 相原 允一, 

山内 敏正, 門脇 孝：「血管内皮細胞の Irs2

は動脈硬化に抑制的に働く」第 93回日本内分

泌学会学術総会, 2020.2 

15. 深柄 和彦：「栄養療法の担い手の中心として

知っておくべきこと、覚悟すること」第 20

回日本健康・栄養システム学会大会, 2020.6 

16. 高見 真, 長谷川 陽子, 関根 里恵, 伊地知 

秀明, 窪田直人：「低体重、ADL 低下を認め

る肺移植後患者において管理栄養士による長

期的な栄養指導が有用であった一例」第 35

回日本臨床栄養代謝学会学術集会, 2020.7 

17. 桜井賛孝, 窪田直人, 高本偉碩, 和田亘弘, 林

高則, 窪田哲也, 笹子敬洋, 門脇孝, 山内敏

正：「糖尿病関連遺伝子 UBE2E2の膵β細胞

における役割」第 93 回日本内分泌学会 , 

2020.8 

18. 相原允一, 窪田直人, 宇佐美彗, 陣内秀昭, 相

原一, 山内敏正, 坂田利弥, 門脇孝：「涙液中

の糖尿病関連バイオマーカー測定による非侵

襲的糖尿病管理法の開発」第 93回日本内分泌

学会, 2020.8 

19. 長谷川 陽子, 伊地知 秀明, 齋藤 圭, 石垣 

和祥, 高見 真, 中井 陽介, 関根 里恵, 小池 

和彦, 窪田 直人：「膵癌化学療法患者におけ

る栄養状態が予後及び化学療法奏功へ及ぼす

影響」第 106回日本消化器病学会総会, 2020.8 

20. 窪田 直人：「糖尿病診療に必要な知識 経腸
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栄養・静脈栄養」第 54 回糖尿病学の進歩, 

2020.9 

21. 窪田 直人：「糖尿病患者の食事療法」第 63

回日本糖尿病学会年次学術集会, 2020.10 

22. 高見 真, 長谷川 陽子, 金子 徹治, 澤田 実

佳, 友添 あかね, 大城 美桜, 関根 里恵, 伊

地知 秀明, 飯室 聡, 山内 敏正, 窪田 直

人：「体脂肪蓄積を認める高齢糖尿病患者に

おける骨格筋量と栄養素摂取量の関連」第 63

回日本糖尿病学会年次学術集会, 2020.10 

23. 関根 里恵, 長谷川 陽子, 高見 真, 澤田 実

佳, 金子 徹治, 伊地知 秀明, 飯室 聡, 山内 

敏正, 窪田 直人：「糖尿病患者における食の

多様性スコアと体格、糖・脂質代謝との関連」

第 63 回日本糖尿病学会年次学術集会, 2020.

10 

24. 長谷川 陽子, 高見 真, 金子 徹治, 澤田 実

佳, 友添 あかね, 大城 美桜, 関根 里恵, 伊

地知 秀明, 飯室 聡, 山内 敏正, 窪田 直

人：「外来糖尿病患者におけるコンビニの利

用が糖・脂質代謝及び体組成に及ぼす影響」

第 63 回日本糖尿病学会年次学術集会, 2020.

10 

25. 相原 允一, 窪田 直人, 南 貴紘, 白川 理香, 

桜井 賛孝, 林 高則, 岩本 真彦, 高本 偉碩, 

窪田 哲也, 鈴木 亮, 宇佐美 慧, 陣内 秀昭, 

相原 一, 山内 敏正, 坂田 利弥, 門脇 孝：

「涙液中の糖尿病関連バイオマーカー測定に

よる非侵襲的糖尿病管理法の開発」第 63回日

本糖尿病学会年次学術集会, 2020.10 

26. 林 高則, 窪田 直人, 窪田 哲也, 相原 允一, 

山内 敏正, 門脇 孝：「成長や代謝に対する

中枢のインスリン受容体基質(Irs)1 の役割」

第 63 回日本糖尿病学会年次学術集会, 2020.

10 

27. 桜井 賛孝, 窪田 直人, 高本 偉碩, 和田 亘

弘, 林 高則, 窪田 哲也, 笹子 敬洋, 門脇 孝, 

山内 敏正：「糖尿病関連遺伝子 UBE2E2の

膵β細胞における役割」第 63回日本糖尿病学

会年次学術集会, 2020.10 

28. 窪田 哲也, 田浦 順樹, 古園 信二, 唐澤 博

史, 山内 敏正, 門脇 孝, 窪田 直人：「化合

物 X は 骨 格 筋 特 異 的 に GLUT4 の

translocation を増強し糖取り込みを改善す

る」第 63 回日本糖尿病学会年次学術集会, 

2020.10 

29. 笹子 敬洋, 榎奥 健一郎, 窪田 直人, 小池 

和彦, 山内 敏正, 門脇 孝, 植木 浩二郎：「糖

尿病に合併した脂肪性肝炎の病態形成におけ

る小胞体ストレス応答の役割」第 63回日本糖

尿病学会年次学術集会, 2020.10 

30. 佐野 誠, 高橋 良太, 伊地知 秀明, 石垣 和

祥, 山田 友春, 宮林 弘至, 水野 卓, 中塚 拓

馬, 田中 康雄, 眞杉 洋平, 森下 保幸, 田中 

麻理子, 立石 敬介, Moses Harold L., 小池 

和彦：「VCAM-1阻害は膵癌の進展と癌関連

血栓症/血栓塞栓症を抑制し予後に寄与する」

第79回日本癌学会学術集会,2020.10 

31. 梅田 啓, 宮川 和也, 持田 淳美, 岡田 泰昌, 

窪田 直人, 門脇 孝, Gozal David, 石坂 正

大：「呼吸器系生活習慣病およびそのストレ

スに関する包括的検討(2)」第 10 回国際医療

福祉大学学会学術大会, 2020.11 

 

≪国際学会≫ 

1. American Diabetes Association, 81st 

Scientific Sessions, Chicago, 2020.6 

Masakazu Aihara, Naoto Kubota, Takashi 

Kadowaki ： 「 Development of the 

Noninvasive Diabetes Monitoring Method」 

2. European Association for the Study of 

Diabetes, 56th Annual Meeting 2020, 

Vienna, 2020, 9 

Masakazu Aihara, Naoto Kubota, Takashi 

Kadowaki ： 「 Development of the 

Noninvasive Diabetes Monitoring Method」 

 

≪出版物≫ 

1. 窪田 直人：【SGLT2阻害薬-臨床エビデンス

と新しいサイエンス】SGLT2阻害薬の作用機

序 Medical Science Digest (1347-4340) 46

巻 1号 Page 6-9、2020.01 

2. 林 高則, 窪田 直人：糖尿病の療養指導 Q&A 

果糖の代謝と生活習慣病との関係 くだもの
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に多く含まれる果糖の代謝とさまざまな生活

習慣病との関係について教えてください 糖

尿病プラクティス (2435-0907) 37 巻 1 号 

Page 89-91、2020.01 

3. 窪田 直人：2 型糖尿病の病態と薬物治療, 長

野県医学会雑誌(0910-5220)  49 巻  Page

133-134、2020.01 

4. 関根 里恵：【術前から術後まで管理栄養士は

どうかかわる?よくわかる周術期の栄養管理

Q&A15】周術期の栄養管理で管理栄養士が注

意すべきことは何?。Nutrition Care (1882-

3343) 13巻 2号 Page114-116、2020.02 

5. 長谷川陽子：「術前から術後まで管理栄養士は

どうかかわる?よくわかる周術期の栄養管理

Q&A15】術前栄養管理のポイントは? 低栄

養すぎると手術できないの?」：Nutrition 

Care．13巻 2号、メディカ出版、p117-120、

2020.02 

6. 高橋 一哉(東京大学医学部附属病院 手術部), 

深柄 和彦 【術前から術後まで管理栄養士は

どうかかわる?よくわかる周術期の栄養管理

Q&A15】バクテリアルトランスロケーション

って何?  Nutrition Care (1882-3343) 13巻

2号 Page 164-166、2020.02 

7. 村越 智, 深柄 和彦【周術期・侵襲下におけ

るエビデンスと問題点】グルタミン静脈投与

の是非 外科と代謝・栄養 (0389-5564) 54

巻 1号 Page 1-5、2020.02 

8. 窪田 直人：【検査値を読む 2020】(14章)血清

蛋白,その他の生化学検査 乳酸,ピルビン酸 

内科(0022-1961) 125巻 4号 Page 778-779、

2020.04 

9. 窪田 直人：【糖尿病エキスパートブック 食

事療法・栄養指導に活かす最新情報】糖尿病

食事療法の最新動向 肥満合併糖尿病の食事

療法はどうあるべきか 臨床栄養  (0485-

1412) 136巻 6号 Page 900-904, 2020.05 

10. 窪田 直人：新・相談コーナー せんせい教え

てください! 食物繊維はとった方がいいの

ですか? (2型糖尿病歴 6年、65歳、男性) さ

かえ: 月刊糖尿病ライフ 60 巻 6 号 Page 

52-53、2020.06 

11. 窪田 直人：【基準範囲と臨床判断値を考える】

臨床判断値を考える 糖尿病関連検査の臨床

判断値 臨床検査 (0485-1420) 64 巻 11 号 

Page 1298-1307、2020.11 

12. 多田 稔, 大山 博生, 濱田 毅, 立石 敬介, 高

木 馨, 金井 祥子, 佐藤 達也, 鈴木 辰典, 白

田 龍之介, 石垣 和祥, 高原 楠昊, 斎藤 圭, 

斎藤 友隆, 水野 卓, 木暮 宏史, 伊地知 秀

明, 中井 陽介, 小池 和彦：【IPMN 大全】

IPMN の基本的事項 IPMN の自然史(併存

膵癌の頻度を含めて) 胆と膵 (0388-9408) 41

巻臨増特大 Page 1189-1191、2020.11 

13. 窪田 直人：【肥満症をめぐる最近の話題】肥

満症の栄養指導 サルコペニア肥満も含めて

医学と薬学 (0389-3898) 78 巻 1 号 Page 

25-30、2020.12 
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ゲノム診療部 
 

部門長・教授  

織田 克利
 

准教授  

牛久 綾（兼任）
 

 

 

 

ゲノム医療に関連する広範・多様な要請に対応

するため、既存の臓器・系統別診療体制の枠を越

えた横断的組織として，2003 年に臨床ゲノム診

療部として発足した。2017 年改組によりゲノム

診療部となり，より一層多くの診療科・部門との

連携が図られるようになった。遺伝病・難病部門，

がん部門とそれぞれの専門性を生かしつつ，領域

にとらわれない連携したゲノム医療の実践に取り

組んでいる。2020 年 2 月より、教授１（専任）

が置かれ、2020年6月より准教授 1（兼任）が配

置された。内科系、外科系、検査部、病理部、企

画情報運営部などの医師だけでなく、看護部、薬

剤部をはじめとした各中央診療部門、認定遺伝カ

ウンセラーなどが参加している。本診療部は、附

属病院におけるゲノム医療の中核をなすとともに、

臨床遺伝専門医制度の教育研修実施としての役割

も担っている。 

 

診療 

①遺伝カウンセリング 

外来棟 2階内科外来ブースエリアに専用診察室

（200 番診察室）を設けて、遺伝性疾患部門とが

ん部門として、多くの診療科とも協力して、臨床

遺伝専門医と認定遺伝カウンセラーによる遺伝カ

ウンセリング（完全予約制）を行っている。また、

他科からの確定診断のためのゲノム解析などのコ

ンサルテーションにも対応している。検討会（毎

月第１月曜日）では、遺伝カウンセリングを行っ

た症例検討を実施している。 

②がんゲノム医療 

保険適用下のがん遺伝子パネル検査について、

各診療科、各部門と協力しながら実施している。

また、「Todai OncoPanel」をはじめとした先駆

的ながん遺伝子パネル検査を実施しており、希望

する患者さんのため、外来棟 2階内科外来ブース

（202 番診察室）において、がんゲノム外来

（火・木午前）を設けている。 

2021 年度からは、バイオリソースセンターの

設置、検査部内に NGS 検査室も設置が予定され

ており、これら院内のリソースを活用しながらゲ

ノム研究を推進していく予定である。 

 

活動 

①遺伝カウンセリング 

遺伝医療における遺伝カウンセリングの実施，

確定診断のためのゲノム解析の支援も行っている。

神経内科をはじめとする難病領域、心臓外科、循

環器内科、小児科、眼科、整形外科・脊椎外科に

よる横断的なマルファン外来、小児・周産期領域、

がん領域のあらゆる分野で、各診療科との連携の

もと、遺伝カウンセリングの対応、遺伝子診断及

び臨床研究での協力支援を進めている。2020年4

月以降、卵巣癌や一部の乳癌既発症者における

BRCA1/2 の遺伝学的検査やリスク低減手術が保
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険適用となり、連携する病院からの紹介を含めて、

遺伝カウンセリング、遺伝学的検査の実施、リス

ク低減手術の実施に携わっており、確定診断後の

フォローアップ体制も構築している。 

②がんゲノム医療 

2018 年にがんゲノム医療中核拠点病院に指定

され、先進医療 Bとして、「Todai OncoPanel」

の臨床性能試験（登録200例）を実施した（現在、

自由診療にて継続中）。また、2019 年 6 月に保

険適用となった 2種類のがん遺伝子パネル検査に

ついて、関東圏の 12 の連携病院からの症例を含

めて、がんゲノム医療を提供している。 
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沿革と組織の概要 

臨床研究推進センターの前身である臨床試験部

は、平成 13年 4月、従来の「治験管理センター」

（平成 10 年設置）を改組し、治験に加えて、研

究者主導の臨床試験（自主臨床試験）をも支援す

る組織とした。さらに院内の臨床研究が盛んにな

るにつれ、多施設共同研究の事務局の支援、新規

医療技術のエビデンス確立研究、トランスレーシ

ョナルリサーチ等と支援する臨床研究が多様化し

た。その多様化に対応し、支援をより充実させ臨

床研究の円滑な実施を推進する基盤として、平成

22 年 4 月に臨床試験部を改組して臨床研究支援

センターを設立した。 

センター内には、院内での臨床試験の実施を支

援する「サイト管理ユニット（従来の臨床試験部

に相当）」と、多施設共同研究などの研究事務局を

支援する「中央管理ユニット」を設置した。 

サイト管理ユニットには「事務局部門」、「治

験薬・安全性情報管理部門」、「コーディネータ

ー部門」を設置した。中央管理ユニットには、従

来の「コンサルテーション部門」に加えて、「生

物統計部門」と「データ管理部門」、「安全性情

報部門」、「オペレーション部門」、「モニタリ

ング部門」を設置した。 

平成 23 年 7 月には、厚生労働省「早期・探索

的臨床試験拠点（精神・神経疾患領域、医薬品）」

に採択され、平成 24年 5月に first-in-human試

験を含む臨床第 I相試験を実施することが可能な

施設（臨床試験棟、525㎡、13床）と組織（P1ユ

ニット）を開設した。これにより、臨床研究支援

センターは、治験と治験以外の臨床研究を同一組

織で支援し、臨床研究から治験へのシームレスな

支援が可能な組織となった。 

平成 27 年 4 月に施行された「人を対象とする

医学系研究に関する倫理指針」に準拠した規則・

手順書の改訂を行い、東大病院のガバナンス機能

強化を目的に臨床研究に係る機能の再配置として、

平成 27 年１月に臨床研究ガバナンス部を設立し、

その中に臨床研究支援センターとは独立した部署

として、監査信頼性保証室を設置した。また各診
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療科における臨床研究の品質向上を目指し、平成

27 年 5 月から各診療科員 1-2 名を臨床研究指導

員として任命し、臨床研究支援センター兼務とす

ることで診療科内の指導・監督体制を強化した。

次に審査支援と申請・実施支援を切り分け透明性

を確保することを目的に、侵襲介入試験（特定臨

床研究）の審査を平成 28 年 4 月より医学部倫理

委員会に移管した（特定臨床研究倫理委員会）。

病院にある IRB は治験・医師主導治験のみを審

査する治験審査委員会（IRB）となり、IRBの事

務局は引き続き臨床研究支援センターが担うこと

になった。これに合わせて治験と特定臨床研究の

規則類を新たに制定した。さらに、病院長のガバ

ナンス体制として、特定臨床研究に関わる部署の

人員で構成される特定臨床研究運営委員会、また

外部より評価をうける特定臨床研究監査委員会を

設置し、利益相反管理体制の強化、臨床研究に関

わる者の教育受講整備、臨床研究支援センターと

医療評価・安全部との連携による安全性管理体制

の基盤強化等の臨床研究に対する一元管理体制が

評価され、平成 28 年 3 月に臨床研究中核病院の

承認を得た。 

再生医療等の安全性の確保等に関する法律の施

行に基づき、東大本部に特定認定再生医療等専門

委員会を設置し、臨床研究支援センターがその申

請支援と東大病院案件の事務局機能を担うことと

なった。 

また、臨床研究支援センターが幅広く関与する

機能の強化を目指し、平成 27 年度に、ユニット

外に教育研修部門、研究実施部門、大学病院ネッ

トワーク推進部門を設置した。平成 29 年度は、

サイト管理ユニットの治験薬・安全性情報管理部

門の安全性情報と中央管理ユニットの安全性情報

を統合して新たに安全性情報部門としてユニット

外に設置し、サイト管理ユニットに残る部門は名

称を試験薬管理部門とした。さらにコンサルテー

ション部門もユニット外に移設した。平成 29 年

度には、中央管理ユニット内に薬事戦略部門を新

設した。平成 30 年 4 月から施行された臨床研究

法に対応するため、臨床研究施設事務局を新設し、

また、臨床研究法対応のための総則、規則を制定

し、運用を開始した。 

更に臨床研究を推進する組織とすることを明確

にするため、令和 1 年 12 月に、「臨床研究推進

センター」に改称した。臨床研究推進センターは、

8つの部門により再編された。 

＜研究者主導試験推進部門＞ 

⑴ 医師主導治験、先進医療、患者申出療養及び

再生医療を含む研究者主導試験に関する事務局業

務、⑵ 医師等が立案する治験等に関する開発戦

略の策定支援、試験デザインに対する助言及び薬

事・資金・知財・産学連携等に関する支援、⑶ 

医師等が実施する研究者主導試験の推進支援、⑷ 

研究者主導試験の品質担保に必要なモニタリング、

データ管理、データ解析業務、⑸ 研究者主導試

験の安全性情報の収集、報告及び治験等を安全に

実施するための医師等に対する助言を行う。 

＜企業主導治験推進部門＞ 

⑴ 企業主導治験の安全かつ円滑な実施の支援、

⑵ CRC 業務、試験薬管理、臨床心理検査等を行

う。 

＜IRB事務局＞ 

⑴ 治験審査委員会（IRB）の運営及び関連部署と

の調整、⑵ IRB における審査を受けようとする

医師等に対する支援を行う。 

＜臨床試験専用病床部門（P1ユニット）＞ 

⑴ 医薬品・医療機器等に係る治験等の安全かつ

円滑な実施、⑵ 被験者のリクルートに関する業

務を行う。 

＜医療安全・個人情報管理部門＞ 

⑴ 安全性報告の管理及び安全性情報の集積・報

告等に関する業務、⑵ 個人情報の管理に関する

業務を行う。 

＜企画戦略・管理部門＞ 
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⑴ 当局対応、事業費等の資金獲得及びセンター

機能拡充のための企画の立案、⑵ センターの予

算、人事及び文書の管理、⑶ 情報セキュリティ

ーを含むセンターの情報システム全般の管理、⑷ 

臨床研究を行おうとする医師等に対する教育研修

及び情報提供、⑸ 医師等が実施しセンターが支

援する臨床研究の進捗状況の管理を行う。 

＜ネットワーク推進部門＞ 

⑴ 全国国立大学 42大学 45病院の国立大学病院

臨床研究推進会議の事務局業務、⑵ 臨床研究に

関わる大学病院ネットワークの関東甲信越 8大学

9 病院の大学病院臨床試験アライアンスの事務局

業務を行う。 

＜臨床試験患者相談部門＞ 

先進的な医療を利用しようとする患者に対する相

談及び広報活動業務を行う。 

 

診療・業務 

臨床研究推進センターは、治験審査委員会の事

務局業務を含め、申請前の相談から、実施の支援、

試験の終了まで幅広い支援業務を行っている。臨

床試験部時代の平成 14 年度より従来からの治験

に加えて薬物治療に関する介入等研究および未承

認薬等の臨床使用に対する支援を開始した（未承

認薬等の臨床使用に関しては平成 27 年より医学

部倫理委員会に移行し、更に平成 30 年より未承

認新規医薬品等評価委員会に移行。）。これらの質

の向上を図るため、世界的標準である ICH-GCP

を準用することとし、指針、手順書、様式、手引

き等を整備した。平成 21 年からは、すべての侵

襲的介入試験を支援対象にしている。 

治験については、申請から承認までの期間を短

縮し、かつ審査内容を充実させるために、委員会

に先立ちプロトコール説明会を行っている。これ

により、情報不足のために治験審査委員会で再審

査となることはほぼ無くなった。 

臨床研究コーディネーターは、平成 14 年度か

ら医療機器を含む原則すべての治験・製造販売後

臨床試験を担当している。また、平成 16 年度よ

り医師主導型臨床研究についても一部の業務の支

援を開始した。平成 17 年度には、医師主導型臨

床研究に対し受益者負担によるコーディネーター

支援の制度を整備した。平成 24 年度には、健常

人を対象とした臨床薬理試験の支援を開始した。

平成 29 年度からは、当院が主施設で実施する先

進医療 Bの臨床試験について支援を開始した。 

患者への啓発活動等の一環としては、患者向け

ホームページの更新、パンフレットの作成・外来

各受付カウンター等への配置を行った。また、こ

れらに被験者募集中の試験を掲載している。 

また、患者相談・臨床倫理センター、がん相談

支援センター、地域医療連携部、医事課等と連携

を図りながら、当院で実施中の治験や臨床研究に

参加中もしくは参加を希望している患者もしくは

その家族等からの相談対応を行っている。 

  医師等が実施する研究者主導試験の推進支援の

ために、平成 23 年度に開始された厚生労働省の

早期・探索的臨床試験拠点整備事業などを活用し

て体制整備を行ってきた。平成 26年 12月に施行

された「人を対象とする医学系研究に関する倫理

指針」に準拠するため、平成 27 年度 5 月より、

院内の臨床研究を、ガイドライン作成を目指す研

究等（検証研究）とそれ以外（探索研究）に分類

し、検証研究については全面的に支援することに

した。探索研究については、モニタリングとデー

タ管理を各診療科で実施することになったため、

それを管理監督する QC体制を開始した。試験が

安全に実施されるよう、重篤な有害事象報告の管

理や安全性情報の報告支援などを行っている。 

主要な成果の一つに小児用補助人工心臓がある。

これは、平成 24 年 2 月に医師主導治験が開始さ

れ、平成 26年 11月に製造販売承認申請が行われ

て平成 27年 6月 18 日に承認を受けた。 

 P1 ユニットは、平成 24 年 5 月の開設時より、
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様々な臨床薬理試験に対応できるようスタッフの

研修、訓練を実施し、手順書・マニュアル類の整

備、院内の各部署との連携体制の構築、健常被験

者の募集に必要な準備を行い、平成 24年 10月か

らユニットでの試験を開始している。また、平成

30年 9月には、1月に新たに開院した入院棟 Bの

12 階フロアに、21 床の臨床研究専用病棟として

増床移転した。 

＜大学病院臨床試験アライアンス＞ 

平成 18 年 2 月に関東地区６国立大学（東京大

学、新潟大学、群馬大学、筑波大学、東京医科歯

科大学、千葉大学）の治験管理部門により、大学

病院臨床試験アライアンス（UHCT Alliance）を設

立した。平成 19年 2月には信州大学、平成 25年

2 月には山梨大学、そして平成 27 年 2 月には東

京大学医科学研究所附属病院が加わり 8大学 9病

院となった。 

アライアンスの活動の一環として東京大学が担

当し、臨床研究を支援するための臨床研究支援シ

ステム（UHCT ACReSS）を富士通と共同開発し、

平成 23 年度運用を開始した。当システムは、研

究者によるカスタム化が容易なシステムである。

現在、クラウド化を検討し、アライアンス会員校

以外の研究者への利用拡大を進めている。 

また、「系統的臨床研究者・専門家の生涯学習研

修」カリキュラム（CREDITS）を臨床研究支援セ

ンター内の教育・研修部門と共同で平成 27 年度

より策定した。現在、アライアンス会員校外の利

用拡大を進めている。 

アライアンス会員校のシーズ育成として、平成

27年度より東京大学TR拠点地域ネットワークと

連携した活動を開始した。 

＜国立大学病院臨床研究推進会議＞ 

 平成 24年 10月には東京大学が中心となり国立

大学病院臨床試験推進会議（のち国立大学病院臨

床研究推進会議に改称）を立ち上げた。事務局は

平成 24 年 7 月の設立準備会より東大病院内の事

務局が支援している。推進会議は全国の国立大学

病院の教育の共通プログラムの一つとして、教育

カリキュラムを共有することを検討した。平成 28

年に国立大学附属病院長会議より各大学へ情報提

供を行った。医師主導臨床研究のフィージビリテ

ィ調査システムを構築し、国立大学附属病院の臨

床研究推進の支援を開始した。 

 

教 育 

平成 25年度より、医学部医学科のM3/M4の全

学生を対象とする臨床実習クリニカルクラークシ

ップが必修化され受け入れを行っている。平成 29

年度より新たに医学部医学科のM2系統講義「臨

床研究」を担当している。また、卒後の初期臨床

研修カリキュラムの一環としては、初期研修医の

受け入れを行っている。 

平成 27 年度より新規に教育研修部門が設置さ

れ、研究者や学生への臨床研究に関する教育・研

修を実施することとなった。特に、大学病院臨床

試験アライアンスと共同で臨床研究の人材育成の

ために CREDITS「系統的臨床研究者・専門家の

生涯学習研修」カリキュラムを提供している。 

平成 27年度より臨床研究指導員制度を設置し、

各診療科から推薦された臨床研究指導員は、各科

と兼任で臨床研究推進センターに所属し、所属科

内の臨床研究に関する情報の一括管理と教育研修

等の情報発信を目的に定期的な研修会を行ってい

る。 

文部科学省より委託を受け全国国公私立大学病

院臨床研究（治験）コーディネーター養成研修を

平成 22 年度から東大病院主催で開催している。

国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）

の医療技術実用化総合促進事業の一環として平成

29 年度より東京大学医学部附属病院主催で臨床

研究・治験に従事する者の研修会を開催している。 

また平成 28 年度から国内で不足する医療現場

の生物統計家を育成するため AMED により病院
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内に生物統計情報学講座が設置され、さらに平成

30 年度開始の修士コースも学際情報学府に設置

されることとなり、臨床研究推進センターはその

実習の現場として体制を整えている。 

 

研 究 

平成 19年 4月に「臨床試験データ管理学講座」

（寄付講座）を生物統計学分野と当センターが親

講座となり開設した。 

 令和 2 年度も日本臨床薬理学会、CRC と臨床

試験のあり方を考える会議等で発表を行った。投

稿論文等出版物については、30 報（英文論文 23

報、和文論文 7報）であった。 
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沿革と組織の概要 

東京大学医学部附属病院において、平成 13 年

10 月に特殊診療部としてティッシュ・エンジニア

リング部が設立され、入院棟 B８階に約 800 ㎡の

完備した研究室が設置された。平成 28 年 3 月に

は、新たに完成した分子ライフイノベーション棟

に移転した。ティッシュ・エンジニアリング部は、

骨・軟骨再生医療寄付講座（アベニューセル・ク

リニック、カネカ、ロート製薬、ニチレイ）、セル

&ティッシュ・エンジニアリング寄付講座（富士

ソフト株式会社）（2020 年 10 月 31 日まで）、小

児再生医療研究室の 2 つの寄付講座および 1 つの

プロジェクトとから構成されている。各講座には

1 名の特任准教授と 1 名の特任教員が配置され、

多くの大学院生とともに、トランスレーショナル・

リサーチの拠点として機能すべく研究を行ってい

る。 

現在、国家的プロジェクトとして認識されてい

る再生医療の実現には、企業とのタイアップと技

術移転、開発技術の特許化、GMP レベルでの治療

用材料の生産、安全性の評価研究、治験のための

組織化などが必要とされている。産学官連携が強

く求められるとともにベンチャーカンパニーの設

立・運営も必須とさえ言われており、まさに国レ

ベルでの取り組みが必要と思われる。広くティッ

シュ・エンジニアリング技術あるいは再生医療が

発展することにより、内科、外科を問わず、すべ

ての領域の治療や創薬に大いに寄与することが期

待される。 

 

2001 年 10 月 東京大学医学部附属病院に特殊診

療科としてティッシュ・エンジニアリング部が設立 

2002 年 6 月 HOYA ヘルスケア(株)の寄付によ

り角膜組織再生医療寄付講座が設立 

2002 年 7 月 第一製薬(株)の寄付により血管再生

医療寄付講座が設立 
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2002 年 7 月 武田薬品工業(株)の寄付により骨・

軟骨再生医療寄付講座が設立 

2002 年 9 月 麒麟麦酒(株)の寄付により造血再生

医療寄付講座が設立 

2002 年 11 月 持田製薬(株)の寄付により腎臓再

生医療寄付講座が設立 

2002 年 11 月 メニコン(株)の寄付によりメニコ

ン軟骨・骨再生医療寄付講座が設立 

2003 年 3 月 入院棟 B8 階に細胞プロセシング

センター部研究室開設 

2005 年 6 月 アムニオテック(株)（後、アルブラ

スト(株)に社名変更）の寄付により角膜組織再生

医療寄付講座（アルブラスト）更新 

2005 年 7 月 武田薬品工業(株)の寄付により骨・

軟骨再生医療寄付講座更新 

2005 年 9 月 麒麟麦酒(株)の寄付により造血再生

医療寄付講座更新 

2005 年 11 月 持田製薬(株)の寄付により腎臓再

生医療寄付講座更新 

2005 年 11 月 富士ソフト ABC(株)の寄付によ

り、メニコン軟骨・骨再生医療寄付講座から富士

ソフト ABC 軟骨・骨再生医療寄付講座へ更新 

2007 年 1 月 小児外科学講座が母体となり、小

児再生医療研究室が設立 

2007 年 7 月 日本イーライリリー(株)の寄付によ

り、骨・軟骨再生医療寄付講座更新 

2008 年 11 月 持田製薬(株)の寄付により腎臓再

生医療寄付講座更新 

2012 年 3 月 医療法人善仁会の寄付により先端腎

臓・再生医学寄付講座が設立 

2016 年 4 月 分子ライフイノベーション棟 4 階に

移転し、名称を細胞プロセシング・バンキングセン

ターに変更 

2017 年 11 月 軟骨・骨再生医療寄付講座よりセル

＆ティッシュ・エンジニアリング寄付講座へと名称

変更 

2018 年 7 月 アベニューセル・クリニック、カネ

カ、ロート製薬、ニチレイの 4 社の寄付により、骨・

軟骨再生医療寄付講座更新 

2019 年 11 月 デンタルアシスト（株）、富家病

院、指扇病院、池上ホームクリニック、イノテッ

ク（株）の 5 社により組織幹細胞・生命歯科学社

会連携講座が設立 

2020 年 4 月 （株）伊藤園によりイートロス医学

講座が設立 

2020 年 10 月 セル＆ティッシュ・エンジニアリ

ング寄付講座終了 

 

研究 

骨・軟骨再生医療寄付講座に関しては、2018 年

7 月から講座の更新に伴い、ヒト脂肪組織由来幹

細胞（ASC）を用いた変形性膝関節症治療法の研

究開発をおこなっている。ヒト ASC の軟骨保護

作用効果をさらに解明するためにマウスの膝関節

痛の評価系を確立していく予定である。高性能な

ヒト間葉系幹細胞を安定して効率よく増殖させる

培地の開発を行っている。その基盤研究として 

(1) 変形性関節症の分子メカニズムの解明と (2) 

関節の恒常性維持と変形性関節症発症における組

織幹細胞の役割の解明を行っている。骨再生への

取り組みとして、骨形成促進効果をもつナノシー

トの骨再生治療応用の検討を行っている。現在、

臨床応用を目指して、大動物を用いた検討に取り

組んでいる。 

セル&ティッシュ・エンジニアリング寄付講座

においては、安全性と実用性に優れた再生軟骨、

再生骨の作出・現実的な生産体制と品質管理法の

確立・臨床治験の推進と日常診療への導入が目標

であった。これらを実現するために、間葉系組織

の成人幹細胞に関する細胞生物学研究・軟骨の組

織修復に関する分子生物学研究・軟骨・骨再生に

おける新規足場素材の開発・再生組織への三次元

形態付与方法の開発・生体内における軟骨・骨再

生組織の動向の評価・軟骨・骨再生組織の臨床治
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験と医療導入の研究を行った。 

組織幹細胞・生命歯科学社会連携講座は、気道

再生の研究を継続し、歯髄幹細胞、臍帯細胞に関

する研究を行っている。また、鋳型周囲を被包化

する組織体(BIO-TUBE)による自己再生の基礎研

究を行っている。 

 

イートロス医学講座においては、人が生きる根

幹である「食べる」を支えるため、イートロス（＝

食べられない状態が続くこと）を口腔領域からア

プローチすることで、「食べる」の診断/予防/治療

を学問として体系化し、多くの国民が健康寿命を

全うできるよう研究をおこなっている。 

 

臨床研究 

研究成果として特に注目すべき点は、基盤研究

の結果として、臨床研究が開始されていることで

ある。骨・軟骨再生医療寄付講座では、非荷重部

の骨欠損に対するヒト臨床研究（承認番号＃

1310）、東大病院を中心とした大規模臨床治験を

行った。また、セル&ティッシュ・エンジニアリン

グ寄付講座において、口腔顎顔面外科・矯正歯科

と協力し、医師主導治験である「インプラント型

自己細胞再生軟骨の安全性及び有効性を確認する

臨床試験」を行った。また、この臨床試験で得ら

れた知見を基に、開発した再生軟骨を気管狭窄症

治療に応用する医師主導治験が承認済みである。

さらには、脂肪幹細胞の抗炎症作用、組織修復作

用を期待した、新規顎関節症治療についての臨床

研究についても実施の承認を得ている。このよう

に、組織工学・再生医学の医療現場への展開に向

けて、順調にトランスレーショナル・リサーチ活

動を進めていると考えられる。 

 

病院に対する貢献 

ティッシュ・エンジニアリング部は、病院の共

同研究施設として、共焦点レーザー顕微鏡・細胞

解析装置・細胞ソーター等の非常に高価で各研究

室で揃えることの難しい特殊機器を共用として病

院の職員に開放し、若干のコスト負担で使用でき

るようにしている。実際に、この施設を利用して、

様々な診療科が研究を進めている。 
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医工連携部 
 

 

 

 

医工連携部紹介 

先端生命科学を応用した新規技術開発が 21 世

紀における重要課題となっている。次世代新医療

技術開発に向けて、臨床の現場である東京大学医

学部附属病院で、医学と工学を横断的に融合した

新しい研究教育を行うことを目的として医工連携

部が設立された。病院診療科と東京大学の工学系

研究者とで共同提案されたプロジェクトであるこ

と、研究室の設備・運営費用は使用者負担とする

ことという基本事項に基づいて公募されたプロジ

ェクトが、医工連携研究室で活発な活動を続けて

いる。 

 

参加ユニット 

医学部附属病院 

循環器内科、糖尿病・代謝内科、大腸肛門外科、

血管外科、肝胆膵・人工臓器移植外科、心臓外科、

呼吸器外科、脳神経外科、泌尿器科・男性科、整

形外科・脊椎外科、顎口腔外科・歯科矯正歯科、

放射線科、ティッシュ・エンジニアリング部、臨

床疫学研究システム学講座、骨・軟骨再生医療講

座、軟骨・骨再生医療講座、免疫細胞治療学（メ

ディネット）講座、関節機能再建学講座 

工学系・薬学系研究科 

工学系研究科（化学システム工学専攻、機械工学

専攻、機械工学専攻流体工学研究室、精密工学専

攻医用精密工学研究室、システム量子工学専攻、

原子力国際専攻、化学生命工学、マテリアル工学

専攻）、医療福祉工学開発評価研究センター、情報

理工学系研究科（知能機械情報学専攻）、新領域創

成科学研究科（バイオメカニクス分野）、薬学系研

究科薬品代謝化学教室、医学系研究科疾患生命工

学センター（再生医療工学部門、臨床医工学部門）、

原子力工学研究施設、先端科学研究センター、生

産技術研究所 

 

沿革と組織の概要 

2002 年 6 月 東京大学医学部附属病院の特殊診

療部として医工連携部の設立が病院運営会議

で承認される。 

2002 年 9 月 病院の関連する診療科の中から選

定された委員で医工連携部運営委員会が組織

され、医工連携部への参加の基本原則（前記）

が決定される。 

2002年 10月 医工連携プロジェクトの公募開始。

18 件の応募があり、審査の結果承認される。

プロジェクトの代表からなる医工連携部利用

者連絡会議が組織され、管理研究棟の地下と

１階のスペース 554.4㎡に研究室の配置を決

める。 

2003 年 5 月 医工連携部工事完成。工事費用は

参加グループが分担する。 

2003 年 5 月 22 日 第一回医工連携研究会開催。

研究活動開始。 

2004 年 9 月 3日 第二回医工連携研究会開催。 

2005 年 9 月 13日 第三回医工連携研究会開催。 

2006年 12月 21日 第四回医工連携研究会開催。

（第三回先端医療開発研究クラスター、第二

回疾患生命工学センター、第二回 22 世紀医

療センターとの合同シンポジウム） 

2007年 12月 13日 第五回医工連携研究会開催。 

2009 年 12 月 3日 第六回医工連携研究会開催。 
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2011 年 2 月 2日 第七回医工連携研究会開催。 

2011年 12月 17日 第八回医工連携研究会開催。

（第七回 22 世紀医療センター、第四回 ティ

ッシュ・エンジニアリング部シンポジウムと

の合同シンポジウム） 

2013年 1月 25日 東京大学先端医療シーズ開発

フォーラム 2013｛東京大学先端医療開発部門

（22 世紀医療センター、医工連携部、ティッ

シュ・エンジニアリング部、臨床研究支援セ

ンター、臨床研究ガバナンス部、トランスレ

ーショナル・リサーチセンター、ゲノム医学

センター、早期・探索開発推進室／TR戦略・

推進室）による共同主催）。 

2014年 1月 24日 東京大学先端医療開発フォー

ラム 2014（同・共同主催）。 

2015年 1月 22日 東京大学医学部附属病院先端

医療シーズ開発フォーラム 2015（同・共同主

催）。 

2016 年 2 月 2 日 東京大学医学部附属病院先端

医療シーズ開発フォーラム 2016（同・共同主

催）。 

2017 年 2 月 2 日 東京大学医学部附属病院先端

医療シーズ開発フォーラム 2017（同・共同主

催）。 

2018 年 2 月 1 日 東京大学医学部附属病院先端

医療シーズ開発フォーラム 2018（同・共同主

催）。 

2018 年 10 月 病院スペース再配分に伴い、各研

究室が管理研究棟の地下と１階のスペースか

ら別の研究棟への移転 

2019年 2月 18日 東京大学医学部附属病院先端

医療シーズ開発フォーラム 2019（同・共同主

催）。 

2020年 1月 21日 東京大学医学部附属病院先端

医療シーズ開発フォーラム 2020（同・共同主

催）。 

2021年 2月 10日 東京大学医学部附属病院先端

医療シーズ開発フォーラム 2021｛東京大学先

端医療開発部門（トランスレーショナル・リ

サーチセンター、22 世紀医療センター、医工

連携部、臨床生命医工学連携研究機構、ティ

ッシュ・エンジニアリング部、臨床研究推進

センター、臨床研究ガバナンス部、企画戦略・

推進室、早期・探索開発推進室、ゲノム医学

研究支援センターによる共同主催） 

 

研究ユニット 

・高精度定位放射線がん治療システムの開発 

医学部附属病院放射線医学教室  

原子力専攻、原子力国際専攻 

工学系研究科化学システム工学専攻  

 高精度定位 X 線がん治療システム、先進小型電

子ライナックがん診断治療システムの開発。 

 独自に開発を進めてきた放射線治療中の治療部

位の可視化技術の臨床応用と、追尾型放射線治療

のための腫瘍動体予測システムの開発を目的とす

る。治療部位の可視化には、体内の臓器の動きを

反映した４次元コーンビーム CT 再構成アルゴリ

ズムを開発する。また、この可視化のために治療

中に撮影される２次元投影像をオンラインで取得

し、治療計画用や位置合わせ用に撮影されている

CT 画像を事前情報として臓器や腫瘍位置の確認

するシステム開発を行う。投影像の取得や解析に

よるタイムラグは、MSSA 法（Multi-channel 

Singular Spectrum Analysis）によって動きの予

測を実施する。加えて、予測を利用した腫瘍の異

常挙動を事前に検知するシステムにより、通常の

放射線治療よりも安全な照射が可能である。動画

予測については腫瘍の変形をも予測するという先

進的な研究であり、動画予測を改良することで、

より正常組織被曝量が低減できる高精度の追尾型

放射線治療の構築を目標とする。 

 

・脳神経外科手術用微細ロボティックシステムの
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開発 

医学部附属病院 脳神経外科 

大学院工学系研究科 機械工学専攻 光石研究室 

 脳神経外科手術を対象として、微細ロボティッ

クシステムの研究開発を行う。ロボットによる微

細血管の吻合や顕微鏡画像処理による手術タスク

自動認識を研究する。 

 

・診療プロセスのリスク低減支援システムの開発 

工学部化学システム工学 

予防医学センター 

 ゲノム情報を含む生物学的情報と臨床情報の統

合に関する研究・教育。循環器疾患に関するデー

タベースの構築と活用、テーラーメード医療の確

立。プロテオミクスによる薬剤ターゲットの選定

と創薬。代謝疾患、循環器疾患の転写制御の解明

と転写因子をターゲットとした創薬。医療データ

ベースを活用した医療安全モニタリング。医療情

報システムの評価手法の開発。臨床／疫学研究に

おける方法論の検討・開発。 

 

・「難治性癌に対する中性子捕捉療法・DDS療法の

開発」プロジェクト 

医学系研究科 臓器病態外科学 心臓外科/呼吸器

外科 

工学系研究科 総合研究機構 

工学系研究科 バイオエンジニアリング専攻 

難治性癌に対する集学的治療として病院併設型加

速器を用いた中性子捕捉療法を確立することおよ

び新規のドラッグデリバリーシステムの開発をめ

ざす。このために、中性子捕捉剤であるボロンお

よびガドリニウム化合物を腫瘍選択的に送達する

ドラッグデリバリーシステム（特に、WOW エマ

ルション、ナノミセル、陽荷電リポソーム、等）

の構築を進めている。 

 

・肝癒着動物モデルを用いた腹膜癒着防止材料の

開発 

医学部肝胆膵外科・人工臓器移植外科 

生産技術研究所 

医学系研究科疾患生命工学センター 

工学系研究科化学システム工学専攻 

工学系研究科バイオエンジニアリンング専攻 

 肝癌に対する肝切除は再発時の治療として再手

術の機会が多い。再手術においては、肝臓と他の

臓器や腹膜との癒着は、剥離に多大な時間を要す

る上に、術中リスクを向上させる。このため初回

手術時に癒着を回避することは大きな課題である。

このために癒着防止材の開発、材料の適用法及び

これを検証するモデルの開発が強く望まれる。と

ころが肝癒着モデルは確立したものがなく、また

これを防止する材料は未だ開発されていないのが

現状である。我々医学部肝胆膵・人工臓器移植外

科と疾患生命工学センター医療材料機器・工学部

門の共同研究チームは、従来よく用いられている

腹膜切除盲腸擦過モデルでなく、肝切除による新

しい癒着モデルの開発と、これを防止する材料の

適用法及び開発に取り組んでいる。 

 

・ナノバイオテクノロジーと発生工学の融合によ

る生活習慣病の新規治療法の開発 

医学系研究科循環器内科 

医学系研究科糖尿病代謝内科 

疾患生命工学センター 

 生活習慣病の病因・病態の分子メカニズムを解

明し、それを標的分子とした治療に応用すること

を目標としている。この目的のため本拠点では、

ナノ粒子を用いた遺伝子導入の系を用いる医工連

携を行う。新規生活習慣病モデル動物作製技術の

開発と遺伝子治療への応用。脂肪組織由来液性因

子（アディポカイン）がメタボリックシンドロー

ム（代謝症候群）の病態形成に及ぼす影響とその

メカニズムの解明。サルコペニアの分子メカニズ

ムの解明。 
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・細胞増殖・分化を促進する Scaffold とメカニカ

ルストレスを利用した骨・軟骨再生法の開発 

医学部整形外科学教室 

医学系研究科関節機能再建学講座 

工学系研究科マテリアル工学専攻/バイオエンジ

ニアリング専攻 

医学部附属疾患生命工学センター再生医療工学部

門 

医学部顎口腔外科学教室 

 生体親和性に優れた MPC のナノ表面処理によ

る、長寿命型人工関節の創製。骨・軟骨・血管再

生に適合した生体親和性材料の創製。物理的刺激

を用いた再生骨・軟骨組織の生体外再構築 

 

・再生医療のための人工ウイルスによる遺伝子導

入法の開発に関する研究 

工学系研究科マテリアル工学専攻 

医学系研究科骨・軟骨再生医療寄付講座 

医学部整形外科学教室 

医学部顎口腔外科学教室 

大学院医学系研究科附属疾患生命工学センタ

ー臨床医工学部門 

医学部附属病院ティッシュ・エンジニアリング

部 

 非ウイルス性遺伝子導入法の開発。非ウィルス

性 siRNA 導入法の開発。安全性と実用性に優れ

た再生軟骨、再生骨の作出。現実的な生産体制と

品質管理法の確立。臨床治験の推進と日常診療へ

の導入。骨・軟骨分化を簡便・正確・非侵襲的に

検出するシステムの開発。骨・軟骨分化に必要十

分なシグナルの決定。血管新生をともなう骨誘導

法の開発。骨・軟骨細胞シート培養法の開発。骨・

軟骨誘導薬のスクリーニング 

 

・高分子ミセル型ナノ・パーティクルを用いた新

しい血管疾患治療システムの開発 

医学部附属病院血管外科 

工学系研究科マテリアル工学専攻 

 当研究室では、循環器・血管疾患の遺伝子治療

を実現するための安全かつ効率的な非ウイルス型

遺伝子ベクター（高分子ナノミセル）の研究開発

を行っている。ブロック共重合体の自己会合によ

り形成される高分子ナノミセルは、凝縮された遺

伝子（プラスミド DNA）を保持する内核が生体

適合性のポリエチレングリコール（PEG）外殻に

より覆われた構造を有しており、表層にはパイロ

ット分子を装着することが可能である。この天然

のウイルスの構造を模倣した高分子ナノミセルは、

生体内で内包遺伝子を DNA 分解酵素などから保

護し、タンパク質や細胞と非特異的な相互作用を

せず、パイロット分子を介して標的細胞に選択的

に取り込まれることにより、標的細胞への効率的

な遺伝子導入が実現できるものと期待される。

我々は、このような高分子ナノミセルを利用して、

動脈壁や筋組織への遺伝子導入を行っている。 

 

・生体分子の可視化プローブの開発と応用 

医学系研究科内科学専攻循環器内科学分野 

薬学系研究科薬品代謝化学教室 

 生体分子の可視化プローブの開発と、応用する

ためのモデル作成のための基礎的な研究を広範囲

に行なっている。可視化プローブは、開発に成功

している in vivo での癌病変検出用蛍光プローブ

のさらなる改善、応用を目指している。さらに in 

vivoの治療手段としてのnon-coding RNA及び脂

肪幹細胞の、疾患治療メカニズム解明のための標

識プローブの開発を目指している。現在、その基

礎研究として、各治療手段を適応するための疾患

モデルの研究を勢力的に進めている。具体的には、

non-coding RNA の治療対象として糖尿病性腎症、

肝臓線維化、動脈硬化モデルでのエピジェネティ

クス異常を、脂肪幹細胞の治療対象として動脈硬

化モデルの病態解析を中心に研究を進めている。

活性酸素、NO 検出プローブを用いた腎障害、血
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管障害進展機序における酸化ストレス、NO の役

割の解明を目指した研究 
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ゲノム研究支援センター 
 

センター長・教授 

大須賀 穣 

 

 

 

組 織 

ゲノム医学研究支援センターは、医学部附属病

院における先進的なゲノム医学研究の適正で円滑

な実施を支援するために、2017年に設置された。

ゲノム医学研究支援センターでは、大須賀穣教授

のもと、がん、生活習慣病、難病、遺伝性疾患な

どを対象とし、庄嶋伸浩特任准教授などそれぞれ

の分野の専門家が（1）次世代シーケンサーを用い

た大規模なゲノム配列解析、ゲノムインフォマテ

ィクス解析のパイプラインの構築、（2）疾患の発

症に関与する遺伝的要因、疾患の病態機序の解明、

（3）ゲノム情報と臨床情報の統合研究及び教育、

（4）生活習慣病を主体とした各種疾患の感受性

遺伝子及び治療反応性に関連する遺伝子の多型・

変異解析、（5）これらに附帯する臨床情報のデー

タベース構築及び統合的データマイニング、を行

っている。 

 

活 動 

日本人集団の 2型糖尿病の遺伝素因を解明する

ために、理研、バイオバンク・ジャパン、大阪大

学などと協力し、20万人規模の 2型糖尿病のゲノ

ムワイド関連解析（GWAS）を実施した（2 型糖

尿病 36,614例および対照群 155,150例）。本研究

で解析対象となった検体はバイオバンク・ジャパ

ン、東北大学東北メディカル・メガバンク機構、

岩手医科大学いわて東北メディカル・メガバンク

機構、多目的コホート研究、日本多施設共同コー

ホート研究より提供された。大規模 GWAS の結

果、88の遺伝子領域がゲノムワイドの有意水準を

もって 2 型糖尿病と関連しており、うち 28 領域

はこれまでに報告のない新規領域であることを報

告した（ Suzuki K, et al. Nature Genetics. 

2019,51(3),379-386）。糖尿病治療薬の標的分子で

ある GLP-1受容体のミスセンス variantなど、2

型糖尿病の危険性を高める遺伝的 variantを新た

に同定した。2 型糖尿病の遺伝において、日本人

集団と欧米人集団に共通する、または相違がある

分子生物学的パスウェイを明らかにした。欧米人

集団の 2 型糖尿病を対象とした 90 万人規模の

GWAS で、新規に 135 領域が報告されたが

（Mahajan A, et al. Nature Genetics. 50, 1505-

1513, 2018）、本研究グループが日本人集団で新規

に同定した 28 領域との重なりは 8 領域のみであ

った。残り 20領域は日本人集団における GWAS

においてのみ有意な関連が認められる領域である

ことが確認された。本研究成果は 2型糖尿病の遺

伝要因の理解を深めるとともに、将来的には糖尿

病の発症予測・発症前予防の応用につながること

が期待される。本論文は、日本学術会議 ゲノム関

連委員会分科会 2019年の提言「ゲノム医療・精

密医療の多層的・統合的な推進」において、文献

６として引用され、政策提言に関わった。 

バイオバンク・ジャパンや国内外のコホートと

連携したゲノム研究にて、77,418人の 2型糖尿病

と 356,122 人の対照群からなる 40万人規模の東

アジア人集団のサンプルを用いた世界最大規模の

糖尿病に関する全ゲノム関連解析を実施し、2 型
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糖尿病の発症リスクを高める 61 の遺伝子領域を

新 た に 同 定 し た （ Spracklen CN, et al. 

Identification of type 2 diabetes loci in 433,540 

East Asian individuals, Nature 582, 240-245, 

2020）。 

理研、バイオバンク・ジャパン、大阪大学など

と協力し、網膜症や腎症の合併症がない 2型糖尿

病の症例、網膜症の進行した 2 型糖尿病の症例、

および顕性腎症や透析中など腎症が進行した 2型

糖尿病の症例について、1,987 例の全ゲノムシー

クエンスや 300 例のメタボローム解析を実施し、

データ解析を進めている。理研、バイオバンク・

ジャパン、大阪大学などと協力し、罰則付き機械

学習等のアルゴリズムを活用した、糖尿病の発症

や重症化の予測手法の開発に着手した。 

 

院内におけるがんや難病に関するゲノム診療部

会合および expert panelや、当院と連携するがん

ゲノム医療関連の病院とWEBにて開催するゲノ

ム医療カンファレンスにおける情報共有について

ゲノム診療部と連携して実施した。 

2 型糖尿病感受性領域研究におけるゲノムデー

タ Set3（対照群 121,950例、疾患群 18,688例）、

2 型糖尿病感受性領域研究におけるゲノムデータ

Set4（対照群 7,065例、疾患群 2,483例）につい

て、科学技術振興機構のバイオサイエンスデータ

ベースセンター  NBDC（ https://humandbs.

biosciencedbc.jp/hum0014-v18#diabet3）にて公

開して研究者間で共有した。 

研究倫理支援室と協力して、研究課題「メタボ

リック・シンドローム関連疾患における個別化医

療の実現」について、研究参加者への情報開示文

書を作成して、オプトアウトを進めている。 

研究における個人の遺伝情報の結果返却に関す

る倫理的・法的・社会的課題について、日本医療

研究開発機構 AMED の先導的 ELSI プロジェク

トにおいて、インタビューを受けて報告書の作成

に協力して、論文として掲載された（Aizawa Y , 

et al. A proposal on the first Japanese practical 

guidance for the return of individual genomic 

results in research settings. J Hum Genet. 65, 

251-261, 2020）。 

院内外の複数の科と連携して、生活習慣病の

extreme phenotypeを示す症例について、若年発

症成人型糖尿病や脂肪萎縮症などについて遺伝素

因について、次世代シークエンサーを用いたパネ

ル解析を実施し、遺伝や重症化の予測や対応につ

いて明らかにした。 
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臨床研究ガバナンス部 
 

部長・特任教授 

宇井英明 

助教 

一橋和義 

 

ホームページ http://clinicalresgov.umin.jp 

 

 

沿革と組織の概要 

 近年の臨床研究を取り巻く諸問題について適切

かつ機動的に対応し、研究倫理問題・研究不正を

未然に防止し、信頼性の高い臨床研究を推進でき

るよう、臨床研究の管理役を果たす「臨床研究ガ

バナンス部門」が、「臨床研究実施支援部門」と独

立して 2015 年 1 月 1 日付で設置された。臨床研

究ガバナンス部は、高度医療を提供する大学附属

病院が推進する臨床研究の倫理を遵守し研究の信

頼性を確保するために、率先して臨床研究を管理

して推進する体制を構築することを目的としてい

る。 

 臨床研究ガバナンス部は現在、①企画・戦略推

進室、②臨床研究公正推進室、③監査信頼性保証

室の３つの室から構成され、相互連携し、ガバナ

ンス機能の推進、強化に当たる。 

 

 企画・戦略推進室は、（1）東大病院の研究開発

に関する総合戦略案の検討、（2）大型研究事業公

募時の対応本部機能、（3）研究費獲得や知財に関

する窓口相談、（4）臨床研究拠点の財務面におけ

る自立戦略の検討、（5）臨床現場におけるニーズ

や研究シーズ発掘、（6）東大病院の研究活動の調

査とデータベース化、（7）臨床研究に関する外部

機関からの情報収集、（8）東大病院における利益

相反に関する業務、（9）先端医療開発支援管理委

員会にかかる事務局業務、（10）特定臨床研究運

営委員会にかかる事務局業務を行う。 

 臨床研究公正推進室は、（1）臨床研究における

不適正事案への対応、(2) 臨床研究者教育に関す

る業務、（3）研修会開催要領の提供を行う。 

 監査信頼性保証室は、(1) 臨床試験・研究の監

査の実施、(2) 臨床試験・研究の信頼性に関わる

指導と助言、(3) 監査結果および信頼性に関する

定期的状況分析と病院長への報告、本院の信頼性

確保の体制構築に関する提案、(4) 規制当局によ

る適合性調査等への対応支援および結果の一元管

理、(5) 外部監査機関に業務を委託した場合の一

元管理、(6) 本院に対する外部機関による監査結

果の一元管理、(7) 調査および監査の指摘事項へ

の是正措置・予防措置の対応状況の確認、(8) 信

頼性に関わる法規制情報の収集、問題事例等の分

析、教育の提供、(9) 橋渡し拠点間ネットワーク

監査ワーキング事務局に関する業務を行う。 

 

 2019 年 3 月時点の構成員は、部長（専任）1 名、

企画・戦略推進室について、職員 1 名（助教・URA1

名）、監査信頼性保証室について、職員 4 名（特

任専門員、特任専門職員、学術専門職員、医療技

術職員各 1 名）及び派遣職員 3 名（監査専門派遣

1 名、監査補助 1 名、事務 1 名）の 7 名である。

臨床研究公正推進室の職員は配属なく、部長が兼
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任している。 

 

活動状況 

 企画・戦略推進室は、2018 年度に、以下の業務

を実施した。 

1）臨床研究関連組織調整業務：医療法上の臨床

研究中核病院承認維持対応（業務報告、医療監

視）、特定臨床研究運営委員会運営（事務局）、

特定臨床研究監査委員会対応 

2）その他：研究論文発表活動調査、先端医療シ

ーズ開発フォーラム開催協力等 

 

 監査信頼性保証室は、2018 年度に、以下の業務

を実施した。 

1）監査の実施：①東大病院内の医師主導治験に

対して 4件、特定臨床研究試験に対して 3件、

その他の試験に対して 2件の合計 9件の監査を

実施した。②東大病院が主施設の医師主導治験

に対して、1 件の監査を実施した。③他大学病

院から受託の多施設医師主導治験に対して、1

件の監査を実施した。④その他、受託済みでは

あるが、今期は監査計画上実施していない試験

や準備中（実施計画書作成支援、監査手順書・

計画書作成支援している試験）のものが複数あ

る。 

2）各種調査への対応：拠点調査、AMED 実地調

査、中核実地調査等の関係当局による調査に参

加し、信頼性保証体制について説明を行った。 

3）一元管理：監査について、当室が関わってい

ないが東大に対して臨床研究・医師主導治験に

関する監査結果等も当室が情報を収集し、一元

管理を推進している。また、医薬品等の申請後

に実施される規制当局による適合性調査（GCP

実地調査）については、東大病院に対して行わ

れた調査の結果等の一元管理を行っている。 

4）アドバイザリー等：中央管理ユニット、サイ

ト管理ユニット等からの信頼性に関わる種々の

相談を受けアドバイスを行い、アドバイザリー

ログとして記録を室内で管理している。 

5）橋渡し事業：2017 年 6 月に「橋渡し研究戦略

的プログラム：拠点間ネットワーク監査ワーキ

ンググループの取り組み」の事務局として東大

が採択された。10 拠点からの監査担当者等

（1-3 名）から構成される監査ワーキングにつ

き、年 3回の WG全体会合（5 月 18 日、11 月

6 日、3 月 12 日）を開催し、監査担当者教育研

修（3 月 5 日）を実施し、3 つのテーマ、①監

査担当者教育、②監査に関する課題収集と検討、

③監査のあり方について、サブワーキング会議

計 24回を開催した。 

６）その他の活動：①UCHTアライアンス活動と

して、8 大学間で相互ビジットを行い、実施体

制の評価を行った。②国立大学附属病院臨床研

究推進会議の活動として信頼性体制の検討に参

画した。③日本 QA 研究会へ参加した。 
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ホームページ http://www.m.u-tokyo.ac.jp/patients/depts./menekishikkan/ 

 

 

沿革と組織の概要 

2003年、本邦では関節リウマチに対する TNF

阻害剤が導入されて以降、サイトカインや細胞表

面分子を標的とした「生物学的製剤」、免疫担当細

胞の特定分子を標的とした「低分子化合物」が開

発され、種々の自己免疫疾患に対し、大きな成果

を上げています。これらの薬剤は「分子標的治療

薬」と呼ばれ、対象疾患は、関節リウマチ、若年

性関節リウマチ、全身性エリテマトーデス、ベー

チェット病、自己炎症性疾患、脊椎関節炎、乾癬

および乾癬性関節炎、炎症性腸疾患、多発性硬化

症、夜間発作性血色素尿症などで、最近はアトピ

ー性皮膚炎へと拡大しております。これらの疾患

に対し投与可能な分子標的治療薬は、TNF阻害剤

8剤、IL-6阻害剤 3剤、CTLA4-Ig1剤、IL-17阻

害剤 3剤、IL-12/23阻害剤 1剤、IL-23阻害剤 2

剤、α4インテグリン阻害剤 2剤、IL-5阻害剤 2

剤、IL-4/13阻害剤 1剤、抗 IgE抗体 1剤、IL-1

阻害剤 1剤、JAK阻害剤 5剤です。分子標的治療

薬は高い有効性を示すことから、副腎皮質ステロ

イドの長期的な投与の回避が期待されています。 

分子標的治療薬が免疫疾患に対する治療の中心

的な位置づけられてきた 2017 年、外来診察部門

に「免疫疾患治療センター外来」が開設されまし

た。その後、さらなる薬剤の増加と適応疾患の拡

大のため、昨年(2020年)4月、当センターは、東

京大学大学院医学系研究科の一講座として、認可

されました。それと同時に、外来で院内全体の免

疫疾患に対する点滴分子標的治療を集約的に提供

する場として、「免疫疾患治療センター点滴部門」

が、入院棟 B 12 階に開設されました。当センタ

ー所属の科は、アレルギー・リウマチ内科、皮膚

科、眼科、整形外科、消化器内科、大腸肛門外科、

脳神経内科、血液内科の８科です。そして、３名

の専属看護師、2 名の薬剤師とともに、よりスム

ーズでより安全な分子標的治療を、外来で提供す

るよう運営しております。また、2か月 1回、情

報共有の場として「免疫疾患治療センター会議」

を開き、問題点を改善するようにしております。 

分子標的治療薬の処方件数は、2017年当時 550

件でしたが、2021 年現在は 2 倍以上の 1300 件

で、皮下注製剤 65%、点滴注射製剤 30%、内服 5%

となっています。今後、横断的センターとして、

連携を深め、より安全な運営を目指していきたい
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と思います。 

 

診療 

毎週月曜日午前に「免疫疾患治療センター外来」

を設け、免疫疾患の診断から、治療方針の相談、

特に分子標的治療関連の相談窓口になっておりま

す。実際の治療は、各診療科の主治医制ですが、

点滴治療に関しては、前述したように当センター

で集約して行っております。 

 

教育 

外来スタッフに対する教育は、各疾患別の講義

を年１回施行しています。新規薬剤が導入された

場合は、その薬剤関連の講義を追加施行します。

医学部学生には、BSLを通じて教育をおこなって

いきます。 

 

研究 

免疫疾患ごと、「分子標的治療薬」の有効性や安

全性について、バイオマーカーの探索や診療情報

をもとにした解析を行い、precision medicine構

築へとつながる研究を目指しています。 
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沿革と組織の概要 

1997 年 4 月に退院支援専門部署として「医療

社会福祉部」が医学部附属病院内に設置され、

2000 年 4 月全国国立大学で初めて正式に認可さ

れました。2005 年 4 月に紹介患者の外来受診の

支援を開始し、部署の名称を「地域医療連携部」

に改めました。さらに、2019年医学部附属病院に

総合患者サービス部の設置に伴い、地域医療連携

センターと名称を変更しました。 

 

診療 

「受診支援（紹介・前方支援）」地域医療機関か

ら紹介された患者の外来受診を前方連携として支

援しています。受診予約、受診手続き、資料作成・

送付、返書などの諸手続を行っています。現在、

一般初診の外来枠の他、専門外来枠、医師個人枠

の受付も行っています。 

「退院支援（逆紹介・後方連携）」退院が困難な

入院患者の地域への円滑な移行を支援しています。

医療依存度の高い重症、難病の患者が多く、在宅

では往診医や訪問看護の調整、転院では一般床や

ホスピス（緩和ケア病棟）への支援が増加してい

ます。 

「在宅療養支援（在宅支援外来）」外来に通院し

ている患者の在宅療養を支援するために、2003

年 1月より在宅支援外来を開設しています。在宅

サービスの導入や調整、また、在学が困難になっ

た際の転院先や入所先を紹介しています。 

「外来学紹介の機能強化」当院と地域医療機関

の役割分担を明確化し、また、地域医療機関と連

携して高度急性期医療を提供することに取組み、

外来患者の逆紹介率は 80%以上を維持していま

す。 

 

教育 

院外から社会福祉士履修コース学生を受入れ、

教育活動に従事しています。 

 

研究 

・高度急性期病院における退院支援数の適正数の

把握、 

・重症、難病患者の就労支援についての研究、等

に取り組んでいます。 
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沿革と組織の概要 

我が国のがん対策として、全国どこに居住して

いても適切ながん医療を受けられるように「がん

診療連携拠点病院」の整備が進められています。

東大病院は平成 20 年度より地域がん診療連携拠

点病院に指定され、がん患者さんおよびご家族あ

るいは地域住民のがんに関する相談事を伺い、適

切な部門や施設へ誘導できるよう 「がん相談支援

センター」を開設しました。 

 

サービス 

1. がんになったときに必要な情報の提供  

がんになったら、まずがんについての情報を集

める必要があります。相談支援センターでは各種

のがんに関する情報・冊子 を提供しています。 

また、医師が提示する治療法の中から自分に最

適な治療を選択するためには、医師の説明を正確

に理解する必要があります。難しい医学用語をや

さしく説明し、医師の話を理解する手助けをしま

す。 

 

2. がん療養上の各種相談  

がんになると、どこでどのような治療を受ける

のかという医学的な問題以外にも、医療費、退院

後の過ごし方、介護サービス、仕事・就労など、

療養上の問題が発生してきます。社会的な悩み事

に対する相談支援を行います。 

 

3. セカンドオピニオンの情報提供  

セカンドオピニオンの受け方やセカンドオピニ

オンを行っている施設について情報提供します。 

 

4. がん治療中の外見変化に関する相談  

脱毛や、肌の色素沈着など、がん治療に伴う見

た目の変化に対し、ウィッグやカバーメイクなど

の相談支援を行います。 

 

5. がんに関する一般的な情報の提供と相談  

がんには罹ってはいないが、がんの治療やがん

検診などについて知りたい方のために情報発信・

情報提供を行います 

 

体制 

センター長の医師 1 名、副センター長の医師 1

名、看護師 3 名の体制です。相談は看護師が対応

します。 

電話相談は予約の必要はありませんが、対面相談

は原則として予約が必要です。  
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・受付：平日 9 時～12 時、13 時～16 時 

・電話：03-5800-9061  

・相談料：無料 

 

研究 

がん治療に伴う外見変化による QOL（生活の質）

の低下と、そのケアに関する研究を行っています。 

 

出版物等 

 

1. がん治療と就労の実態 当院がん相談支援セ

ンターにおけるがん治療と就労に関する相談

の実態、野村 幸世、分田 貴子他、日本消化

器外科学会総 74 回 Page SY8-3(2019.07) 

2. 大学病院における外見ケア普及に向けた取り

組み、三浦 恵美子、野村 幸世, 分田 貴子他、

Palliative Care Research (1880-5302) 14 巻

Suppl. Page S388(2019.06) 

3. がん相談支援センターにおけるウィッグ試着

の取り組み 外見ケアの一環として、安田 恵

美, 分田 貴子, 福田 桂子, 柘植 美恵, 野村 

幸世、Palliative Care Research (1880-5302) 

14 巻 Suppl. Page S352(2019.06) 

4. 【化粧ケアのすべて～化粧による心と体の未

来サポート】がん治療による見た目の変化へ

のケアとしてのメイク(解説/特集)、分田 貴子、

FRAGRANCE JOURNAL (0288-9803)臨増

22 Page102-105(2019.02) 

5. Makeup as care for changes in appearance 

due to cancer treatment, Takako Wakeda 

FRAGRANCE JOURNAL Special issue 22 

Cosmetic care 

6. 作業療法を深める 外見ケア 疾患や治療に

よる見た目の変化へのケア(解説)、分田 貴子、

作業療法ジャーナル (0915-1354)53 巻 4 号 

Page392-396(2019.04) 

7. Inadequacy of Appearance Care for cancer 

patients in Japan. MASCC/ISOO Annual 

Meeting on Supportive Care in Cancer 2019, 

HYATT REGENCY SAN FRANCISCO 
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研究方針と研究内容 

本研究室は、種々の疾患の発症増悪のメカニズ

ムの探究と、それに関連する生命現象の生理的な

解明を主眼とし研究を行う。遺伝子ノックアウト

やトランスジェニックマウスの手法を用いた生体

における遺伝子操作の豊富な技術的背景に基づき、

各々の対象疾患に対して、可能な限り vivoでの解

析を行う。したがって、最終的には、研究成果を

新しい治療法の開発、検討にも結び付けて行く方

針である。未知の病態や生理現象の探究解明に挑

むという立場から、研究分野や戦略、技術におい

て、ある特定の領域に限定することはせず、多く

の研究室とコラボレーションしながら幅広く研究

を行う。これは、基礎医学、臨床医学、および工

学の総合科学をめざす疾患生命工学センターの趣

旨に準ずるものである。また、研究対象とする分

子は、なるべく自分たちでクローニングした新し

い遺伝子、蛋白質とし、既知の現象の detailの探

究ではなく、novel insightsの発見を主眼とする。

現在は主に下記に示すプロジェクトを中心に研究

を行う。 

 

様々な現代病のマスタースイッチ AIM 

（apoptosis inhibitor of macrophage） 

生活習慣や食環境などが急速に変化している

現代社会において、肥満、糖尿病、動脈硬化を中

心としたメタボリックシンドローム・生活習慣病

を始め、脂肪肝から NASH や肝癌を引き起こす

肝臓病、肥満に伴う自己免疫疾患、慢性腎不全、

アルツハイマー病など、多彩な疾患がクローズア

ップされている。我々は、こうした一見多様な現

代的疾患群の底流を結ぶ共通した病態メカニズム、

そして、それを統一的に制御する分子群‐マスタ

ースイッチ－が存在するのではないかという仮説

を立てた。そして近年の研究によって、我々が以

前 発 見 し た AIM （ apoptosis inhibitor of 

macrophage）がその重要な一つであることが明

らかになってきた。AIMはマクロファージが産生

し、血中に存在する分子であるが、脂肪細胞に取

り込まれ脂肪滴を分解することによって、肥満進

行を抑制する。しかし、肥満下でこの効果が過度

に作用すると、逆に脂肪組織に慢性炎症を惹起し、

インスリン抵抗性、ひいては 2 型糖尿病や動脈硬

化の増悪を招く。また、AIM は血中で IgM と結
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合しており、そのことが肥満下で様々な自己抗体

の産生を促し、肥満に伴う自己免疫疾患の原因と

なっている。逆に、AIM が低いと、肝疾患や癌、

腎臓病の増悪を招くことも明らかになりつつある。

したがって、血中の AIM 濃度によって、様々な

疾患を発症するリスクが振り分けられる可能性が

高く、AIM制御の診断・治療的応用への期待は大

きい。以上のことから、上記研究は、令和元年度

に、国立研究開発法人日本医療研究開発機構

（AMED）「革新的先端研究開発支援事業インキ

ュベートタイプ（LEAP）」に採択され、主に疾患

モデルマウスを用いて、種々の疾患の病態に対す

る AIM の関与を詳細に解明する一方、ヒト検体

の解析による AIMコホート研究、さらには AIM

創薬に向けて研究を進めている。 

 

教育および研究室としての活動 

医学生物学の研究には、アイデア、戦略、実験

技術の 3つが不可欠であると考える。したがって、

学生の間に出来る限り広範囲な技術を習得し、ポ

スドクの期間に研究のアイデア、戦略を養ってい

くことを教育の目標としている。また、平成 18

年に研究室を開設以来、教授（宮崎）の長期に渡

る海外での研究歴によって培われた幅広い交友関

係を基に、海外の第一線の研究者によるセミナー

シリーズを定期的に組織し、若手研究者が英語で

ディスカッションできる場をなるべく多く作るな

ど、インターナショナルな研究環境を築いている。

さらに、国内外の大学との合同ミーティングを定

期的に開催し、お互いの研究成果についての情報

交換や多角的な議論を通して、研究の発展を模索

するとともに、学生による研究発表・議論、及び

研究者との交流の場を設けている。本年度はコロ

ナ禍による事情を鑑み、開催を見合わせた。 

 

主な出版物 

 

1. Takahata A, Arai S, Hiramoto E, Kitada K, 

Makita Y, Suzuki H, Nakata J, Araki K, 

Miyazaki T & Suzuki Y. Crucial role of 

AIM/CD5L in the development of 

glomerular inflammation in IgA 

Nephropathy. J. Am. Soc. Nephrol. 31, 

2013-2024, 2020 

2. 新井 郷子, 平本 絵美莉, 包 明久, 吉川 雅

英, 宮崎 徹, IgMは正五角形か? 電子顕微

鏡と単粒子解析が解き明かした真実, 糖尿

病・内分泌代謝科, 50:203-210, 2020 

3. 宮崎 徹, 血中タンパク質AIMによる肝がん

発症抑制機構とその診断・治療への応用 , 

Progress in Medicine, 40:509-514, 2020 

4. 新井 郷子, 宮崎 徹, 動脈硬化とマクロファ

ージ, 医学のあゆみ, 273:955-960, 2020 
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沿革と組織の概要 

疾患生命工学センターは平成 15年に設立され、

疾患生命科学部門（Ⅱ）の初代の教授には、自然

科学研究機構生理学研究所の河西が選出され平成

16 年 7 月に兼任となった。河西は平成 17 年 10

月より東大医学部の専任となった。平成 18 年 1

月に高橋倫子を特任講師に、平成 20 年 1 月に松

崎政紀を准教授に採用した。平成 20 年 4 月より

部門名を構造生理学部門に改変した。平成 22年 9

月に松崎准教授は自然科学研究機構基礎生物学研

究所の教授となって転出した。高橋は平成 29年 9

月には高橋が北里大学教授に転出した。平成 30

年 5月には柳下祥を講師として採用した。本講座

は機能生物学専攻の協力講座として大学院に属し

ている。また、平成 29年 10月から河西は東京大

学国際高等研究所ニューロインテリジェンス研究

拠点の主任研究員を務めており、教室全体として

運営に協力している。 

令和２年３月の当部門のメンバーは、河西春郎

教授、柳下祥講師、石井一彦助教、山口健二特任

研究員、Hasan UCAR 特任研究員、飯野祐介助

教、田尻美緒（D4）、澤田健（D4）、守本祐一（D3）、

久米秀明（D2）、常宏宇（修士課程M2）、岡崎斉

（D1）、西尾萌波（学部M1）、研究支援員として

大野春香、倉林亜里沙、坂田由紀、浅海政康、米

本理江、槐由美子の 19名である。 

 

教 育 

令和２度は学生に対して、植物性生理学総論

（河西）、情動と条件反射（柳下）を担当し、学生

実習の内分泌を担当した（柳下）。フリークオー

ターはパンデミックの為に受け入れできなかった。

医学修士授業でヒト機能（河西）、シナプス生物学

（柳下、根岸）を担当した。 

 

研 究 

我々は 2光子励起法を機軸的な方法に用い、分

子生物学的な方法、電気生理学的な方法と動物行

動実験を組み合わせて、脳の機能と疾患の研究を

している。河西研究室では、1996 年より 2 光子

励起法を用いた研究を開始し、この顕微鏡法を開

拓しつつ、研究を進めてきた。2 光子励起法では

フェムト秒レーザーを光源に用いたレーザー顕微

鏡法で、生体組織のやや深部を最も少ない侵襲で

顕微観察できる手法である。これまで観察できな

かった組織内の生理的現象が観察できるので、既

に、多くの成果を生んでいる。研究の流れは大き

く、シナプス後部スパインシナプスに関するもの
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と、シナプス前部開口放出に関するものがある。

最近の流れとしては、この両方を単一シナプスで

調べたり、その学習依存性の結合を利用して回路

を明らかにしていこうとする新しい方向がある。 

 

１）シナプス後部スパインに関する研究 

統合失調症では神経伝達物質のドーパミンが

過剰になると妄想・幻覚などの症状を生み、D2

受容体を抗精神病薬が遮断すると症状が改善する

ことが知られています。このように D2 受容体は

脳機能において重要な役割を担いますが、具体的

にどのようにシナプス機能や行動を制御している

のかは未解明でした（文献１）。 

ドーパミン神経が強く投射する領域である側

坐核にはドーパミン 1 型受容体（D1 受容体）を

発現する神経細胞群（D1細胞）とD2受容体を発

現する細胞群（D2細胞）が半数ずつ存在します。

報酬による条件づけ学習において予想外の報酬が

与えられると、定常状態から一過性にドーパミン

濃度が上昇します。これにより音などの条件刺激

（CS）と水などの報酬（無条件刺激, US）を連合

させる古典的条件づけ学習が生じます。この結果、

学習前は反応を起こさなかった CS から動物は報

酬を予測し、条件反射が起きるなど、CS が高い

価値情報を持つようになります。当研究室では以

前、ドーパミンの一過性上昇を D1 細胞のスパイ

ンが検出し頭部増大を起こすことが、報酬による

条件づけ学習を制御する基盤となることを報告し

ました。一方、ドーパミン濃度は予想外に報酬が

来ないと一過性に濃度が低下することが知られて

います。このドーパミンの一過性低下を D2 受容

体が検出することが予想されていましたが、その

実態の検証は電気刺激法などの古典的な実験手法

では困難でした。 

しかし、光遺伝学の登場によりドーパミン濃度

を脳スライス上で厳密にコントロールすることが

可能になりました。この方法と当研究室で開発し

たグルタミン酸 2光子アンケージングを組み合わ

せることで、単一スパインレベルで D2 受容体が

ドーパミン濃度変化によりシナプス機能を制御す

る機序の研究が可能になりました。また、このよ

うなシナプスレベルのドーパミン検出機序が実際

の学習行動とどのように関係するのかについても

光遺伝学（ドーパミン光操作）や高感度の神経活

動センサーと光ファイバーを介した蛍光検出（ド

ーパミン光測定）を組み合わせることで検証可能

になりました。そこで、光による神経活動の操作・

観察技術を駆使し、脳スライスと学習行動の両方

を調べることで、D2 受容体機能の謎に迫りまし

た。 

 

【研究内容】 

マウスを用いて音（CS）と報酬を連合させる条

件づけ学習を調べたところ、報酬による条件づけ

学習は実際に提示した低周波数の音（CS+）だけ

でなく、提示していない高周波数の音にまでに広

がる（汎化）ことが分かりました。この汎化する

学習には D1 受容体が必要で、視覚刺激にまでは

広がりませんでした。現実世界において食べ物や

水など報酬を予測する手がかり情報にはある程度

のばらつきがあるため、汎化学習は報酬を効果的

に獲得するのに合理的で、進化の過程でこのよう

な回路が生得的に備わったと考えられます。 

次に、条件づけに用いた CS+を報酬ありとし、

高周波数の音（CS－）を報酬なしとすることを繰

り返すと、最初は汎化的に CS－に対して見られ

た条件反射は 2 日間の学習で減少しました（図

1A）。この弁別学習の最中に、側坐核でドーパミ

ン神経活動の光測定を行うと、予測した報酬が実

際にはもらえない CS－の提示後に 2 秒程度ドー

パミンが低下していました。さらにこのドーパミ

ンの一過性低下を光による神経活動操作により打

ち消すと弁別学習ができなくなったことから、ド

ーパミン一過性低下は予想した報酬が実際にはな



626 東京医学・第 142巻・令和 3年 10月 

い場合にがっかり信号として予測を精緻化すると

考えられました。一方、全ての刺激から報酬をな

くす消去学習ではドーパミン一過性低下は起きま

せんでした。 

そこで、マウスの脳スライスを用いてこのドー

パミン一過性低下を検出する仕組みを詳しく調べ

ました。まず 2光子励起により D2細胞の単一ス

パインをグルタミン酸刺激することで、スパイン

頭部増大が起こる条件を見いだしました。次に、

光遺伝学を駆使してドーパミン神経を青色光で刺

激し、脳スライス上に生体で見られる定常状態の

ドーパミン活動を再現しました。この定常条件で

は D2 受容体がグルタミン酸刺激によるスパイン

頭部増大を抑制していましたが、ドーパミン刺激

を 0.4 秒停止してドーパミン濃度を低下させると、

スパイン頭部増大が起こりました（図 2B）。この

頭部増大に必要な信号をマウス個体において阻害

すると弁別学習ができなくなりました。脳スライ

スと学習行動の結果を合わせると、ドーパミン一

過性低下によるがっかり信号を D2 細胞のスパイ

ンが、D2 受容体を介して検出することで過剰な

予測を訂正すると考えられます。 

また、覚せい剤は脳内のドーパミンを増やし、

ヒトにおいて幻覚や妄想といった精神病症状を起

こすことがあります。覚せい剤投与時のドーパミ

ン動態を調べると、定常状態のドーパミン濃度が

増加し、ドーパミン一過性低下信号が小さくなっ

ていました。この状態では D2 細胞のスパイン増

大および過剰な予測を訂正する学習が障害されま

した。この障害はD2受容体遮断薬（抗精神病薬）

により回復しました。 

 

【社会的意義・今後の展望】 

本研究の結果により、報酬学習を行う際にまず

D1細胞が汎化的に学習し、その後、D2細胞が現

実に合わせて訂正する弁別学習を行うという新し

い脳の計算原理が見いだされ、人工知能研究への

応用が考えられます。 

さらに D2 細胞が過剰な予測を訂正する機序は

ドーパミン過多によって障害され抗精神病薬によ

り回復することから、この機序の破綻が統合失調

症初期の妄想を認知心理学的に説明する価値情報

の帰属障害を引き起こす可能性があります。また、

消去学習は価値に関する状況処理を脳が切り替え

ることで生じ、D1/ D2細胞は価値の状況ごとに汎

化・弁別学習をすると考えられます。 

これらのことから、就学、就職、移民などの新

しい価値が関わる生活状況において汎化・弁別を

する際に、D2 受容体の機能の脆弱性などのシナ

プスの異常があると、弁別学習障害を介して妄想

の発展に至るという、分子、シナプス、回路、個

体行動、リアル・ワールドまで整合性のある新し

い仮説が提起でき、病態理解や早期診断に進歩を

もたらすと期待されます。 

 

【計算科学への展開】 

この実験科学の研究を補強するために京都大

学の石井研究室と共同研究を行いました。まず、

初めの論文では（文献 6）、細胞内分子機構を扱い

ました。ドーパミン情報は細胞膜受容体を介して

スパインという特定の神経細胞コンパートメント

へシグナル伝達を行います。このスパインは樹状

突起上の小さな構造体で、記憶を担う役割を持っ

ています。脳深部の腹側線条体には、報酬学習と

リスク（罰）学習に関わる D1と D2という 2種

のドーパミン受容体があり、それらを特異的に発

現する細胞（およびスパイン）があります。著者

らは D1 細胞と D2 細胞内にあるタンパク質のカ

スケードの詳しい分子モデルを作成しました。D1

細胞と D2 細胞はグルタミン酸入力とドーパミン

入力の増加と減少を検出して、それぞれのスパイ

ンを増大させます。興味深いことに、このいずれ

の細胞でも、アデニル酸シクラーゼ１型と呼ばれ

る酵素がグルタミン酸入力とドーパミン入力との
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間の因果性の検出に関わることを明らかにしまし

た。この機構は、グルタミン酸入力とドーパミン

入力の「連接性」（temporal contiguity）により

スパインでの学習を可能としています。 

次に、二つ目の論文では強化学習ベースの計算

論モデルを開発しました(文献 5)。このモデルでは、

「極限学習機械」（Extreme Learning Machine, 

ELM）と呼ばれるサブネットワークと、D1細胞

と D2 細胞からなるレイヤーとをつないだ多層ニ

ューラルネットワークを用いており、OVaRLAP

と名付けられています。D1細胞とD2細胞は、ド

ーパミンがコードする正と負の報酬予測の誤差信

号に基づき学習を行います。それらの信号は Iino

ら(文献１)の研究により明らかになった汎化 

(generalization)・弁別(discrimination)学習と呼

ばれる強化学習の 2つ学習スキームに対応します。

衝突すると痛み（負の報酬）を受ける壁で囲まれ

る迷路上でのナビゲーションタスクを用いた際に、

OVaRLAP モデルで制御されたエージェントは、

非常に効率よく、壁を回避しつつ安全なゴールへ

辿り着く行動の獲得ができることを確認しました

（図 2）。 

OVaRLAPモデルは、ニューラルネットワーク

の最後のレイヤーにある D1 細胞と D2 細胞の素

早い汎化・弁別学習による高い適応能力を実現し

ました。しかし、ELMにノイズがあり、かつD2

細胞が欠失した場合、同様のナビゲーションタス

クにおいて適切な行動を生成することに失敗し、

報酬が得られない場所に繰り返し接近するという

特異な反応を示しました。著者らはその特異な行

動が統合失調症などの精神疾患症状を模擬してお

り、D2 細胞の弁別学習能力の欠失がその原因で

あると考えました。つまり、高い適応能力は常に

システムの破壊のリスクを伴うことを意味します。

この結果は将来の「神経科学に触発された人工知

能」が高い認知能力だけでなく精神疾患症状も再

現する可能性があることを示唆しています。 

出版物等 

 

1. Iino, Y., Sawada, T., Yamaguchi, Tajiri, M., 

K., Ishii, S., Kasai, H.* & Yagishita, S.* 

(2020) Dopamine D2 receptors in 

discrimination learning and spine enlarge-

ment. Nature 579: 555-560.  

2. Seaton, G., Hodges, G., de Haan, A., Grewal, 

A., Pandey, A., Kasai, K. & Fox, K. (2020) 

Dual-component structural plasticity 

mediated by alphaCaMKII- autophosphoryl-

ation on basal dendrites of cortical layer 2/3 

neurones. J. Neurosci., 40:2228-2245.  

3. Lee, S., Kume, H., Urakubo, H., Kasai, H., 

Ishii, S. (2020) Multi-scale U-net for 

Two-Photon Microscopy Image Denoising 

and Restoration in Neural Networks. 

Neural Networks 125:92-103.  

4. Ishii, S., Lee, Sehyung, Urakubo, H., Kume, 

H., Kasai, H. (2020) Generative and 

discriminative model-based approaches to 

microscopic image restoration and 

segmentation. Microscopy 69, 79-91.  

5. Fujita, Y., Yagishita, S., Kasai, H., Ishii, S. 

(2020) Computational Characteristics of 

the Striatal Dopamine System Described 

by Reinforcement Learning With Fast 

Generalization. Frontier in Computational 

Neuroscience, 22 July, 2020. DOI: 10.3389/

fncom.2020.00066 

6. Urakubo, H., Yagishita, S., Kasai, H., & 

Ishii, S. (2020) Signaling models for 

dopamine-dependent temporal contiguity 

in striatal synaptic plasticity. PLoS 

Computational Biology, July 23, 2020.  

7. Hao Wang, Kouichi Mizuno, Noriko 

Takahashi, Eri Kobayashi, Jun Shirakawa, 

Yasuo Terauchi, Haruo Kasai, Katsuhide 

Okunishi, Tetsuro Izumi (2020) 

Melanophilin Accelerates Insulin Granule 

Fusion Without Predocking to the Plasma 

Membrane, Diabetes 69:2655-2666.  



628 東京医学・第 142巻・令和 3年 10月 

 

医療材料・機器工学部門 
 

教授 

伊藤大知
 

准教授 

原田香奈子
 

 

ホームページ  http://www.cdbim.m.u-tokyo.ac.jp/ 

 

 

沿革と組織の概要 

平成 15 年 4 月 1 日に発足した医学系研究科附

属疾患生命工学センターの研究部門の一つとして

設立されました。疾患生命工学センターは医学系

研究科と工学系研究科が相互乗り入れした初めて

の新しい組織ですが，当該研究部門は，その中で

も工学サイドから基礎医学，臨床医学へアプロー

チするという観点から，疾患生命工学の新しい分

野を切り拓こうとするものです。平成 28 年より

臨床研究棟 8F に移動しております。 

 

教 育 

伊藤教授は，工学系研究科・化学システム工学

専攻およびバイオエンジニアリング専攻において

は，生体システム工学，分離工学Ⅰ，バイオテク

ノロジーⅡ，Basic Biolgy，Overview of Chemical 

Bioengineering を，それぞれ講義している。医学

系研究科において，医用材料の講義を担当してい

る。 

原田准教授は、工学系研究科・機械工学専攻お

よびバイオエンジニアリング専攻においては， 

Bioengineering exercise for social 

implementation 1・2 , 工学コンピテンシーIII –

サマーキャンプ–, 工学コンピテンシーI –PBL–，

Basic Biolgy ， Overview of mechano 

bioengineering をそれぞれ講義している。医学系

研究科において，医用機器工学に関連する講義を

行っている。研究成果に関しては積極的な学会発

表，論文報告を行えるよう指導体制を整えている。 

 

研 究 

伊藤教授を中心に，医用ハイドロゲルと医用微

粒子の開発，及びこれらの再生医療・ドラッグデ

リバリー・低侵襲治療への応用を目指している。 

１．医用ハイドロゲル開発 

 アルギン酸・ヒアルロン酸・キトサン・デキス

トラン・カルボキシメチルセルロース・ゼラチン

等の多糖類やタンパク質，樹状ポリエステルや樹

状グリセロールを出発物質に，イオン架橋，シッ

フ塩基形成，クリック反応などを用いた，生体内

で安全にゲル化する in situ 架橋生体ゲルの開発

を行っている。 

２．医用微粒子の開発 

 ナノサイズの蛍光ナノ粒子や，PLGA・PEG・

アルブミンなどを用いたマイクロサイズの微粒子

開発を行っている。 

３．再生医療・DDS・低侵襲治療への応用 

 in situ 架橋ハイドロゲルを用いた腹膜播種や

中皮腫の DDS・腹膜癒着防止材・止血材・膵液瘻

防止材・食道狭窄防止材料・膵島再生や骨再生の

足場材料への応用に関する研究を，附属病院と連

携しながら進めている。 
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微粒子を用いた，人工酸素運搬体，肝硬変治

療・強皮症治療に関する研究を，研究附属病院と

連携しながら進めている。 

 

また原田准教授を中心に，機械工学を基礎とし

た医療機器に関するの研究開発を進めている。特

に，手術手技評価，手術支援ロボット，理化学実

験支援ロボットの研究開発を行っている。 

 

１．手術手技評価 

 手術手技を定量化することを目的としたデータ

解析を行っている。顕微鏡画像の画像処理から針

の位置姿勢を追跡して熟練医による操作の特徴を

明らかにする，あるいは，ＶＲ手術シミュレータ

を用いて，自動で手術のプロセスの変移を解析す

るなどの技術開発を行った。 

２．手術支援ロボット  

 小児外科，脳外科，眼科などの支援を対象とし

て，手術支援ロボットの研究を行っている。特に

ツール同士やツールと患者の自動衝突回避やツー

ルの先端位置の誘導などのアルゴリズムを開発し

た。 

３．理化学実験支援ロボット 

マウスに対する処置などをロボットで支援す

るための研究開発に着手した。特に数理研究者や

AI 研究者，ロボット研究者，そして科学者との共

同研究として実施していく予定ある。 
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沿革と組織の概要 

疾患生命工学センター臨床医工学部門は平成

15年 4月 1日に発足し、片岡一則教授が着任しま

した。当部門は、本学の医工連携の懸け橋となる

べく、工学系研究科、医学系研究科、医学部附属

病院、ティッシュエンジニアリング部、医工連携

部との積極的な人的、学問的交流を図りながら、

医工学の研究と教育に取り組んでいます。また、

博士課程教育リーディングプログラムをはじめと

した大学院教育、学部教育を通じて、医工学（メ

ディカルバイオエンジニアリング）に深い造詣を

持った医師、歯科医師、薬剤師、獣医師、生命科

学研究者や工学技術者、工学研究者の育成に貢献

することも大きな目標としています。 

平成 28 年 3 月まで当部門を主宰した片岡一則

教授は工学系研究科も兼担し、ナノバイオテクノ

ロジーを基軸とした薬剤・核酸送達システム

（Drug Delivery System－DDS）やイメージング

法の開発と実用化を推進しました。 

平成 28年 11月に鄭雄一教授が着任し、骨格系

組織（骨・軟骨）に焦点をあてて、細胞運命決定

機構の解明とシグナル因子を用いた分化・増殖制

御方法の開発に取り組んでいます。また、生体内

足場素材として使用するための要求特性を満足す

る新規バイオマテリアルを開発し、上記シグナル

因子と組み合わせることで、局所細胞の分化・増

殖を直接制御する新たな骨・軟骨組織工学・再生

医学の実現を目指しています。鄭教授は工学系研

究科バイオエンジニアリング専攻も兼務するほか、

東京大学センターオブイノベーション（COI）「自

分で守る健康社会拠点」の副機構長も務めている

ことから、当部門は、研究成果の社会実装・社会

還元を念頭においたオープンイノベーションプラ

ットフォームの構築と産学連携研究も推進してい

ます。 

 

教育 

再生医療や医療機器に代表される先端医療シス

テムは世界的に重要な成長分野で、医学生物学と

工学がともに重要な役割を果たす融合領域です。

従来の医工連携は共同研究が主体であり、学理体

系や教育体制の整備は遅れていました。このため

に臨床ニーズと技術シーズの間にミスマッチが生

じることがしばしばありました。医工学の学理体

系と教育体制の整備が遅れた原因は、医学生物学

と工学という二つの大きく異なる学問領域の融合
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を行う際に、一貫して流れる基本原理を見出すこ

とが困難であったためと考えられます。 

そこで、当部門では、医学生物学と工学の分野

横断的研究を通じて、医と工のインターフェース

で学理を探求し、一人の人間の中で医工が融合し

た人材（医のわかる工、工のわかる医）を生み出

すことを目指しています。医学・生物学・工学と

いう広汎かつ異なる分野からやって来る学生や大

学院生が、各々の専門性をベースにして融合領域

を学習・研究し、生体の基本原理の解明から先端

医療システムの開発に取り組む環境を提供します。

また、東京大学センターオブイノベーション

（COI）「自分で守る健康社会拠点」と協力し、産・

官・学・民の全てのステークホルダーが一同に会

して研究開発の初期から対等に参加するオープン

イノベーションプラットフォームを、実践的な人

材育成の場としても利用します。 

 

研究 

「骨軟骨の細胞運命決定機構の理解に基づいた

細胞分化・増殖制御方法の開発」と「生体内足場

素材として使用するための要求特性を満足する新

規バイオマテリアルの開発」を研究基盤としてい

ます。これらの知見を組み合わせることで、局所

細胞の分化・増殖を直接制御する新たな骨軟骨組

織工学・再生医学の実現を目指します。以下の４

つのプロジェクトを中心に研究を行っています： 

 

① 細胞運命決定機構におけるエピゲノムダイナ

ミクス、遺伝子制御ネットワークの理解 

細胞運命の決定と細胞の分化・成熟によって器

官形成は進行します。遺伝子の転写が一連の過程

の根幹にあるといっても過言ではありません。遺

伝子の発現時期と量が厳密に制御され、必要な遺

伝子が必要な時期に必要な量転写されることで、

細胞の活動・性質が決められます。このとき、エ

ピゲノムは遺伝子発現のメインスイッチとして、

塩基配列依存性にゲノムへ結合する転写因子は発

現量を調節するボリュームとして働くと考えられ

ます。 

そこで、当部門では、エピゲノム動態と転写因

子のゲノム標的に着目することで、遺伝子転写機

構の観点から、骨格（骨・軟骨）発生過程におけ

る細胞運命決定・分化・成熟のメカニズムを明ら

かにし、骨格組織再生・修復療法につなげる基礎

的知見を集積することを目指しています。このと

き、「生体内・細胞内で実際に起こっていることを

あるがままに、網羅的・俯瞰的に観察」し、取得

したデータに基づいて前向きに仮説を構築し、検

証することを主眼としています。この方針のもと、

次世代シーケンサーを駆使して、遺伝子発現とエ

ピゲノム状態・転写因子結合領域に関するゲノム

ワイドデータを取得し、バイオインフォマティク

ス的手法により解析することで仮説を構築します。

そして、この仮説を種々の分子生物学的・マウス

遺伝学的アプローチにより検証することで、骨や

軟骨を形成する細胞（骨芽細胞、軟骨細胞）の表

現型や運命決定を規定するゲノム制御の全景

（regulatory landscape）の解明に取り組んでい

ます。これにより、多能性幹細胞の未分化状態と

分化を規定する転写因子ネットワークや（Stem 

Cells 31:2667, 2013）、骨芽細胞や軟骨細胞を特徴

づけるエピゲノム動態や分化に関わるマスター転

写因子の作動様式、さらにはそれらが構築する遺

伝子制御ネットワークの一端を明らかにしていま

す（Cell Reports 12:229, 2015; Developmental 

Cell 37:238, 2016; Development 143:3012, 2016; 

Trends in Genetics 32:774, 2016; Regen Ther 6, 

100-107, 2017; Int J Mol Sci. 20(24). pii: E6324, 

2019; Bone. 137:115458, 2020）。本研究を通じて

骨軟骨の細胞運命決定機構が正しく理解できれば、

その機構を操作することで骨や軟骨の再生や修復

を促す手法の開発につながります。 
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② 多能性幹細胞を用いた組織発生モデリングシ

ステムの開発 

組織の発生や維持のメカニズムを研究する際は、

生体で実際に働いている細胞を用いて、生理的な

状態で解析を行うことが理想的です。そのため、

モデル動物の組織、あるいはモデル動物から採取

した細胞を解析することが一般的です。しかしな

がら生体から採取できる細胞の数には限界があり、

特に骨格系の発生や再生を研究する上での技術的

な制約となっております。この点において、あら

ゆる組織に分化できる能力と無限の増殖能をもつ

多能性幹細胞（胚性幹細胞－ES 細胞、人工多能

性幹細胞－iPS 細胞）は有望な研究ツールと考え

られます。多能性幹細胞を用いて、正常な発生過

程と生体内での代謝をインビトロでモデリングす

ることができれば、上記の制約を解決できる可能

性があります。また、多能性幹細胞を用いた組織

誘導においては、全て既知の成分を用いて、目的

としない組織への分化を抑え、さらに経済的かつ

安定な低分子化合物を用いた方法が理想的です。 

以上から、当部門では、細胞の培養に組成が不

明なものを用いることなく、低分子化合物のみを

誘導因子として用いることにより、マウスやヒト

の多能性幹細胞から、正常な発生過程を模倣しな

がら骨芽細胞を作製する方法を開発しています

（Stem Cell Reports 2:751, 2014; Regen Ther. 

14:19-31, 2020）。また、本方法を活用して、ヒト

骨発生機序の研究を進めています（Stem Cell 

Reports. 15(1):125-139, 2020）。さらに、骨芽細

胞・骨細胞・破骨細胞という骨の形成と維持を制

御する細胞が三次元的に機能する骨様組織を、多

能性幹細胞を用いて培養皿上・試験管内で作製し、

骨代謝をモデリング・イメージングする方法の開

発にも取り組んでいます（Science Advances 

3:e1602875, 2017）。これらの研究をベースに、

ヒト多能性幹細胞を活用しながら、ヒトの骨発生

や骨代謝機構を試験管内や培養皿上で再現したり、

イメージングにより可視化することができれば、

骨粗鬆症をはじめとした種々の骨疾患の治療薬開

発や骨再生医療のみならず、骨格組織に生じる疾

患の理解や形成と維持のメカニズムの理解に貢献

することが期待されます。 

 

③ 骨・軟骨形成を誘導する生理活性物質の同定と

その骨・軟骨修復への応用 

骨・軟骨形成は様々なシグナル経路や転写因子

によって制御されています。その中でも特に重要

な経路や因子を操作することで、骨や軟骨の形

成・再生を誘導したり、変性を抑制することがで

きると考えられます。この観点から、当部門では、

マウス遺伝学的手法や分子生物学的手法を駆使し

ながら、骨形成性シグナルや軟骨形成性シグナル

の作用とその作動機序を明らかにし、その知見を

基に骨・軟骨形成を誘導する生理活性物質の同

定・応用に取り組んでいます。 

骨形成性シグナルとしては、ヘッジホッグ

（Hedgehog－Hh）シグナルによる骨芽細胞の運

命決定機構（Development 131:1309, 2004； 

Journal of Biological Chemistry 282:17860, 

2012; Journal of Biological Chemistry 288:9924, 

2013）と、骨芽細胞の分化と成熟に関わる転写制

御機構（Developmental Cell 14:689, 2008; PLOS 

ONE, 2014）に焦点をあてて研究を進めています。

これら基礎的知見に基づいて、Hh シグナルを活

性化する低分子 SAG を用いた骨折 治療

（ Biochemical and Biophysical Research 

Communications 479:772, 2016）や、SAGを搭

載したリン酸カルシウム人工骨による骨再生療法

（Biomaterials 34:5530, 2013）の開発を進めて

います。また、生物学的知見を工学的アプローチ

と組み合わせて、高分子ナノミセルを核酸キャリ

アとして用いたプラスミド送達による骨再生療法

（Molecular Therapy 15:1655, 2007）やmRNA

送達による軟骨変性の進行抑制治療（Scientific 
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Reports 6:18743, 2016）にも取り組んでいます。 

骨・軟骨分化をハイスループットに検出する細

胞センサー（ Biochemical and Biophysical 

Research Communications 376:375, 2008; 

Journal of Bone and Mineral Metabolism 

28:627, 2010）を用いた化合物ライブラリーのス

クリーニングにより、骨形成や軟骨形成を誘導す

る新しい低分子化合物の同定を進めています

（ Biochemical and Biophysical Research 

Communications 357:854, 2007; Annals of 

Rheumatic Diseases 72:748, 2013）。 

 

④ 高機能・高生体適合性バイオマテリアルと組織

再生シグナルの知見に基づいた、組織再生を誘

導するインプラントデバイスの開発 

高齢化社会を迎えた現代において、種々の疾患

によって生じた運動器における組織欠損の治療は

健康寿命の延伸につながる重要な課題の一つです。

低侵襲であり、かつ機能的にも審美的にも罹患前

と同等の状態を取り戻す再建法の開発は、高齢化

社会における喫緊の課題の一つといえます。組織

欠損に対する治療法としては、患者自身の健常部

位から採取した組織の移植による再建（自家組織

移植）がこれまでに広く行われてきましたが、組

織採取部位への侵襲による術後疼痛や審美障害が

しばしば問題となっております。一方、生体材料

を用いた再建は組織採取に伴う侵襲を回避できま

すが、自家組織移植に比較して組織を誘導する能

力（組織誘導能）では劣ることが問題点として挙

げられます。 

近年の幹細胞生物学の進歩により、組織・器官・

臓器の形成や再生に関わるシグナルネットワーク

は急速に解明されつつあり、シグナル因子を標的

細胞に送達する方法も開発が進んでいます。上記

①や③で述べたように、当部門でも精力的にこの

点について取り組んでいます。また、三次元プリ

ンター等の登場で、足場素材の三次元形状制御技

術が急速に発展しています。当部門でも、生体材

料の形状を制御することで、従来の組織修復用生

体材料が抱える問題点を解決するべく、研究を行

っています。三次元プリンターを用いて作製する

オーダーメイドリン酸カルシウム人工骨

（CT-bone）を開発し、東京大学医学部附属病院

口腔顎顔面外科とともに臨床応用に取り組んでい

ます（Journal of Artificial Organs 9:234, 2006; 

Journal of Artificial Organs 12:200, 2009; 

Regenerative Therapy 5:1, 2016）。また、射出成

型技術により、外形 1 mmのテトラポッド形状に

成型されたリン酸カルシウム微小人工骨や、レー

ザー焼結法で作製したテーラーメイドチタンメッ

シュケージを開発し、その骨再生医療への応用に

取り組んでいます（Acta Biomaterialia 8:2340, 

2012; Biomaterials 35:3229, 2014）。 

しかし、これらの要素単独では臨床的組織再生

を実現するには不十分であり、両者を統合するイ

ンターフェースとなるユニットの開発が不可欠で

す。この統合インターフェースの候補としては、

シグナル因子を保持して足場素材への空間的配置

を可能にし、かつ、望みの時間に分解してシグナ

ル因子を標的細胞に最適タイミングで届けること

ができる高機能ハイドロゲルユニットが考えられ

ます。しかし、従来のハイドロゲルは構造の不均

一性が高く、統合インターフェースとしての要求

特性を満たしていません。 

そこで当部門では、工学系研究科バイオエンジ

ニアリング専攻の酒井崇匡教授と共同で、これま

でに蓄積してきた新たなハイドロゲルの設計・製

造方法に基づき、上記の要求特性を満たす高機能

ハイドロゲルユニットの開発に取り組んでいます

（ Macromolecules 41:5379, 2008; Science 

343:873, 2014; Advanced Materials 27:7407, 

2015; Nature Biomedical Engineering 1:44, 

2017; Phys Rev Lett. 125(26):267801, 2020）。こ

の高機能ハイドロゲルユニットを用いてシグナル
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因子と足場素材を統合することで、組織修復にお

ける足場であると同時に生理活性物質のキャリア

として働き、組織再生を誘導するインプラントデ

バイスの開発につながるものと思われます。一連

の研究を通じて、局所細胞の分化・増殖を時空間

制御し、効率的な再生誘導を行う「四次元足場シ

ステム」の創製を目指します。このような材料は、

他臓器での再生はもちろん、様々な疾患の予防・

診断・治療においても汎用性のある、「生体におけ

る組織形成の時空間制御」の基盤科学技術となる

ことが期待されます。 
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研究室の概要 

健康環境医工学部門は疾患生命工学センター

の一部門であり、2016年 10月に医学部１号館 3

階から臨床研究等 A に研究室を移動した。2021

年度現在、教授１名、准教授１名、助教１名、特

任助教１名、特任研究員 1 名、客員研究員１名、

大学院博士課程学生３名、大学院修士課程学生 2

名、外部研究生４名、企業派遣研究員 1名、研究

補助員 1 名など合わせて 17 名の人員で研究を行

った。 

本部門は、社会医学専攻に所属しているが、村

上は分子細胞生物学専攻・細胞情報学教室も兼務

している。また、国際保健学専攻及び公共健康医

学の協力講座でもあり、関係の教育・研究に携わ

っている。 

 

研究内容 

健康環境医工学部門は、2017年度４月より村上

が教授として就任し、「脂質生物学」を柱とした新

たな研究体制をスタートさせた。一方、准教授の

大迫は引き続き「環境毒性学」を柱とした従来の

研究を継続している。研究内容が異なるため、こ

こでは村上・大迫それぞれのグループの研究進捗

状況について報告する。 

1. 脂質生物学【村上グループ】 

本グループのメインテーマは、「脂質による健

康環境整備機構の解明」である。脂質は生体にお

ける最大のエネルギー源として、細胞膜の主要構

成成分として、シグナル分子として、そして体表

バリアとしても働く（脂質の４大機能）。また脂質

は食品から摂取される環境栄養因子であると同

時に、適宜代謝を受けて時空間的に生体応答を制

御する組織環境調節因子でもある。本部門では、

脂質ならびにその代謝産物が関与する脂質ネッ

トワークにフォーカスを当て、脂質代謝に関わる

酵素や受容体の遺伝子改変マウスの解析に脂質

の網羅的分析（リピドミクス）を展開することで、

代謝・免疫疾患等の現代社会で問題となっている

疾患の分子病態を解明する。これを基盤に、

Quality of Life（QOL）のための Quality of Lipids

（QOL）の研究を推進し、脂質代謝の変容が関わ

る疾患の診断・予防・治療に向けた理論基盤の構

築を目指す。 

2. 環境毒性学【大迫グループ】 
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本グループは社会医学的立ち位置から、環境に

纏わる多岐にわたるテーマを長年研究している。

本年度は、ダイオキシン受容体として有名なアリ

ールハイドロカーボン受容体（Ahr）の研究プロ

ジェクトに注力した。Ahrはダイオキシン毒性を

引き出すリガンド依存的転写因子であるが、免疫

系の細胞、特にヘルパーT 細胞の分化制御を行っ

ている。Ahr 遺伝子のノックアウトマウス

（AhrKO）では、古くから脾臓細胞の減少等、免

疫系の異常が起こることが知られていた。大迫は

東京理科大学の SPF 動物施設で AhrKO の繁殖

を行っていたが、偶然にも新しい表現型（炎症性

腸疾患）を発見し、その病態発現機構について解

析を行った。また、肝臓の RNA-seq解析など多く

のオミクス解析を実施して、Ahrの新たな生物学

的役割の解明に取り組んでいる。 

 

研究成果 

1. 脂質による健康環境整備機構の解明 

本グループは、脂質代謝のボトルネック酵素

であるホスホリパーゼ A2 (PLA2) 分子群ならび

にその下流の脂質代謝酵素・受容体の欠損マウ

スを網羅的に展開・解析するとともに、これに

リピドミクスを応用することで、健康維持や疾

患と関わる新しい脂質パスウェイを同定するこ

とを研究の中核としている。 

1) 代謝疾患 

これまでに、脂肪細胞から分泌される sPLA2-V

がリポタンパク質のリン脂質代謝を介して肥満

の調節に関わること（Sato et al, Cell Metab 

2014）、脂肪組織の M2 マクロファージに発現し

ている sPLA2-IIDが ω３脂肪酸（EPA, DHA）の

遊離を介して白色脂肪細胞のベージュ化を促進

し、肥満の抑制に関わること（Sato et al, Cell 

Reports 2020）を報告した。新たに、寒冷に伴い

褐色脂肪細胞及びベージュ脂肪細胞に発現誘導

される PLA2として sPLA2-IIEを同定し、その機

能解析を進めている。 

細胞内酵素 PNPLA7（リゾホスホリパーゼ）及

び PNPLA8（ホスホリパーゼ A1/2）の欠損マウス

は肝臓変性・筋力減退・脂肪萎縮・短寿命などの

表現型を示すことを発見した。メタボローム解析

の結果、PNPLA7及び PNPLA8 欠損マウスの肝

臓ではリゾホスファチジルコリン（LPC）からグ

リセロホスホコリン（GPC）を介して内因性コリ

ンを取り出すことができず、このためコリンのメ

チル基がメチオニンに転送されず、メチオニン回

路を通じたメチル基代謝フラックスが乱れるこ

とを明らかにした。さらに臨床への展開として、

ヒト肝臓がんにおいて PNPLA7 の発現が減少す

ることを見出した。本研究で発見した肝臓の

PNPLA8-PNPLA7 経路は、リン脂質を構成単位

まで分解して再利用する「リン脂質リサイクル経

路」と呼ぶことができ、既存概念であった脂質メ

ディエーターの産生、細胞膜リン脂質の脂肪酸リ

モデリング（Lands 経路）と並ぶ PLA2ファミリ

ーの新機能を提示するものである（投稿中）。現在、

PNPLA7および類縁酵素 PNPLA6のコンディシ

ョナル欠損マウスを用い、両酵素の組織特異的機

能を解析中である。 

2) 皮膚疾患 

これまでの研究で、表皮に分布する sPLA2-IIF

が特殊なリゾリン脂質を動員して表皮肥厚疾患

の増悪に関わること（Yamamoto et al, J Exp Med 

2015）、iPLA2ファミリーの PNPLA1（ヒト魚鱗

癬の原因遺伝子）が皮膚バリアに必須の脂質成分

であるアシルセラミドの合成に関わること

（Hirabayashi et al, Nat Commun 2017）を報告

した。現在、PLA2関連の欠損マウスのうち皮膚バ

リア機能に乱れが生じている系統の表現型スク

リーニング、皮膚の遺伝子プロファイリング、な

らびにヒト皮膚疾患との発現相関解析から新た

に浮上した複数の PLA2について、その機能解析

を進めている。 
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このうち、cPLA2ε は表皮ケラチノサイトに分

布し、欠損マウスでは乾癬モデルが増悪した。

cPLA2εは、ホスファチジルコリンの sn-1 位の脂

肪酸をホスファチジルエタノールアミンのアミ

ノ基に転移する N-アシルトランスフェラーゼ活

性を有し、抗炎症性脂質であるN-アシルエタノー

ルアミン（NAE）の生成に関わることを明らかに

した（投稿準備中）。 

表皮ケラチノサイトの分化に伴い誘導される

sPLA2-III は、皮膚の適応修復に関わるプロスタ

グランジン(PGE2, PGF2) の産生に関わり、皮膚

特異的に sPLA2-IIIもしくは PGE2, PGF2受容体

（EP4、FP）を欠損させると、角質の創傷治癒が

遅延して皮膚バリアが乱れ、アトピー性皮膚炎が

増悪することが判明した（投稿準備中）。これ以外

にも表皮に発現している複数の PLA2について欠

損マウスの解析を進めている。 

3) 免疫アレルギー疾患 

これまでの研究で、アレルギーの中心的役割を

担うマスト細胞の分化や機能を修飾してアレル

ギー応答に影響を及ぼす新規脂質経路の探索を

行い、sPLA2-III-PGD2 経路がマスト細胞の成熟

（ Taketomi et al, Nat Immunol 2013 ）、 

PAFAH2—ω3 エポキシド経路がマスト細胞活性

化の最適化（Shimanaka et al, Nat Med 2017）

に関わることを報告してきた。今年度は、マスト

細胞特異的 sPLA2-III 欠損マウスを用い、マスト

細胞自身の sPLA2-IIIがマスト細胞の成熟に必須

であることを証明するとともに、接触性皮膚炎の

抑制に関わることを示した（Taketomi et al, Cells 

2021）。さらに、sPLA2-IIIの下流で機能する新た

な脂質メディエーターとして LPAを同定し、その

作用機序を解析中である（投稿準備中）。 

T 細胞の調節に関わる PLA2はこれまで不明で

あったが、naïve T から Th17 細胞の分化に伴い

発現誘導される PLA2として sPLA2-XIIAを同定

した。sPLA2-XIIA 欠損マウスでは Th17 細胞と

T 細胞が減少し、乾癬が軽減することが明らか

となった。現在、sPLA2-XIIA の下流で動員され

Th17 応答の誘導に関わる脂質メディエーターを

探索中である。 

4) がん 

 sPLA2-IIAは小腸に限局発現しているにもかか

わらず、欠損マウスでは皮膚がんの軽減が認めら

れた。sPLA2-IIAには細菌膜リン脂質を分解する

活性があることから、本酵素の欠損が腸内細菌叢

に何らかの影響を与えている可能性を想定した。

実際、sPLA2-IIA 欠損マウスでは腸内細菌叢が乱

れており、このため免疫系や血中代謝物に変容を

きたし、遠隔組織である皮膚の病態が間接的に影

響を受けることがわかった。sPLA2-IIA 欠損マウ

スを野生型マウスと同居飼育するか、よりクリー

ンな飼育環境下におくと、皮膚の表現型は消失し

た。本研究は、腸内細菌叢を介した sPLA2の新し

い動作原理を提示するものである（Miki et al, 

JCI Insight, in press）。 

 ヒト造血細胞を再構成した免疫不全マウス（ヒ

ト化マウス）に EBVウイルスを感染させると、B

細胞リンパ腫を発症する。この腫瘍組織のマクロ

ファージに発現誘導される sPLA2-Xは、腫瘍細胞

由来の細胞外小胞（EV）のリン脂質を分解し、脂

質メディエーターに富む修飾 EVを生じることを

見出した。sPLA2-X修飾 EVは小型化・凝集・融

合するとともに、脂質メディエーターのシグナル

を標的細胞（腫瘍随伴マクロファージ）に伝え、

がん促進性の組織微小環境を生み出すことがわ

かった。本研究は、EVが sPLA2の標的膜プラッ

トホームとなることを in vivo で証明した初めて

の例であり、sPLA2の新しい動作原理を提示する

ものである（投稿中）。 

5) 感染症 

 樹状細胞の sPLA2-IIDは ω3脂肪酸や PGD2を

動員して Th1免疫を抑える。海外グループとの共

同研究で、sPLA2-IIDの欠損は Th1免疫を賦活化
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し、コロナウイルス感染を抑えることを報告した

（Vijay et al, J Exp Med 2015；Zheng et al, J 

Clin Invest 2021; Roy Wong et al. bioRxiv 2021）。

この発見が COVID-19 の新規治療薬の開発につ

ながることを期待する。 

6) 神経変性疾患 

 iPLA2ファミリーの一つである PNPLA6 は痙

性対麻痺、遺伝性網膜変性症の原因遺伝子である。

現在、PNPLA6及び類縁酵素 PNPLA7を単独ま

たは同時に中枢神経系特異的または眼球特異的

に欠損させたマウスを用い、各組織における両酵

素の機能解析を進めている。これまでに、中枢神

経特異的 PNPLA6/PNPLA7 ダブル欠損マウスに

おいて痙性対麻痺と類似の運動ニューロン変性

と筋萎縮、タモキシフェン点眼による眼球特異的

PNPLA6 欠損マウスにおいて網膜変性を認めて

おり、それぞれ発症機序の解明を進めている。 

 

2. 環境因子による毒性発現機構の解明 

 環境毒性の研究領域では、有名な Ahrの欠損マ

ウス（AhrKO）を用いたプロジェクトの過程で偶

然にも新しい表現型を発見した。古くからAhrKO

マウスは、肝線維化、妊孕性低下、免疫系異常な

どの表現型が報告されている。一方、Ahrは外来

化学物質であるベンツピレンなど発癌性物質な

どの解毒排泄に必須の遺伝子であるが、内因性リ

ガンドとしてトリプトファン代謝物である FICZ

や腸内フローラで生成される ITE などが存在し

ている。Ahrはこれらリガンドとの結合により活

性化して、Th17/Treg分化を制御することが報告

されている。このことから Ahrは自己免疫疾患に

関係している遺伝子であることが示唆されてい

る。大迫は AhrKOが、約 10週齢で軟便と下血を

呈し、その後明瞭な脱肛を起こして生き続けるこ

とを発見した。野生型と比較して、AhrKOマウス

では脾臓と腸間膜リンパ節の肥大、大腸の肥厚と

粘膜固有層の著しい炎症性細胞浸潤が認められ

た。脾臓、腸間膜リンパ節、大腸粘膜固有層とも

にCD4+IL17+IFNg-Th17細胞が有意に増加して

いたのに対し、CD4+Foxp3+Treg細胞には差はな

かった。過去の報告で、Ahr 欠損マウスの脾臓細

胞では Th17分化が抑制されるとの報告があり、

今回の所見とは異なる。また、肝線維症は明瞭な

病変は発生しなかった。大腸内容物のメタゲノム

解析では飼育していた東京理科大学 SPF 施設特

有の細菌叢が存在した。そこで、日本クレア株式

会社 SPF 施設において、IVF による個体復元か

ら AhrKO の繁殖飼育したところ、炎症性大腸炎

は観察されず、日本クレア菌叢と東京理科大学菌

叢で大きな違いがあることがメタゲノム解析か

ら判明した。これらの結果は、Ahr内因性リガン

ドを産生すると想定される特異な腸内細菌が、発

見した AhrKO の炎症性腸疾患の発生に関与して

いることを示している。 

 

教育 

本研究部門は、脂質生物学を基盤としたライフ

サイエンスに加え、環境因子の健康影響とそのメ

カニズムの解明についての研究・教育を行った。 

 

（１）大学院教育 

講義と実習及び修士及び博士課程学生の研究

指導を行い、2 名が博士課程に進学し、１名が修

士課程を修了した。 

・医科学修士専攻  健康環境医工学各論 

（２）学部教育 

M0 生化学講義、生化学ゼミナール、生化学実

習を担当するとともに、１名のMD研究者育成プ

ログラム学生、４名のフリークオーター学生を指

導した。 
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沿革と組織の概要 

本部門の前身である医学部附属動物実験施設は

1971年 4月に開設された。そして、1972年 4月

の施設建設と同時に管理者として専任教員が着任

した。建物は 1973 年 3 月に竣工し、4 月より施

設運営が開始された。2001 年 4 月には医学系研

究科附属へ移行し、2003 年 4 月には医学系研究

科附属疾患生命工学センター発足に伴い、研究基

盤部門の一つとして改組され動物資源研究領域と

なった。さらに 2008 年度に動物資源学部門と改

称され、従来の動物実験の支援を主たる業務とす

る動物資源研究領域の業務を兼務することになっ

た。 

動物資源学部門は研究部門であり、遺伝子操作

動物の解析により脳機能・神経発生の分子基盤を

明らかにすること、種々のコンディショナルノッ

クアウト動物を作製し疾患モデル動物を樹立する

こと、哺乳動物の発生工学における技術開発を行

うこと等を目標としている。 

動物資源研究領域は研究基盤部門であり、動物

実験施設の管理・運営を主な業務としている。6

名の教員の他、技術職員 6名、事務主任 1名、学

術支援専門職員 1名、技術補佐員 2名、事務補佐

員 4名より構成されている。さらに、動物飼育の

一部、空調管理、器材洗浄を外部委託しており、

外部契約職員 15 名前後が施設内で就労している。

動物資源研究領域事務室は医学系研究科動物実験

委員会事務局を兼務しているため、教員は医学系

研究科内の動物実験計画書に対する助言も行って

いる。 

動物実験施設で飼育中の実験動物は、イヌ、ブ

タ、ウサギ、ラット、マウス、マーモセットであ

る。また、2020 年度末時点での利用登録者数は

1023人である。 

動物実験施設は建物と設備の老朽化が著しかっ

たため改修工事が行われた（2008 年 9 月工事終

了）。また、同時に医学部教育研究棟 9階Ⅱ期の

SPF マウス飼育施設を整備し、運用を開始した。

生命科学実験棟（旧動物実験施設）の工事終了に

伴い、2009 年 3 月からコンベンショナル動物の

導入が始まり、本格的な使用再開となった。さら

に、生命科学実験棟の 6 階の整備が終了し、

2012 年 6 月から全学に向けてのマウス発生工学

および SPFマウス飼育のサービスを開始した。 

 

教育 

医学科のM0に対して「実験動物資源学」の授

業を担当している。動物実験を行うために必要な
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知識の習得を目的とし、動物福祉と法規制、動物

実験の洗練、動物育種と実験動物種、実験動物の

微生物統御と動物由来感染症等について講義を行

っている。さらに、発生工学を用いた医科学研究、

疾患モデル動物の作製法等についての概説も行っ

ている。 

また、医学系研究科動物実験委員会が主催して

いる動物実験講習会の講師を担当している。内容

は「法律及び規則等の遵守に関する事項」「動物実

験等の実施及び実験動物の取扱いに関する事項」

「実験動物の飼養保管に関する事項」「安全確保及

び環境保全に関する事項」「実験動物学総論」等か

ら成る。2020 年度 9 月からオンライン講習会を

開始し、毎月講習会を開催するようになった。

2020年度は合計 7 回開催し、464名の動物実験従

事者が受講した。 

 

研究 

本部門では、脳機能、エネルギー代謝等の分子

基盤を個体レベルで明らかにするため、種々の遺

伝子操作動物を作製、解析しており主要な研究内

容は以下の通りである。 

 

１）脆弱 X症候群モデルマーモセットの作製 

本部門では、精神疾患モデルマーモセットの樹

立を目標に、独自に開発した自家移植法を用いて

変異マーモセット作製を行っている。これまでに、

高頻度で自閉症を発症する脆弱 X 症候群の原因

遺伝子 FMR1の変異マーモセットを作製した。ま

た、脆弱 X症候群で見られる症状は代謝型グルタ

ミン酸受容体５型（mGluR5）のシグナルが活性

化されることが原因だという「mGluR5 仮説」が

存在する。我々はこの「mGluR5 仮説」を検討す

るため、FMR1/mGluR5 二重変異マーモセットの

作製に成功した。今後は、FMR1 変異体および

FMR1/mGluR5 二重変異体の表現型を解析し、ヒ

トの脆弱 X 症候群発症の分子メカニズムを理解

し、治療法の開発に繋げていきたいと考えている。 

 

２）代謝型グルタミン酸受容体遺伝子の解析 

代謝型グルタミン酸受容体１型（mGluR1）お

よび５型（mGluR5）は共に三量体 Gタンパク質

Gq ファミリーと共役し、一次構造も類似、共通

のリガンドに反応し、Group I mGluRを構成する。

一方で、脳内の発現領域はお互いに排他的である。

これら 2種のmGluRが機能的に相同であるかど

うかを検討するため、mGluR1ノックアウトマウ

ス（KO）に小脳プルキンエ細胞特異的にmGluR5

を発現するトランスジーン L7-mGluR5を導入し

たmGluR5-レスキューマウスを作製・解析した。

その結果、この動物ではmGluR1 KOが示す小脳

失調がレスキューされた。さらに、mGluR1KO

で見られる登上線維-プルキンエ細胞シナプスの

発達期におけるシナプス除去の異常が、mGluR5

のプルキンエ細胞での異所発現により、レスキュ

ーされた。従って、小脳プルキンエ細胞での

mGluR1 の機能は mGluR5 で代替えできること

が明らかとなった。 
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沿革と組織の概要 

本教室の沿革は、2003年の疾患生命工学センタ

ーの発足に伴い、1967年に設立された放射線基礎

医学講座と 1992 年に設立された放射線研究施設

の 2つの教室が母体となって新たな組織となった

ことに由来する。当初は、医学系研究科における

放射線同位元素を使用する研究支援を主たる業務

とする研究基盤部門放射線研究領域の組織のみで

あったが、2008年度に研究部門として疾患生命工

学センター放射線分子医学部門が併設されたため、

同じ構成員が２つの組織の役割を担うこととなっ

ている。 

放射線分子医学部門は、放射線医学と分子生物

学を融合する研究を行うことによって、放射線の

より有効な医学応用を、最先端の生命科学を駆使

した分子レベルの研究から探索することを目標と

している。 

研究基盤部門放射線研究領域は、医学系研究科

における放射性同位元素研究施設の管理・運営を

主要な業務としている。管理に携わる教員として

の室長と放射線取扱主任者は、医学部と病院の 2

つの研究施設とも本教室より選任されている。管

理体制および施設の使用状況については、医学部

では変化はないが、病院の研究施設は、臨床研究

棟新設に伴い、2015年度途中から閉鎖された状態

が続いている。 

 

教 育 

医学科における放射線基礎医学の科目を担当

している。M1の講義においては、放射線の物理・

化学から始まり、放射線生物学の基礎的な部分の

理解を目的としている。また、安全な放射性同位

元素の取扱いを習得することを目的とした実習を

2日にわたって行なっている。 

M2 における放射線基礎医学は、臨床の現場に

おいて放射線を安全に使用するために必要な知識

を習得することを目的としている。この背景には、

医療において様々な放射線を利用した診断・治療

技術が導入されているにもかかわらず、それらの

人体影響に関する知識の不足から問題が発生して

いる事実がある。このような通常の医療における

被ばくの問題に加えて、この講義では予期しない

被ばく時における緊急的な医療対応についても教

育を行なっている。これはまれな事象ではあって
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も、事故や災害などで大規模な被ばくがおきた場

合を想定して、医療に携わる人間が誰でも知って

おくべき事を教育することによって被害を最小限

に抑えることを目的とするものである。このよう

な教育はこれまでに例のないものであったが、福

島原発事故によって、その重要性が広く認識され

るようになった。 

健康総合科学科の 3年では、放射線の測定に関

する実習を担当している。 

大学院では、放射線による DNA 損傷応答と修

復に関する分子生物学に重点を置いた教育を行な

っている。 

これらの学生に対する教育に加えて、放射性同

位元素の安全管理において、新規利用者に対する

教育訓練と継続者に対する教育訓練を、医学部と

病院において頻繁に行なっている。 

 

研 究 

DNA 二本鎖切断に対する細胞応答の機序を中

心として研究が行われている。多様な DNA 損傷

の中でも、DNA 二本鎖切断は、適切に修復され

ない場合には、重篤な影響をもたらす。このよう

な状況を回避するために、細胞は少なくとも 4つ

の情報伝達を行う経路を有している。非相同末端

結合、微小相同末端結合、単鎖アニーリングの 3

つの経路による修復はエラーを生じやすいのに対

して、相同組換えは、新たに複製された DNA を

鋳型として修復するために、原則的にはエラーを

生じない修復である。この相同組換えがはたらか

ないと、がんが発生しやすくなることが知られて

いる。そのよく知られている例として、遺伝性乳

がん・卵巣がんのがん抑制因子である BRCA1と

BRCA2は、DNA二本鎖に対する細胞応答を媒介

し、相同組換えを促進する。 

本研究室では、がんの病態に大きく寄与するゲ

ノム不安定性における相同組換え修復の意義を主

な研究対象としてきた。がんにおける相同組換え

修復に関わる遺伝子の異常は低頻度であるために、

近年はエピジェネティックな機序によるこの機構

の異常に焦点をあてている。その中でも、正常で

は減数分裂においてのみ発現する他は、がんで発

現する分子であるがん精巣抗原の、体細胞におけ

る役割の解明を進めている。 

シナプトネマ複合体を構成する分子である

SYCP3 のがんにおける発現を調べたところ、副

腎腫瘍、肝がん、胃がん、腎がんなど、由来臓器

を問わず発現していることが明らかとなり、がん

精巣抗原であることが確認された。この分子の非

発現細胞をメチル化阻害剤で処理すると、その発

現が誘導されることから、がんにおけるメチル化

異常によって、本来発現するべきではない体細胞

において発現することが明らかとなった。 

SYCP3 の体細胞における発現の、細胞機能へ

の影響を検討した結果、SYCP3 発現によって、

細胞の放射線やシスプラチンに対する感受性が亢

進するとともに、染色体の異数性が促進されるこ

とが判明した。このような表現型は、相同組換え

修復の異常によるものと合致するために、SYCP3

と細胞内において共局在する分子を蛍光免疫によ

ってスクリーニングしたところ、遺伝性乳がん・

卵巣がんで変異することで知られているがん抑制

分子 BRCA2と共局在することが発見された。ま

た、これらはタンパク質複合体を形成することも

確認された。そして、SYCP3 が BRCA2 に結合

した場合には、BRCA2が Rad51と結合すること

によって果たす相同組換え修復が抑制されること

が明らかとなった。 

BRCA1 や BRCA2 の変異を有するがんにおい

ては、PARP阻害剤に対する感受性が著しく亢進

するために、これらのがんにおいては PARP阻害

剤の臨床試験が国際的に活発に行われている。た

だし、問題点としては、BRCA1あるいは BRCA2

の変異を有するがんは少ないために、この薬剤の

適応となる症例は限定されることである。本研究
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によって、SYCP3 が発現することによって、こ

れらの変異を有しないがんの中でもPARP阻害剤

が有効となるものが存在する可能性が示唆され、

この成果はがん治療の新しい方法を提案するもの

として注目されている。 

シナプトネマ複合体を構成する別の分子であ

る SYCE2 は、体細胞において様々なレベルで発

現がみられる。その体細胞における機能解析を行

った結果、SYCE2 は、ヘテロクロマチンタンパ

ク質として知られている HP1をヘテロクロマチ

ンのヒストン修飾であるヒストンH3の 9番目の

リジン残基のトリメチル化であるH3K9me3から

遮断することによって、ATM依存性のDNA二本

鎖切断修復を促進することが明らかになった。こ

のことは、SYCE2 が体細胞においては核内微小

環境と DNA 損傷応答とが連携する機構に関わる

ことを示唆するものである。 

相同組換えの早期過程においては、Rad51が中

心的な役割を果たすが、それに加えて、Rad51と

構造が類似している 5 種類の Rad51 パラログ、

Rad54、Rad54B、Rad52も相同組換えに関わる。

これら Rad51パラログと Rad54は、Rad51に依

存する相同組換えを補助することが知られている

が、Rad54Bのこの経路への関与は強くない。こ

の事実より、Rad54Bは、他の相同組換えに関わ

る因子とは異なる機能を有することが仮説として

導かれた。 

Rad54B の発現レベルは、DNA 損傷後におい

ても、また Rad54Bのノックアウト細胞において

も、p53と逆相関することが発見された。タンパ

ク質相互作用の解析によって、Rad54B は、p53

のプロテアソーム依存性のタンパク質分解を担う

E3 ubiquitin ligaseであるMDM2/MDMXに直

接結合して、p53を抑制することが判明した。さ

らに、Rad54Bの過剰発現は、p53による細胞周

期のチェックポイントを抑制することによってゲ

ノム不安定性を促進することも判明した。このよ

うな結果を臨床的に支持する所見として、大腸が

んにおいてはRad54Bの高発現レベルは予後不良

と相関することが明らかとなっている。また、他

の種類のがんにおいても、その発現亢進は病態の

進展に関わることが判明している。 

Rad52 の酵母の相同組換えにおける役割は確

立しているが、哺乳動物における役割ははっきり

していない。ヒト正常上皮細胞におけるその機能

解析を行った結果、RNAとDNAがDNA二本鎖

切断部位で形成する R-loop のプロセッシングに

関わることが明らかとなった。このことは、Rad52

が転写に関係した相同組換えに重要な役割を果た

すことを示唆するものであり、転写領域における

DNA 修復の理解を深めることに大きく貢献する

ものである。 

このように、相同組換えの分子機序の研究は、

ゲノム不安定性における新たな原理を確立するこ

とによって、がん治療における重要な方法を開発

することに貢献するものである。放射線や多くの

抗がん剤は、DNA 二重鎖切断によって抗腫瘍効

果を発揮する。ところが、通常はそれに対して修

復機構がはたらくために、必ずしも DNA 切断が

細胞死に至るわけではない。このようながん細胞

における修復機構の詳細が解明されれば、それを

標的とすることによって、現在のがん治療をより

有効性の高いものにすることも可能である。この

ような視野から、本研究を今後も展開していきた

い。 
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沿革と組織の概要 

本部門は、2003 年の疾患生命工学センターの設

立に伴い、疾患生命工学センター研究基盤部門の

一つとして、医工情報研究領域が発足したことに

始まる。その後、2017 年度に同センター内に研究

部門として疾患生命工学センター医工情報学部門

が併設されたため、同じ構成員が２つの組織の役

割を担っている。 

医工情報学部門は、医学と工学、情報学にまた

がる境界領域において、医療情報の解析と２次利

用による医学知の創出、診断・診療支援、医療情

報システムへの応用、などの研究を通じて、臨床

医学へのフィードバックを行い、医療と社会へ貢

献することを目指している。また医療情報学分野

の教育を担当しており、医科学修士課程ならびに

医学博士課程ならびに公共健康医学専攻の大学院

教育を担当している。 

研究基盤部門 医工情報研究領域は、医学部・医

学系研究科情報化推進室の担当として、医学研究

支援情報システム（MERCS: Medical Research 

infrastructure with Computer System）の維持管

理業務を行っている。具体的には、(1) 医学研究支

援情報ネットワーク基盤の維持管理ならびに

CERT インシデントへの対応、(2) 医学研究支援

ソフトウエアサービスの提供と管理、(3) 医学部

メールサービスの運用管理、(4) UT-Net 接続用グ

ローバル IPアドレスの割り当てとDNSサービス

の運用管理、(5) 医学部 Web サーバーの運用管理

と、医学系研究科、医学図書館、事務部、倫理委

員会、医科学修士課程、疾患生命工学センターな

どの Web サイトの保守管理、(6) 医学図書館にお

ける学生実習端末の提供、などである。 

 

教 育 

2020 年度は、医療情報学分野の教育担当として、

医科学修士課程での講義１コマ（「医学知識の記述

と処理」）、公共健康医学専攻（専門職修士課程）

における医療情報システム学講義 1 コマ（「医用

自然言語処理と医学知識記述」）、バイオエンジニ

アリング専攻医工学概論 1 コマ（医療 IT と AI の

活用）、M2 医療情報学 1 コマ（医学知識と推論）

といった内容の講義を担当した。  

当部門では、医学博士課程ならびに医科学修士

課程の学生を受け入れており、関連教室である医

療情報学分野の教員とも連携し、教育する体制を

とっている。2020 年度は医学博士課程 3 名、医科

学修士課程 1 名が在籍した。また、2 名の客員研

究員、学外からの研修生として富山大学より 5 名

の短期研修受け入れを行った。 

また、M3 Elective Clerkship では 6 名の学生

の実習教育を担当した。 

 

研 究 

当部門の主要な研究領域は、1) 医学医療におけ

る知識表現手法と知識処理、2) 自然言語処理や機

械学習技術を用いた診療情報の解析と医学知の創
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出、3) これらを用いた診療・診断支援システムの

開発、4) 医療情報の標準化、などである。これら

についての代表的なテーマを以下に挙げる。 

 

1) 医療知識基盤の開発研究 

医療における電子化の進展に伴い、大量の診療

情報が電子的に蓄積されている。これを用いて、

類似症例検索や診断支援、新たな医学知の創出な

どに２次的に活用する需要が高まっている。計算

機がこれを行うためには、機械学習や知識推論な

どの情報・知識処理技術と共に、臨床医学分野に

おける用語・概念を体系的に整理し、相互の意味

関係を記述した知識データベース（オントロジー）

が必要である。そこで、これまで厚労省受託研究

により、解剖、疾患、異常状態の分野で上記オン

トロジーの開発を行ってきた。例えば疾患分野で

は、約 6,000 疾患の規模で、疾患概念を異常状態

の因果連鎖として記述したオントロジーの開発を

行ってきている。2015 年からは、AMED 受託研

究で開始された医用人工知能基盤開発研究に参画

しており、上記のオントロジーを発展させ、慢性

疾患の異常状態と実患者の臨床情報を自動マッピ

ングすることで、患者の病態遷移の把握や臨床支

援アプリケーションへ応用する研究を行っている。 

 

2) 総合診療医の診断支援システムの開発研究 

地域医療では専門医や高度医療機関との連携は

困難であり、僻地医療現場の医師には総合的な診

療能力とともに、一定の専門的知識が求められて

きた。しかしこれを個々の医師の知識と経験にの

み依存することは難しく、システムとして診療支

援を行う必要が指摘されている。本研究ではこの

ような問題に対し、僻地で診療に従事していても

ベテランの総合診療医の経験と知識、さらに専門

医が考慮すべき情報を参照できる総合診療医向け

の診療支援システムの開発を進めている。本研究

は２０１７年１月からの AMED 受託研究にて開

始された。これまで内科学会の症例報告（約 2万）

から抽出された、実際に患者に起こった病態の連

鎖を記述した疾患想起知識データベースを基とし

て、入力された症状・所見から鑑別疾患の候補リ

ストをその導出理由とともに提示するシステムを

開発している。本システム（J-Casemap）は 2020

年 8月に日本内科学会の会員向けサービスとして

リリース・社会実装された。また、継続的な知識

の更新に向け、症例報告文章から自然言語処理を

用いてこれらの知識を自動抽出する研究にも取り

組んでいる。 

 

3) 深層学習を用いた心電図波形の解析 

現在診療現場で用いられる心電図計は主にルー

ルベースの手法による自動解析機能によって、波

形データと共に自動付与所見が出力される。しか

し所見によっては感度が不十分、あるいは偽陽性

が多いといった問題が存在し、精度向上が課題と

なっている。そこで、当部門では深層学習を用い

た心電図波形の自動診断研究に取り組んでいる。

これまで標準１２誘導心電図波形を対象とし、深

層学習を用いて非常に高い精度で正常異常判定を

行う手法を開発している。これは既存の心電図計

の出力した異常所見を教師データとして機械学習

で再現を行ったものであるが、今後、心臓超音波

検査で判明した患者病態を機械学習の教師データ

とすることで、専門家に近い高い精度で特定の異

常所見の有無判定を行う手法へと発展させて行く

予定である。 

 

これらの研究の他にも、機械学習を活用した死

亡票データからの原死因確定支援手法の開発、診

療ガイドラインに基づいた高血圧患者に対する処

方薬選択支援システムの開発研究、2018 年 6 月

にリリースされた国際疾病分類体系 ICD の第 11

版改定（ICD-11）の国内適用化に向けての研究、

などを推進している。 
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またその他、AMED 課題評価委員、科学技術振

興機構 研究開発戦略センター特任フェロー、厚労

省 ICD 専 門 委 員 会 委 員 、国際標 準 化 機 構

ISO/TC215 WG3、ISO/TC215/SC1、WHO ICD11

国内内科 TAG 検討委員会などの社会活動を行っ

ている。 

 

出版物等 

 

1. Iwai S, Mitani T, Hayakawa J, Shinohara E, 

Imai T, Kawazoe Y, Ohe K. Development of 

Graph-Based Algorithm for Differentiating 

Pathophysiological Conditions. Applied 

Medical Informatics. 2020;42(2):107-117. 

2. Mitani T, Doi S, Yokota S, Imai T, Ohe K. 

Highly accurate and explainable detection 

of specimen mix-up using a machine 

learning model. Clin Chem Lab Med. 2020 

Feb 25;58(3):375-383. 

3. 今井 健, 明神大也, 大井川仁美, 香川璃奈, 

今村知明. 原死因確定作業についての実態・

問題点の把握、ならびに正確・効率性向上に

向けた機械学習の適用可能性と課題に関する

調査研究 . 厚生の指標 , 2020;67(3):17-24, 

2020. 

4. 今井 健. 医用自然言語処理分野における人

工知能技術応用 . 人工知能学会誌  2020;

35(4):474-479. 

5. 今井 健. 用語集として見た ICD-11 と国内

適用に向けた課題. 医療情報学 40(Suppl.): 

324-327, 2020. 

6. 小川俊夫, 今井 健, 滝澤雅美, 小松雅代, 今

村知明. ICD-11国内適用に向けた日本語化の

検討. 医療情報学 40 (Suppl.):328-331, 2020. 

7. 荻島創一, 今井 健, 吉田輝彦, 小原 収, 堤 

正好, 古田 耕, 中込英人, 西村邦裕. クリニ

カルシークエンスデータの標準化. 医療情報

学 40 (Suppl.):371-373, 2020. 

8. 明神大也, 大井川仁美, 香川璃奈, 今村知明, 

今井 健. 死因統計の精度と効率性の向上に

向けた我が国の原死因確定課題の抽出. 医療

情報学 40(Suppl.):674-676, 2020. 

9. 大井川仁美, 明神大也, 香川璃奈, 今村知明, 

今井 健. 原死因確定プロセスにおける IRIS

の国内導入可能性に関する基礎的な検討. 医

療情報学 40(Suppl.):677-682, 2020. 
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医学教育学部門 
 

教授 

江頭正人
 

講師 

泉谷 昌志
 

 
 

 

沿革と組織の概要 

2000年（平成 12年）に発足した医学教育国際

協力研究センターは，大学直轄の附置センターの

一つとして全学的に機能しつつ，医学系研究科と

様々な関わりを持ってきた。2013年 4月からは，

医学系研究科の附属教育研究施設として「医学教

育国際研究センター」に名称を改め，移管される

に至った。内部組織は，医学教育国際協力研究部

門，医学教育国際協力事業企画調整・情報部門の

2つに分かれていたが、それぞれ医学教育学部門，

医学教育国際協力学部門に改称された。 

医学教育学部門は，東京大学医学部，さらに我

が国全体の医学教育の向上というミッションを持

つ。具体的には以下の通りである。 

(1) 医学教育の研究と学内外への発信：医学教

育・医療者教育は，それぞれの国や地域の保

健医療ニーズに応じて変革を続けていく必

要がある。しかし，各国・各地域では文化や

社会システムが異なるため，変革に関しては

最新の知見を実際に応用する経験が重要と

なる。実践的な研究活動を行うと共に，その

研究成果を発信して，本分野の中核的研究拠

点となることを目指す。 

(2) 本学の卒前・卒後教育の支援：医学部や附属

病院での教育を支援することで，上述した内

容の国内での有用性を示し，全国医学部の改

革につなげる。 

活動 

医学教育学に関連した分野の研究を推進する部

門である。国際的に急速に発展してきている医学

教育学に関して，理論を構築していく研究を展開

すると共に，教育実践活動も重視している。 

学内では教務委員会や教育改革に関するワーキ

ンググループ，クリニカル・クラークシップなど

において医学部における教育に関して委員として

活動を行っている。また PBL チュートリアルや

臨床導入実習などの教育も行っている。共用試験

OSCE においては，運営を担当している。また，

医療面接教育に不可欠な模擬患者を育成するため

に，東京医科歯科大学とのコンソーシアムである

「つつじの会」を運営，管理している。 
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医学教育国際協力学部門 
 

講師 

大西弘高
 

 

ホームページ https://www.icme.m.u-tokyo.ac.jp/ 

 

 

沿革と組織の概要 

2000年（平成 12年）に発足した医学教育国際協

力研究センターは、大学直轄の附置センターの一つ

として全学的に機能しつつ、医学系研究科と様々な

関わりを持ってきた。2013年 4月からは、医学系

研究科の附属教育研究施設として「医学教育国際研

究センター」に名称を改め、移管されるに至った。

医学教育国際協力学部門は医学教育研究センター

の部門の一つであり、医療者教育に関連した領域に

おける国際協力と、国際保健・地域医療・総合診療

といった政策と実際の臨床をつなぐ領域における

実践やその研究を包括して取り扱う。 

 

国際協力 

2020 年 3 月より、JICA が実施している「イン

ドネシア国高等教育・職業教育にかかる情報収集・

確認調査」に教員が、専門家として参加している。

ただ、コロナ禍において、進捗は大きな影響を受け、

現地赴任などもできないままに進行している。 

 

教育 

国際保健学専攻及び公共健康医学専攻の協力講

座として大学院教育に携わっている。国際保健学専

攻においては医学教育国際協力学特論、公共健康医

学専攻においては保健医療人材育成学および学習

者評価学を開講している。 

2019年度より複数の大学院生が所属するように

なっており、毎週水曜日のゼミを通じた指導も行わ

れている。 

研究 

以下の分野におけるプロジェクトを推進してい

る。 

(1) 医療者教育分野における国際協力：アジアを中

心とした国々における国際協力事業への参画を通

じ、保健・医療領域の教育や政策がどうあるべきか

を探る。国際協力機構のプロジェクトに専門家とし

て現地業務を行うなど、実践的な取り組みを行いつ

つ、評価手法、政策提言、関係者の調整といった経

験を積むと共に、その研究成果を発信して、本分野

の中核的研究拠点となることを目指す。 

(2) 学習者評価に関する研究：プログラムの修了認

定を行う際、学習者評価をどのような手法で行い、

どのように意思決定するかは非常に重要な事項で

ある。学習者評価に関する概念自体にも様々な変化

がみられる。研究としては、業務基盤型評価手法の

開発、信頼性や妥当性の検証、合否判定基準設定の

方法の改善などが挙げられる。 

(3) 保健政策と臨床とをつなぐ領域における実践

やその研究：地域包括ケアの担い手をどう育ててい

くかに関連したプロジェクトが進行中である。 

 

出版物等 

 

1. 大西弘高．Values-based practice--自分の価値

観を押し付けていませんか．森川暢，松本真一

編．病院家庭医：新たな Speciality．pp160-167．
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南山堂．2020 

2. 大西弘高．価値に基づく診療の考え方．石丸裕

康編．多疾患併存患者を臓器横断的に診る！外

来・病棟でのマルチモビディティ診療．pp95-

102．金芳堂．2020 

3. 大西弘高．学習に関する基本的理論．日本専門

医機構総合診療専門医検討委員会編．総合診療

專門研修公式テキストブック．pp46-47．日経

BP．2020 
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グローバルナーシングリサーチセンター 
 

センター長・教授 

真田弘美 

副センター長・教授 

上別府圭子、山本則子 

特任助教 

戸部浩美 

特任研究員 

森﨑真由美、Sofoklis Koudounas、Sameh Eltaybani 

 

ホームページ http://gnrc.m.u-tokyo.ac.jp/ 

 

 

沿革と組織の概要 

 少子超高齢社会をむかえ「治す医療」から「支

える医療」への大転換が求められている。健康寿

命の延伸のためには、生活の困難性を緩和し、国

民が自律的に暮らすことのできる"ケア"社会を実

現することが課題である。我が国は、世界でも未

体験の人口構造となっており、この"ケア"社会実

現のためには、"ケア"の中核を担う看護学が新た

な分野を学問として築くことが必須といえる。 

 一方で、従来看護学が沿ってきた対象別分野は、

臨床実践者養成のための構造となっており、「支え

る医療」を学問として構築するための構造にはな

っていないのが現状である。従って、この "ケア"

を体系化するためには、異分野融合型イノベーテ

ィブ看護学研究の推進が必要であり、特に、ケア

イノベーションを先導できる若手看護学研究者育

成を目指す異分野融合研究・教育環境の醸成"が必

須である。  

 そのためには看護学を基盤に置き、生体工学、

分子生物学、人間工学、哲学、教育心理学、情報

工学や政策科学など、これまで領域を超えて必ず

しも十分に協働がなされてこなかった分野との融

合とその異分野融合研究を推進するための人材育

成が求められている。すなわち、若いうちから異

分野融合研究を行い、基盤的な研究から実用化・

制度化を見据えた長い視野での研究を実行できる

体制の盤石化と産官学連携が重要となっている。  

 また、世界に類を見ない少子超高齢社会を経験

する我が国において、日本の看護学の発展は国際

的に看護学を先導するモデルとなる。それには看

護システムの開発が必須であり、これらの研究成

果を実装できるグローバルリーダーを育成する必

要がある。 

 以上の背景から、2017 年 4 月に東京大学大学

院医学系研究科附属施設として、看護系として日

本初のグローバルナーシングリサーチセンターを

設立するに至り、下記３つの実現を目指している。 

１．異分野融合によるイノベーティブ看護学研究

分野の確立  

２．学問を志向する若手研究者と共に最先端研究

の実施、及び、グローバルへの発信  

３．学問体系・教育体系の開発と新分野の基盤確

立  
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イノベーティブ看護学研究分野の確立 

1. ケアイノベーション創生部門 

「各個人の健康障害による日常生活不利を緩和す

るケアプロダクトを開発・普及」を行うことを目

的とし、ロボティクスナーシング、バイオロジカ

ルナーシング、ビジュアライズドナーシング、ク

リニカルナーシングテクノロジー、リバーストラ

ンスレーショナルリサーチの 5分野において研究

を遂行した。 

2. 看護システム開発部門 

「文化・社会的存在に対する看護実践の解明と質

の高い実践を支える日本発の看護理論の構築並び

に政策提言」を行うこと目的に、ヘルスクオリテ

ィ・アウトカムリサーチやケアクオリティ・マネ

ジメントの 2 分野において研究を遂行した。 

3. 成果 

外国人研究者との共同研究の開始 2件、外国語査

読付き論文 79件、共同研究/受諾研究の開始 1件

であった。 

 

イノベーティブ看護学研究分野の実施 

1. 外国人特任教授/研究員招聘 

特任教授1名（Ardith Doorenbos氏：Professor in , 

Biobehavioral Nursing Science, University of 

Illinois, Chicago）、研究員 2名（Seonae Yeo氏：

Prof. of School of Nursing, University of North 

Carolina at Chapel Hill, Carolina D. Weller氏：

Professor, Head of Wound Research Group, 

Monash University ）による、後述のポスドクセ

ミナーをオンラインで開催した。 

2. ポスドクプログラム 

課題となる研究内容に注力しながら、その成果を

英語論文、国際学会等にて、世界に発信する。セ

ミナーは 5単位/年必修となっており、外国人講師

による英語のセミナーを含め、グローバルリーダ

ーとなって明日の看護学研究を牽引するに相応し

い知識、スキル、国際力を身につける内容を網羅

した。ポスドクセミナーは、How to write a 

research paper in English（必修）、Leadership in 

Nursing Research（必修）、質的研究法のセミナ

ー（必修）、ヘルスクオリティ・アウトカムリサー

チセミナー（必修）、看護理工学入門セミナー（必

修）、看護理工学ハンズオンセミナー（選択）の必

修 5単位、選択 5単位を開講した。特任研究員 2

名がポスドクプログラムを受講し、修了した。 

3. 学外の若手研究者の育成 

ポスドクセミナーは学外にも公開し、のべ 1953

名が受講した。2 名の研究者に対し、研究コンサ

ルテーション、技術指導、実験室提供を行った。 

  

イノベーティブ看護学研究分野の基盤確立 

1. グローバルナーシングリサーチセンター基金 

昨年度若手研究者の育成を目的に開設したグロー

バルナーシングリサーチセンター基金を継続した。 

 

出版物等 

 

1. Noguchi H, Oe M, Takehara K, Mori T, 

Sanada H. Onsite visualization of shoe 

fitting for education of the people with 

diabetes using 3D scanner: A pilot study. J 

Nurs Sci Eng. 2020;7:162-9. 

2. Koyano Y, Noguchi H, Sanada H. Can the 

use of a human-shaped communication 

robot enhance motivation for inpatient 

rehabilitation? J Nurs Sci Eng. 2020;7:170-

6. 

3. Koyano Y, Nakagami G, Tamai N, Sugama 

J, Sanada H. Morphological characteristics 

of skin tears to estimate the etiology-

related external forces that cause skin tears 

in an elderly population. J Nurs Sci Eng. 

2020;7:68-78. 

4. Nakagami G, Morita K, Matsui H, 

Yasunaga H, Fushimi K, Sanada H. 

Association between pressure injury status 

and hospital discharge to home: A 
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Clin Epidemiol. 2020;2(2):38-50. 

5. Oe M, Koike N, Tobe H, Ohashi Y, 

Kuramochi E, Ikeda M, et al. Difficulties of 

self-monitoring blood glucose in the aged 

with diabetes: An analysis based on 

observations of self-monitoring blood 

glucose. J Nurs Sci Eng. 2020;7:141-48. 

6. Nakagami G, Schultz G, Kitamura A, 

Minematsu T, Akamata K, Suga H, et al. 

Rapid detection of biofilm by wound 

blotting following sharp debridement of 

chronic pressure ulcers predicts wound 

healing: a preliminary study. Int Wound J. 

2020;17(1):191-6. 

7. Kimura N, Nakagami G, Minematsu T, 

Sanada H. Noninvasive detection of local 

tissue responses to predict pressure ulcer 

development in mice model. J Tissue 

Viability. 2020;29(1):51-7. 

8. Koyano Y, Nakagami G, Tamai N, Sugama 

J, Sanada H. Morphological characteristics 

of skin tears to estimate the etiology-

related external forces that cause skin tears 

in an elderly population. J Nurs Sci Eng. 

2020;7:68-78. 

9. Mugita Y, Nakagami G, Minematsu T, 

Kitamura A, Sanada H. Combination of 
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康永 秀生
 

 

ホームページ https://www.lib.m.u-tokyo.ac.jp/ 

 

 

医学図書館は、本研究科・学部における教育・

研究のための総合施設として、1961年 11月に開

館した。2007 年度には耐震改修工事が行われ、

2008 年 7 月 14 日にリニューアルオープンした。

これを機に内装も一新し、明るく心地よい空間を

創出すると共に、次々に新規サービスを開始し、

国内有数の医学専門図書館としてのさらなる発展

を目指して努力を続けている。 

当館は、本学関係者はもとより、学外者も簡単

な手続きで入館することができる。館内は全面開

架方式を採用しており、資料を自由に利用するこ

とができる。 

本研究科・学部の学生・教職員および附属病院

の教職員に対しては、当館で所蔵していない資料

について、Web上で学内外への文献複写・図書借

用の申し込みができる MyOPAC 文献取寄サービ

スを実施している。さらに、他大学図書館等から

の当館所蔵資料の提供依頼に対しても迅速な対応

に努めている。 

近年、図書館をとりまく環境は激変し、図書館

の機能が大幅に拡大している。中でも図書館情報

の電子化によるサービスの進展は著しい。 

医学図書館では、この電子化された医学情報を

医学研究・教育に迅速に資するため、医学情報支

援機能を充実させて非来館型利用サービスを全学

的に提供し、図書館に足を運ばなくても多数の情

報が研究室等の端末から入手できるようにしてい

る。 

現在、Web上でサービスしている主なものには、

MEDLINE、EBM Reviews、CINAHL、医中誌

Ｗeb等の二次情報、UpToDate、今日の診療等の

臨床医学情報ツール、Journals@Ovid Full Text

等の電子ジャーナルコレクションがあり、

Harrison’s Principles of Internal Medicineなど

主要医学書については電子ブックでも提供してい

る。 

利用者向けの講習会にも力を入れ、学生・教職員

向けの医中誌Web、PubMedなどの医学系文献検索

講習会をはじめ、英語論文執筆に取り組む若手研究

者向けのセミナー、学術統計のセミナー、看護師向

けの看護部文献検索講習会などを行っている。 

館内にはUTokyo WiFiを敷設し、持ち込み PC

によるインターネットの利用を可能としており、

情報検索用端末、情報検索・ドキュメント作成用

端末、プレゼンテーション資料作成用端末等を備

えている。 

また、当館では、東西の古医学書や旧教員所蔵

文庫・関係資料、解剖図巻子本、本学医学部創設

期の文書・資料など様々な貴重資料を所蔵してい

る。これらは医学図書館史料室で保存し整理作業

を進めるともに、「医学図書館デジタル史料室」

（ https://iiif.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/repo/s/medlib/p

age/home）で目録や画像を公開し、貴重な資料を

広く利用に供することができるよう努めている。 

2011年度以降、各種端末を更新・増設し、図書

館 1 階に限った無人での利用を午後 11 時半まで
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認める特別利用サービスの開始、グループ学習室

の設置など、学生の学習環境充実を図ってきた。 

また、2020 年度には、COVID-19 への対応の

ため郵送貸出等の特別なサービスを実施した。 

現在の医学図書館における資料数、利用実績を

以下に示す。 

 

 

蔵書数 （令和 3年 4月 1日） 

 和  文 欧  文 計（冊） 備  考 

単行本 

雑誌（製本） 

58,367 

54,103 

60,562 

101,787 

118,929 

155,890 

教室所蔵分も含む 

同  上 

合計 112,470 162,349 274,819 同  上 

 

 

受入冊数 （令和 2年度） 

 和  文 欧  文 計（冊） 備  考 

単行本 

雑誌（製本） 

925 

 917 

66 

0 

991 

917 

 

 

合計 1,842 66 1,908  

 

 

受入雑誌種類数 （令和 3年 4月 1日現在） 

 和  文 欧  文 計（種類数） 備  考 

購入 

寄贈・交換 

185 

328 

13 

13 

198 

341 

 

 

合計 513 26 539  

 

 

利用状況 （令和 2年度） 

１． 開館日数 

２． 利用者総数 

３． 一日平均利用者数 

４． 貸出総冊数 

５． 一日平均貸出冊数 

６．特別利用入館者総数 

155日 

1365人 

8人／日 

5536冊 

35冊／日 

0人 

※COVID-19への対応により臨時閉館、特別利用の中止などを実施 
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医学系研究科・医学部 国際交流室 
 

教授 

佐藤伸一 

講師 

名西恵子、KIPLER David、ENE Florence、松宮陽輔 

 

ホームページ http://koryu.m.u-tokyo.ac.jp/ 

 

 

医学部国際交流室は医学部長の直轄組織として、

1）国際教育交流、2）国際学術・研究交流、3) 教

育・研究活動、を行っている。2020 年度の活動状

況を報告する。 

 

1．国際教育交流 

(1)留学生のサポート 

国際交流室では、留学生の各種奨学金の応募を

サポートしている。また、大学からの推薦が必要

な奨学金については、学内選考会を主催している。

留学生の親睦のため、毎年春に医学研究教育棟 

カポ・ペリカーノで懇親会を開催しているが、新

型コロナウイルス感染症流行のため、2020 年度は

開催しなかった。 

東 京 大 学 付 属 病 院 で の 卒 前 の 臨 床 研 修

（Elective Clerkship）の希望にも当室にて対応し

ている。2020 年度は新型コロナウイルス流行のた

め、留学生が入国することができなかったため受

け入れを停止せざるを得なかった。 

 

(2)本学医学部学生および医学系研究科学生の海

外留学に関する相談 

国際交流室では、在学中の留学の相談を受け付

け、情報提供や推薦状等の書類作成をし、留学先

とのコミュニケーションのサポートをしている。 

特に、医学部最終学年の海外でのエレクティブ・

クラークシップの支援に力を入れている。東京大

学医学部学は、ペンシルバニア大学、ジョンズホ

プキンス大学、ミシガン大学、ハワイ大学、シカ

ゴ大学、台湾大学、シンガポール大学、ミュンヘ

ン大学、カロリンスカ研究所と 1-2 か月間の実習

のための交換留学制度がある。各大学への派遣学

生の選考を行い、2020 年 4－7 月の留学に向け

て準備をサポートした。しかし、新型コロナウイ

ルス流行のため、すべての協定校が受け入れを停

止し、国境をまたぐ移動も制限が厳しくなり、キ

ャンセルとなった。また、IRCN と協働で、同年

4-7 月にハーバード大学に 3 名を 1-2 か月間の研

究留学に派遣するため、選考を行い準備を支援し

た。しかし、これについても断念せざるを得なか

った。 

 

(3) 卒業生の海外研修支援 

国際交流室では、本学卒業生が、海外の大学院

等に出願したり、海外での医師免許取得を申請し

たりする際の書類作成をサポートしている。2020

年 度 は 、 2 名 の MSPE （ Medical Student 

Performance Evaluations）を作成した。 

 

２．国際学術・研究交流  

2020 年度は、医学部生の学生交換のため、カロ
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リンスカ研究所と新規に部局間協定を締結し、ミ

ュンヘン大学との部局間協定を更新した。 

 

３．教育・研究活動 

ENE Florence は医学英語 I ＆II を担当した。

KIPLER David は、大学院学生・学部学生を対象

に論文執筆や英語口頭発表のトレーニングを実施

した。名西恵子は“Basic tools for Population/ 

Public Health Research”を担当した。また、 

国際保健学専攻講師を兼任しており、大学院生の

指導と国際保健に関する研究活動を行った。 

 

発表論文 
 

1. Kikuchi K, Gyapong M, Shibanuma A, Asah 

E, Okawa S, Addei S, Nanishi K, Tawiah C, 

Yasuoka J, Yeji F, Oduro A, Owusu-Agyei S, 

Quansah-Asare G, Hodgson A, Jimba M; 

Ghana EMBRACE Implementation 

Research Team. EMBRACE intervention to 

improve the continuum of care in maternal 

and newborn health in Ghana: The RE-AIM 

framework-based evaluation. J Glob Health. 

2021 Mar 27;11:04017. 

2. Binns C, Lee MK, Yun Low W, Baker P, 

Bulgiba A, Dahlui M, Thuy Duong DT, 

Guldan G, Hairi N, Hokama T, Kagawa M, 

Karunathilake I, Abdul Majid H, Maycock B, 

Nanishi K, Qiu L, Raheem RA, Scott J, Tang 

L. Guidelines for Complementary Feeding 

of Infants in the Asia Pacific Region: 

APACPH Public Health Nutrition Group. 

Asia Pac J Public Health. 2020 May;32(4):

179-187. 

3. Hongo H, Green J, Shibanuma A, Nanishi K, 

Jimba M. The Influence of Breastfeeding 

Peer Support on Breastfeeding Satisfaction 
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Oku K. Calling for Evidence-Based Intimate 

Support of Mother-to-Child Dyad by the 

Japanese Association of Lactation 

Consultants in Response to the National 

Infant and Young Child Feeding Guideline 

for Health Professionals Revised in March 

2019. Journal of Ambulatory and General 

Pediatrics. 2020; 23(1):2-12.  
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Kageyama I, Hamura A, eds. 

Comprehensive Medical English for 
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MD 研究者育成プログラム室 
 

教授 （室長） 

尾藤晴彦
 

講師 

菅谷佑樹
 

助教 

高橋恵生
 

 

ホームページ http://www.ut-mdres.umin.jp/ 

 

 

沿革と組織の概要 

東京大学医学部では、医学部出身の基礎医学研

究者の減少に歯止めをかけ、次代の基礎医学研究

者を積極的に育成する公的なカリキュラムとして、

平成 20年度にMD研究者育成プログラム室が設

置された。初代室長の岡部繁男教授（平成 20～22

年度）、前室長の吉川雅英教授（平成 23～26年度）

によりプログラムの基礎が築かれ、現室長の尾藤

晴彦教授（平成 27年度～）、講師 1名、助教 1名、

事務員 2名で、医学部生が最先端の基礎研究を自

ら実践するための様々な支援を提供している。ま

た、平成 23～27年度まで名古屋大学、京都大学、

大阪大学と連携して全国基礎医学研究者養成プロ

ジェクトが実施され、大学間リトリートや海外留

学支援などのプログラム内容が飛躍的に充実した。 

 

MD研究者育成プログラムの初代履修生は 6名

であったが、近年は 3年生～6年生までの 4学年

で約 100名が履修登録をしており、毎年 6年生が

英語で研究成果をまとめた修了論文を提出してい

る。また、在学中に海外の一流学会で受賞する学

生や、国際学術雑誌に筆頭著者で掲載される学生

もいる。 

 

教育 

基礎医学研究に興味をもつ学生に対して、入学

直後より 6年間にわたって様々なプログラムを提

供している。3 年次以降は実際に基礎医学の研究

現場に参加してもらい、最先端の基礎研究を自ら

実践してもらうことを強く推奨している。 

まずは入学後、早い段階で研究に興味をもって

もらい、実際に研究室に通う動機付けとするため

に、1年生､2年生を対象にした最先端医学研究の

セミナー、Medical Biology入門を開講している。

毎回、異なる講師が様々な分野の最先端の基礎研

究や臨床研究を医学研究初心者に紹介し、学生が

この講義を聞いて興味をもった研究室を訪れるな

ど研究開始のきっかけとなっている。また、早い

うちから英語で科学に携わる習慣をつけるために

Molecular Biology of the Cellを英語で読む輪読

ゼミを行っている。 

3 年生からは、専門分野の教員や上級生の指導

を受けて最新論文を自分で発表し、著者とディス

カッションする基礎医学ゼミや、英語で科学をす

る習慣を身につけるための外国人講師による科学

コミュニケーションのゼミ（Medical Research 

Communications）に参加し、研究の基礎をトレ

ーニングする。これと並行して、実際に自分で研
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究室にコンタクトをとり、見学や面談を通じて所

属研究室を決定する。 

所属研究室が決定した学生は、その研究室の指

導のもと研究を遂行し、卒業までに修了論文とし

てまとめることが推奨されている。修了論文は審

査会で医学部基礎医学系研究室の教室主任らによ

る厳正な審査を経て修了の可否を判定される。合

格者はその年の医学部大学院入学筆記試験が免除

される。特に優れた研究発表には学部長賞を授与

している。 

 

その他の支援 

海外短期留学、学会発表支援 

長期の休みを利用して海外の研究室で研究をした

り、国内外の国際学会で発表したりするための経

済的支援を行っており、夏季休暇やエレクティブ

クラークシップの期間を利用して 1か月から 2か

月の留学をしている。しかし、令和 2年度はコロ

ナウイルス感染症の拡大のため学生は海外への渡

航ができず、国内外のオンライン学会へ参加した

7名を支援した。また、平成 20年度から開始され

た大坪修鉄門フェローシップでは、毎年、海外の

医療機関での実習を経済的に支援しており、令和

2年度は9名がフェローシップの対象となったが、

そのうち 8名はコロナウイルス感染症の拡大に伴

い国内における先端医療等の実習を行った。1 名

は台湾において病院実習を行うことができた。 

 

 

東京大学MD研究者育成プログラムリトリート 

令和 3年 2月 13日に全学年合同で研究発表会

をオンラインで開催した。MD研究者育成プログ

ラムの履修生に加え、MD研究者育成プログラム

を履修していた研修医やMDをもつ基礎系大学院

生、教員など、54名が参加した。研究発表スライ

ドは英語で作成としたものの非常に活発に議論さ

れ、時間が足りないという意見が多く聞かれた。

情報交換会では、研究活動をしている学生同士の

情報交換や、先輩にキャリアパスに関する相談を

するなど、多くの参加者が基礎研究の道に進むこ

とに対する具体的なビジョンを描く機会となった。 

 

他大学との交流 

全国研究医養成コース学生リトリート 

全国基礎医学研究者養成プロジェクトでは、連

携大学である名古屋大学、京都大学、大阪大学と

協力して全国から 20 大学以上の参加がある研究

発表会（全国リトリート）を約 2年に１回の頻度

で開催している。前回のリトリートは 2019 年 4

月 28日、29日に日本医学会総会と同時期に名古

屋で開催され、90名以上の参加があった。このリ

トリートでは、日本医学会総会からシンポジウム

枠「基礎医学研究者・研究医は絶滅危惧種か？」

を頂き、現在、第一線で活躍するMD研究者の講

演があった。 

また、上記の全国リトリートとは別に平成 22

年より千葉大学、群馬大学、山梨大学の研究医養

成コースの学生との合同の研究発表交流会を行っ

ている。現在では当初の 4校だけでなく、北海道

大学、東北大学、金沢大学、順天堂大学、横浜市

立大学、新潟大学の参加があり、学生だけでなく

教員同士の情報交換の場としても有用な機会とな

っているが、残念ながら令和 2年度の開催は中止

となった。 

 

実績 (令和 2 年度) 

履修生数：99名（内訳：3, 4年生：64、5, 6年生：

35） 

教養学部生対象講義 

Medical Biology入門：13回 

Molecular Biology of the Cell輪読ゼミ：12回 

医学部生対象少人数ゼミ 

基礎医学ゼミ：6 回 

Medical Research Communications：69回 
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研究発表会：1回 

海外留学者・学会発表者数：7名 

大坪フェローシップ受賞者：9名 

修了認定：7名（うち学部長賞 2名、有馬聡記念

フェローシップ受賞 1名） 
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健康と医学の博物館 
 

館長 

大江和彦
 

助教 

北出篤史
 

 

ホームページ http://mhm.m.u-tokyo.ac.jp/ 

 

 

沿革と概要 

東京大学医学部・医学部附属病院は、安政 5年

（1858年）の神田お玉ケ池種痘所の設立に起源を

発し、平成 20年に創立 150周年を迎えた。「健康

と医学の博物館」は、東京大学医学部・医学部附

属病院の創立150周年記念事業の一環で計画され

たものであるが、平成 23年 1月 20日に開館した。

創立150周年を迎えるにあたって掲げられた記念

事業のテーマの一つには「社会に開かれた医学・

医療の展開」があり、健康と医学の博物館は、そ

の一つの柱となる企画である。 

本博物館の目的は、（1）一般への健康・医学情

報の提供、（2）医学生や医療社会福祉系学校の学

生等の教育、（3）史料と器械・技術を通じた医学・

医療史の研究、（4）貴重な医学史料と器械等の保

存と調査、である。 

展示の特徴は、常設展示室で東京大学医学部・

医学部附属病院に関連した業績を紹介し、近代か

ら現代にわたるわが国の医学の発展における貢献

を紹介すると共に、企画展示に大きなスペースを

割き、一般に医学・医療の最新の進歩の理解を促

すための企画展を展開するということにある。常

設展および企画展の企画および監修については、

医学系研究科内の各教室の協力を受けており、さ

らに本学内の教室等、総合研究博物館、外部の専

門家、関連企業、博物館等の協力によって展示が

成立している。なお、企画展については、今後、

年に数回の入れ替えを行う予定としている。 

開館当初の常設展では、明治初期の医学書や医

療器具、石原式色盲検査表、本学で開発された胃

カメラなどを展示した。第 1回企画展では、東京

大学医学部・医学部附属病院の起源に因み、「感染

症への挑戦」と題し、様々な病原体、天然痘に対

する予防接種（種痘）の歴史、本学および本学出

身者が明治時代以降に行ってきた感染症に関する

研究、近年取り上げられる機会が多い感染症に関

する知識を紹介した。その後、第 2回「血管のひ

みつ」、第 3回「見えないがんをみる」、第 4回「わ

たしたちの脳」、第 5 回「健康長寿を支える身体

の医学」、特別展「史料で見る東大医学部・附属病

院の 155年」、第 6回「糖尿病の真実」、第 7回「こ

どもの成長と発達」、第 8 回「死の真相を知る医

学-法医学-」、第 9回「大腸のふしぎ」、第 10回「見

えざるウイルスの世界」、第 11回「縁の下で身体

を支える腎臓」、特別展「私たちのこころの医学」

を開催した。 

なお、2017年 8月 21日から移転のため休館し

ていたが、2019年 4月 18日に南研究棟 1階にて

再開館した。なお、2020 年 3 月より、新型コロ

ナ感染症拡大の影響を受け、臨時休館している。 

2019 年度の開館日数は 263 日、入場者数は

16,570 名で、開館からの入場者総数は 143,701
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名となった。 

運営の概要 

開館時間は 10時～17時。休館日は毎週水曜日、

年末年始（ただし、水曜が祝日の場合は開館）。入

館料は無料。 
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研究倫理支援室 
 

室 長  （ 教 授 ／ 副 医 学 部 長 ）  

南学正臣
 

副 室 長  （ 教 授 ）  

赤林朗
 

副 室 長  （ 准 教 授 ）  

上竹勇三郎
 

 

ホームページ http://www.m.u-tokyo.ac.jp/ethics/ethcom/gakugai2/index.html 

http://www.u-tokyo-ohrs.jp/ 

研究倫理審査申請システムトップページ：https://u-tokyo.bvits.com/esct/ 

 

 

沿革と組織の概要 

医学系研究科・医学部研究倫理支援室（以下当

室）は、研究倫理水準の向上を期すべく、2009年

（平成 21年）10月に新設された。 

当室は、医学系研究科・医学部、附属病院にお

いて行われる研究における研究対象者の健康、権

利、尊厳を守ることを第一義的な目的としており、

その上で、研究者が倫理的に適切な研究を円滑に

実施できるよう研究倫理支援サービスを提供して

いる。委員会事務局の運営を主業務とし、研究倫

理セミナーの企画・運営、支援業務を通じた研究

者への倫理教育、研究倫理支援職を志す人材の育

成を行っている。 

 

業務 

・倫理委員会運営業務全般 

・東京大学臨床研究審査委員会の審査意見業務の運

営業務全般 

・治験を除く、医学部、附属病院で行われる全ての

研究に関連する審査書類の事前スクリーニング、

多岐にわたる内容の問い合わせ 

・委員会委員・他部局・他大学との様々な事項の調整 

・東大病院で初めて行われる医療行為、未承認医薬

品・医療機器等の臨床使用の検討を行う、新規診

療等検討委員会の運営業務全般 

・臓器移植マニュアルの整備（肝臓・腎臓・心臓・

改正臓器移植法関連他） 

 

委員会関連審査・検討案件数（2020 年度） 

・医学部倫理委員会（非介入等研究、介入等研

究、ヒトゲノム・遺伝子解析研究） 

新規 399件、変更件数 1047件、SAE報告等

22件、認定臨床研究審査委員会 111件、新規

診療等関連 102件 
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委員会審査案件はここ数年各種包括申請を導入

しているにも関わらず、増加傾向である。また、

委員会事務局の運営は煩雑化、多様化の様相を呈

しており、研究倫理支援サービスの提供において

も難渋するケースが増加している。 

申請はオンラインシステムを導入しており、申

請者の利便性および業務の効率化を図っている。 

 

教育・研修 

医学系研究科・医学部 研究倫理セミナーを附属

病院臨床研究ガバナンス部と共催している。研究

に携わるすべての研究者、大学院生等を対象に広

義の研究倫理につき概説している。 

2020 年度も毎月開催し合計 3,359 名が出席し

た。 

また、研究倫理支援サービスを通じての研究者

教育、事務局スタッフの育成を行っている。 

さらに、各教室に選任されている倫理指導員と

の連携を図ることにより、研究倫理水準の向上を

目指している。 

 

研究 

現状、当室は実務部門である。研究については、

連携講座である医療倫理学講座の内容をご参照さ

れたい。 
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臨床実習・教育支援室 
 

教授 （室長） 

江頭正人 

助教 

堀田晶子 

 

ホームページ https://igaku-kyoiku.m.u-tokyo.ac.jp/training.html 

 

 

沿革と組織の概要 

臨床実習・教育支援室は、医学生の教育、特に

5・6年次の臨床実習であるクリニカルクラークシ

ップ（Clinical Clerkship: CC）を支援・推進するた

めに、平成 27年 4月に設立された。平成 25年 2

月より臨床実習が見学型の BSL（Bedside learning）

から参加型実習である CC に変更され、それに伴

い設置されたクリニカルクラークシップサポート

センターが前身である。CCの円滑な運営に加え、

診療科の教員や学生から適宜意見を聴取すること

により、実習カリキュラムや評価法の改良にも努

めている。また、チューター、医学部教務係や学

生支援室などと連携を取り、個々の学生へのサポ

ートも行っている。平成 30 年 1 月より本格的に

ICT（「UTAS臨床実習支援システム」）が稼働し、

大幅に学務及び関連事務作業の効率化がはかられ

た。現在、室長 1名、助教 1名、学術支援職員等

3名で日常業務を行っている。 

 

業務 

医学部 4年次の 1月から開始される CCに先立

ち、4 年次学生へ説明会を行い、学生の希望調査

に基づいて実習スケジュールの編成を行っている。

OSCE、CBTに合格し、Student Doctor資格を得た

学生を対象として、CC開始直前に、医学部長、附

属病院院長・看護部長、教務委員長のご列席のも

と、Student Doctor任命式を執り行っている。 

実習に際しては、学生、各診療科、外部協力施

設に対して、実習を行う上で必要な連絡・手続き

を案内し、実習が円滑に実施されるよう支援して

いる。また実習中に生じた問題や検討事項に対し

て、必要に応じて適宜対応している。特に、実習

に際して個別にサポートを必要とする学生に対し

ては、教務係、チューター、学生支援室などと連

携をとりながら、必要な対応を行っている。ICT稼

働により、平成 30 年 1 月より実習評価がリアル

タイム化され、学生は早ければ実習終了日に評価

の確認が可能となった。 

また、年に 2回、実習を担当している診療科（部）

の実習責任者である CC支援部員を対象とし、CC

支援部会を開催している。この会では、実習終了

時のアンケートにて学生から寄せられた意見を診

療科にフィードバックするとともに、実習その他

について情報共有・意見交換を行い、臨床実習の

更なる改善に取り組んでいる。一方、医学教育検

討委員会において学生医学教育ワーキンググルー

プとも定期的に話し合いの場を持つことで、現状

について学生の生の意見を聞き、可能な限り実習

の場に反映するよう努めている。 

教育 

 医学教育国際研究センターと合同で医学科 4年
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の「臨床導入実習」および医学科進学内定 2年の

「チュートリアル PBL」を担当し、医療面接、身

体診察，プロフェッショナリズムの教育を主とし

て行っている。また、CCにおける個別指導・相談

も担当している。 

 

研究 

 現在，学生の生活状況と成績・卒業時アウトカ

ムとの関連に関する研究を実施中であり，途中成

果を 2018、2019年度の国内外の医学教育関連学

会にて発表した。2020年度も引き続き発表を予定

しており、かつ多施設連携研究へと発展の途上で

ある。 
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利益相反アドバイザリー室 
 

教授（利益相反アドバイザリー機関委員長） 

藤尾 圭志
 

教授（利益相反アドバイザリー機関副委員長） 

小山 博史
 

室長 

明谷 早映子
 

 

 

 

沿革と組織の概要 

医学系研究科・医学部附属病院利益相反アドバ

イザリー室（以下当室）は、医学部の利益相反ア

ドバイザリー機関の事務部門として、2016 年（平

成 28 年）4 月に新設された。 

東京大学では、全学の利益相反委員会の下に、

各部局に担当部署として利益相反アドバイザリー

機関を設置して、職員に対して適切な利益相反マ

ネジメントを行うことになっている。医学部では

医学部利益相反防止規則を定め利益相反アドバイ

ザリー機関を設置し、医学部および医学部附属病

院で行われる臨床研究などの利益相反マネジメン

トを行っている。 

医学部で行われる研究では、その成果を社会に

還元し国民の健康に役立てるためにも、産学連携

活動を推進することが求められている。その一方

で、人を対象とする臨床研究では研究の対象者の

権利保護が不可欠であり、また、研究の結果は国

民の健康に影響を与える可能性があり研究の公正

性の担保も特に求められる。この様に医学部にお

ける研究活動においては、利益相反関係は不可避

であり、その適切なマネジメントと利益相反状態

の開示が求められている。 

わが国では厚生労働省(臨床研究法)や日本医学

会等により、臨床研究における利益相反マネジメ

ントのガイドラインが公開されるなど判断の基準

が少しずつ明示されてきており、医学部利益相反

アドバイザリー室ではこうしたガイドラインなど

を基準として利益相反管理を行っている。 

 

業務 

 医学部利益相反アドバイザリー機関では、臨床

研究にかかる利益相反管理を行っている。 

対象 

・医学部倫理委員会（疫学・観察等研究、特定

臨床研究、ヒトゲノム・遺伝子解析研究）で審

査を行う臨床研究 

・医学部附属病院ＩＲＢで審査される臨床試

験 

・医学部附属病院から提出される再生医療提

供計画 

・医学部附属病院が単施設/主任施設として実

施する臨床研究（ただし、審査は、東京大学認

定臨床研究審査委員会が行う） 

 臨床研究法が適用される課題の利益相反自己

申告にかかる事務確認 

 日本医療研究開発機構（AMED）および厚生労

働科学研究費の利益相反管理にかかる審査資

料の作成 

 教職員に係る利益相反自己申告書の提出業務 
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 医学部および医学部附属病院の委員会委員の

利益相反管理 

 

2019 年度は、利益相反アドバイザリー機関委員

会は外部委員を含む 6 名の委員で構成され、11 回

の委員会を開催した。 

 

教育・研修 

医学系研究科・医学部で行われている研究倫理

セミナーで、臨床研究における利益相反マネジメ

ント部分を担当し、研修を行っている。 

 

その他 

 2018 年 7 月、研究倫理審査申請システムを改

修し、従前は紙媒体で各研究者から提出されてい

た利益相反自己申告書について、電子的にシステ

ム上で提出する運用を開始した。 

 2019 年 3 月末までに、臨床研究法が適用され

る研究課題（侵襲・介入のある研究課題の一部）

について、臨床研究法に対応するための移行措置

を完了した。また、2018 年中に、臨床研究法が適

用される研究課題について、利益相反審査の手順

書を策定した。なお、人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針が適用される課題については、

利益相反自己申告書の電子化等に対応し、同年中

に手順書を改訂した。 

2020 年 4 月から 2021 年 3 月までの間に利益相

反アドバイザリー室が利益相反アドバイザリー機

関委員会の事務局として取り扱った臨床研究課題

（観察、介入、IRB、再生医療、臨床研究法）は、

新規申請・変更申請あわせて、約 1900件である。 
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東京医学会 第 2780 回～2799 回 集会一覧 

 

 

第 2780回 集会 

日時：令和 2年 7月 22日(水) 18：00～19：00 

場所：附属病院南研究棟 鉄門臨床講堂 

演者：柴原 浩章先生 

兵庫医科大学産婦人科 

演題：精子免疫学研究史と最近の動向 

共催：産婦人科学教室 

 

第 2781回 集会 

日時：令和 2年 6月 22日(月) 18：00～19：00 

場所：附属病院臨床研究棟A 7階  

産婦人科会議室（オンライン開催） 

演者：池田 智明先生 

三重大学大学院医学系研究科 

臨床医学系講座産科婦人科学 教授 

演題：胎児心拍数陣痛図 (CTG) ：日産婦 5 段階評

価システムの検証とコンピュータ化 

共催：産婦人科学教室 

 

第 2782回 集会 

日時：令和 2年 6月 29日(月) 18：00～19：00 

場所：附属病院臨床研究棟A 7階 

産婦人科会議室（オンライン開催） 

演者：岡本 愛光先生 

東京慈恵会医科大学産婦人科教室  

主任教授 

演題：卵巣癌治療革命 

共催：産婦人科学教室 

 

第 2783回 集会 

日時：令和 2年 7月 15日(水) 18：00～19：00 

場所：附属病院南研究棟 鉄門記念講堂 

演者：宮本 新吾先生 

福岡大学病院産婦人科主任教授 

福岡大学病院副院長 

演題：少子化対策につながる不妊内分泌学・周産期

医学の臨床研究 

共催：産婦人科学教室 

 

第 2784回 集会 

日時：令和 2年 7月 20日(月) 18：00～19：00 

場所：附属病院南研究棟 鉄門記念講堂 

演者：関沢 明彦先生 

昭和大学医学部産婦人科学講座 

演題：出生前遺伝学的検査、特にNIPTを中心に 

共催：産婦人科学教室 

 

第 2785回 集会 

日時：令和 2年 7月 27日(月) 18：00～19：00 

場所：附属病院南研究棟 鉄門記念講堂 

演者：生水 真紀夫先生 

千葉大学大学院医学研究院生殖医学 

演題：ヒトの卵胞発育と排卵  

－単一排卵への進化－ 

共催：産婦人科学教室 

 

第 2786回 集会 

日時：令和 2年 8月 3日(月) 18：00～19：00 

場所：附属病院臨床研究棟A 6階 産婦人科医局 

 （オンライン開催） 

演者：加藤 聖子先生 

九州大学大学院医学研究院 

生殖病態生理学分野 主任教授 

演題：子宮内膜研究：幹細胞・老化・癌化の観点 

から 

共催：産婦人科学教室 

 

第 2787回 集会 

日時：令和 2年 8月 5日(水) 18：00～19：00 

場所：附属病院入院棟 15階 大会議室 
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演者：工藤 美樹先生 

広島大学大学院医系科学研究科 

産科婦人科学 教授 

演題：トリプトファン代謝酵素 indoleamine  

2, 3-dioxygenase (IDO) による母体免疫 

調節機序 

共催：産婦人科学教室 

 

第 2788回 集会 

日時：令和 2年 8月 31日(月) 18：00～19：00 

場所：附属病院南研究棟 鉄門臨床講堂 

演者：永瀬 智先生 

山形大学産科婦人科学講座 

演題：腫瘍登録データベースによるガイドラインの 

検証と臨床研究 

共催：産婦人科学教室 

 

第 2789回 集会 

日時：令和 2年 9月 14日(月) 17：30～18：30 

場所：附属病院南研究棟 鉄門臨床講堂 

演者：榎本 隆之先生 

新潟大学大学院医歯学総合研究科 

産科婦人科学 教授 

演題：産婦人科 subspecialtyを目指す若い医師への 

メッセージ 

共催：産婦人科学教室 

 

第 2790回 集会 

日時：令和 2年 10月 5日(月) 18：00～19：00 

場所：附属病院南研究棟 鉄門臨床講堂 

演者：青木 大輔先生 

慶應義塾大学医学部産婦人科学教室 

演題：わが国の子宮頸がん検診事業における精度 

管理の課題 

共催：産婦人科学教室 

 

第 2791回 集会 

日時：令和 2年 11月 9日(月) 18：00～19：00 

場所：附属病院南研究棟 鉄門臨床講堂 

演者：万代 昌紀先生 

京都大学医学研究科婦人科学産科学分野 

教授 

演題：婦人科がん診療の未来 

－ゲノム、IT、その先へ 

共催：産婦人科学教室 

 

第 2792回 集会 

日時：令和 2年 12月 5日(土) 17：00～18：00 

場所：東天紅上野本店 3階 鳳凰の間 

（オンライン開催） 

演者：木村 正先生 

大阪大学大学院医学系研究科 

産科婦人科学講座 教授 

演題：妊産婦救命救急～そこにある危機への対応～ 

個人レベルと地域レベル 

共催：産婦人科学教室 

 

(第 2793回 集会) 

第 266回特別学術講演会 

日時：令和 2年 12月 23日（水）17：00～18：00 

場所：医学部教育研究棟 鉄門記念講堂 

演者：藤井 知行先生 

産婦人科学講座 生殖内分泌学担当 

演題：女性の笑顔のために 

主催：東京医学会 

 

第 2794回 集会 

日時：令和 2年 12月 14日(月) 18：00～19：00 

場所：オンライン開催 

演者：渡利 英道先生 

北海道大学大学院医学研究院 

産婦人科学教室 教授 

演題：北海道大学産婦人科における診療・臨床研究 

の取り組みについて 

共催：産婦人科学教室 

 

(第 2795回 集会) 

第 267回特別学術講演会 

日時：令和 3年 3月 8日（月）15：00～17：00 
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場所：医学部教育研究棟 鉄門記念講堂 

演者：水口 雅先生 

国際生物医科学講座 発達医科学担当 

演題：子どもの脳を観る、知る、守る 

主催：東京医学会 

 

第 2796回 集会 

日時：令和 3年 1月 20日(水) 17：00～18：00 

場所：附属病院管理研究棟2階 第一会議室 

（オンライン開催） 

演者：藤井 多久麿先生 

藤田医科大学産婦人科学講座 教授 

演題：子宮頸部腫瘍発生メカニズムの分子生物学的

な解析と臨床応用への試み 

共催：産婦人科学教室 

 

(第 2797回 集会) 

第 268回特別学術講演会 

日時：令和 3年 3月 12日（金）17：30～18：30 

場所：医学部教育研究棟 鉄門記念講堂 

演者：森村 尚登先生 

外科学専攻生体管理医学講座  

救急科学分野 

演題：雲外蒼天 

主催：東京医学会 

 

(第 2798回 集会) 

第 269回特別学術講演会 

日時：令和 3年 3月 16日（火）15：00～17：00 

場所：医学部教育研究棟 鉄門記念講堂 

演者：小池 和彦先生 

器官病態内科学講座 消化器内科学担当 

演題：国民病である肝炎・肝癌の病態解明と克服 

主催：東京医学会 

 

(第 2799回 集会) 

第 270回特別学術講演会 

日時：令和 3年 3月 12日（金）14：00～15：30 

場所：医学部教育研究棟 鉄門記念講堂 

演者：上別府 圭子先生 

健康科学・看護学専攻 家族看護学分野 

演題：家族看護学の implementation 

主催：東京医学会 
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